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取組項目 目次 

 
１ （仮称）市民協働推進条例の制定               １ 

 ２ 市民活動サポートセンターの機能強化             ３ 

 ３ 地球温暖化対策推進のための基金の活用            ５ 

 ４ 市民協働による河川・道路の環境維持の推進          ７ 

 ５ 応急手当の普及啓発                     ９ 

 ６ 市民自治の仕組みの構築                  １１ 

 ７ 事業仕分けの実施                     １３ 

 ８ 「補助金の見直し基準」の見直し              １５ 

 ９ 関与の基準による団体事務局事務の適正化の実施       １７ 

１０ 団体に対する新たな支援策への転換             １９ 

１１ 団体に対する新たな支援策への転換（相模原市観光協会）   ２１ 

１２ 公益的法人等のあり方の見直し               ２３ 

１３ （仮称）改革プランに基づく市からの委託の見直し      ２５ 

１４ （仮称）改革プランに基づく公益的法人等の再委託の検証   ２７ 

１５ （仮称）改革プランに基づく市からの補助金の見直し     ２９ 

１６ 受益者負担の基準の明確化                 ３１ 

１７ 使用料・手数料の定期見直し                ３３ 

１８ 利用料金見直し基準の策定による指定管理者制度の活性化   ３５ 

１９ 新たな受益者負担の導入                  ３７ 

２０ 新・相模原市総合計画におけるＰＤＣＡサイクルの確立と推進 ３９ 

２１ 市民満足度調査の活用                   ４１ 

２２ 市民納得度調査の導入検討                 ４３ 

２３ 局制を活用した効果的な都市経営の推進           ４５ 

２４ 新たな政策決定支援体制の導入・活用            ４７ 

２５ 事務改善提案制度の見直し                 ４９ 

２６ 随意契約ガイドラインの策定と随意契約事務の改善      ５１ 

２７ 新たな民間活力の活用方策の導入              ５３ 

２８ パブリック・プライベート・パートナーシップ（ＰＰＰ） 

の導入に関する活用方針の策定               ５５ 

２９ 民間活力導入後の評価システムの構築            ５７ 

３０ 広報関連業務                       ５９ 

３１ 情報システム業務                     ６１ 

３２ 庶務事務                         ６３ 

３３ 公立保育所の民営化                    ６５ 

３４ 陽光園のあり方の検討                   ６７ 



  

３５ 斎場の運営形態の検討                   ６９ 

３６ 一般ごみ収集業務                     ７１ 

３７ 学校管理業務                       ７３ 

３８ 小学校給食調理業務                    ７５ 

３９ 中学校給食調理業務                    ７７ 

４０ 図書館業務                        ７９ 

４１ 情報マネジメント推進計画の推進              ８１ 

４２ インターネットによる市議会委員会中継           ８３ 

４３ 税務窓口の効果的な事務執行体制の確立           ８５ 

４４ 区役所窓口業務                      ８７ 

４５ 戸籍住民関連窓口サービス業務の提供窓口の拡大       ８９ 

４６ 窓口サービス業務の提供の拡大               ９１ 

４７ 相模原市民ギャラリー事務の効率化             ９３ 

４８ 公民館事業参加者への保育サービスの拡充          ９５ 

４９ （仮称）公共施設白書の作成と施設の適正配置の検討     ９７ 

５０ 児童厚生関連施設のあり方の見直し             ９９ 

５１ スポーツ施設における市民サービスの総合化        １０１ 

５２ 職員数の適正管理                    １０３ 

５３ 新たな職員評価制度の導入                １０５ 

５４ 庁内分権の進展による管理部門の統合や縮小        １０７ 

５５ 課内室・小規模課の整理統合               １０９ 

５６ 発災時非常配備体制の充実                １１１ 

５７ 企業立地の促進及び工業系産業用地の保全         １１３ 

５８ 産業用地の早期創出                   １１５ 

５９ ネーミングライツの導入                 １１７ 

６０ 行政財産の貸付（自動販売機・動画モニター）       １１９ 

６１ 行政財産の貸付（市役所周辺駐車場）           １２１ 

６２ 市民住宅敷地、道路・駐車場施設等の有効活用の推進    １２３ 

６３ 収納業務の一元化                    １２５ 

６４ 諸収入金の徴収強化                   １２７ 

６５ 市債発行に関する制限値の設定              １２９ 

６６ 市単独事業等の扶助費の見直し              １３１ 

６７ 国民健康保険事業特別会計の健全化            １３３ 

６８ 下水道事業への地方公営企業法の適用           １３５ 

６９ 一般会計からの負担基準の明確化と特別会計健全化の推進  １３７ 

７０ 土地開発公社保有土地の取得計画の推進          １３９ 

７１ 代替地の処分計画の推進                 １４１ 

７２ 低未利用資産の活用                   １４３ 



予定通り進捗

0千円 0千円

削 減 計 画

進捗

進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

条例制定年度

市政運営への市民参加の促進

指 標

市民局

市民協働推進課

平 成 ２ ４ 年 度

平成23年度

所 管 局

担 当 者

所 管 課

　「さがみはらパートナーシップ推進指針」の目標である「皆で担う市民社会の実現」を
図るため、協働についての基本理念や原則、市民活動及び地域活動の推進、市の基
本施策などを定める、（仮称）市民協働推進条例を制定する。

　市民と行政の協働、市民相互の協働が推進され、皆で担う市民社会の実現が図られ
る。

551千円 0千円

・市民協働推進条例検討
委員会の開催（１回）
・タウンミーティングの開
催（３箇所で実施）

・パブリックコメントの実施
・庁内での推進計画の検
討

予定通り進捗 進捗に遅れあり

0人 0人

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

協働と分権

　平成２３年度に（仮称）市民協
働推進条例を制定する。

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

取組みの基本方向

（仮称）市民協働推進条例の制定

局01№
　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

・市民協働推進条例検討
委員会による検討
・市民周知、意見聴取

・条例の制定

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

・市長提案
・市長提案をもとに、条例
案の検討

・市民協働推進条例検討
委員会の開催（２回）

・１２月議会へ議案上程
・庁内での推進計画の検
討（まとめ）

予定通り進捗 進捗に遅れあり

・市民協働推進条例検討
委員会の開催（１回）
・シンポジウムの開催

・条例の施行
・市民協働推進審議会設
立準備

進捗 予定通り進捗 予定通り進捗

第
４
四
半
期

目標値【中間】
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【今後の方針】

平成２４年度

【所管局の方針】

【取組みに対する評価】

平成２２年度 平成２３年度

0千円

・パブリックコメントの
実施
・市民協働推進条例
の制定

・市民協働推進条例
検討委員会の開催
・タウンミーティング、
シンポジウムの開催

合　　　計

0人

実 績 （仮称）市民協働推進条例素案

効 果 額 0千円

削 減 人 員 0人

相模原市市民協働推進条例制定

551千円

0千円

0人

0千円

■■■■■■■■■■

【課題ほか】

【評価結果を踏まえた対応方針】

【取組みに対する評価】

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

目 標 達 成 度 ■■■■■■■■■■

進 捗 度 ■■■■■■■■■■

投 入 経 費 551千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

【取組みに対する評価】

■■■■■■■■■■

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

局

評 価

経 営 評 価
委 員 会

評 価

【所管局の方針に対する意見】

完 了

2



四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー
ル

第
１
四
半
期

予定通り進捗

検討委員会開催

進捗 予定通り進捗

13.1％

・委員会設置

0千円

削 減 計 画

第
４
四
半
期

進捗

効 果 見 込 額

局

内 容

進捗に遅れあり

基 本 的 な 視 点

見 込 ま れ る
成 果

02

取 組 項 目

取
組
み
の
内
容

取組みの基本方向

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度

検討委員会開催

目標値【中間】

予定通り進捗

検討委員会開催

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

進捗

達 成 目 標

進捗

検討委員会開催

市民活動サポートセンターの機能強化

協働と分権

№

投入予定経費 143千円

0人 0人

0千円

12.7％

0人

協働運営団体と運営体制
の検討

予定通り進捗

13.4％

進捗に遅れあり

協働運営団体と運営体制
の検討

進捗に遅れあり 進捗に遅れあり

0千円

所 管 局

市民活動参加率（市民アンケート調査結果）

１２．０％

担 当 者

検討委員会開催 平成25年度予算への反
映の検討

庁内における提言書の検
討
協働運営団体と運営体制
の検討

　平成２２年度に検討委員会を
設置し、平成２３年度（６月）に報
告書をまとめて、平成２４年度か
らのサポートセンターの運営に
反映する。 １３．４％

進捗に遅れあり

143千円 0千円

検討委員会開催

予定通り進捗

市民協働推進課

伊藤

・新体制の検討

予定通り進捗

・新体制による運営準備

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

指 標

平成24年度

検討委員会開催
市民との意見交換会開催
提言書提出

所 管 課

平成20年度

平 成 ２ ３ 年 度 平 成 ２ ４ 年 度

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

　市民活動関係者等で構成する「（仮称）市民活動サポートセンターあり方検討委員会」
を設置し、今後の市民活動サポートセンターに求められる役割と機能について方向性を
検討し、それに基づき市民活動サポートセンターの機能強化を行う。

　市民活動サポートセンターのさらなる機能強化を行うことにより、市民活動の積極的な
展開が図られる。

パートナーシップの環境づくり

市民局
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【課題ほか】

【所管局の方針に対する意見】

局

【評価結果を踏まえた対応方針】

今後の検討の方向性について庁内で協議を行うとともに、機能強化に
向けたスタッフ研修などの取組みが行われたが、各区への設置など一
部課題を残した。

【取組みに対する評価】

一部課題は残っているものの、庁内検討等の取組みを進めることがで
きた。

■■■■■□□□□□

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ｂ

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

【今後の方針】

実 施 内 容

目 標 達 成 度 ■■■■■■■■■□

「さがみはら市民活動サポートセンターあり方検討委員会」からの提言に基づき、継続性のある安定的な
協働運営を前提とした機能の強化や新たな場の設置等について検討を行う。

所管課の方針のとおり。

【取組みに対する評価】

引き続き各区へのサポートセンターの設置などによる機能強化や運営
方法の見直しなどを行う。

評 価

評 価

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■□

■■■■■■□□□□

検討委員会設置・開
催

検討委員会・意見交
換会の開催、提言書
の提出

経 営 評 価
委 員 会

【取組みに対する評価】

進 捗 度

庁内において検討の
方向性を確認、運営
体制の検討

■■■■■■■■■■

平成２２年度 平成２３年度

効 果 額 の
積 算 根 拠

135千円

実 績
検討委員会を５回・意見交
換会を１回（５月）に開催、

0人

効 果 額

削 減 人 員 0人
関係課長打合せ会議を1
回（５月）開催、運営団体

投 入 経 費 142千円 0千円

検討委員会設置、検討委
員会を５回開催

0人

0千円 0千円

平成２４年度 合　　　計

0千円0千円

277千円

0人

Ｂ
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・基金積立て
・市民・事業者の自主的
取組の支援など事業へ
の充当

50,000千円

・基金積立て

予定通り進捗 予定通り進捗

予定通り進捗

0人

予定通り進捗

50,000千円

20,000千円

予定通り進捗

予定通り進捗

0人

50,000千円

指 標

目 標 値
【 最 終 】

・基金積立て
・市民・事業者の自主的
取組の支援など事業へ
の充当

・基金積立て
・市民・事業者の自主的
取組の支援など事業へ
の充当

・基金積立て
・市民・事業者の自主的
取組の支援など事業へ
の充当

・基金積立て
・市民・事業者の自主的
取組の支援など事業へ
の充当

予定通り進捗

・基金積立て
・市民・事業者の自主的
取組の支援など事業へ
の充当

平 成 ２ ４ 年 度

担 当 者

基 礎 値

環境政策課

所 管 局

H23以降毎年度：5,000万円
（H22年度：2,000万円）

予定通り進捗

パートナーシップの環境づくり

　地球温暖化対策を推進するため、平成２１年度に設置する基金を活用し、市民・事業
者の自主的な活動などに対する支援を実施する。

　健全な財政を保ちながら継続的・安定的な財源を確保することにより、市民・事業者の
自主的取組や地域団体の活動などの支援・促進を通じて、中長期的視点に立った地球
温暖化対策を推進することができる。

予定通り進捗

№ 局03

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

地球温暖化対策推進のための基金の活用

協働と分権

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

環境経済局

取組みの基本方向

・基金積立て

・基金積立て
・市民・事業者の自主的
取組の支援など事業へ
の充当

年 次 計 画

取
　
組
　
内
　
容

進捗

予定通り進捗

平 成 ２ ２ 年 度

内 容

見 込 ま れ る
成 果

進捗

基金積立額（事業充当額を含む。）

所 管 課

　平成２１年度に設置する基金
を活用し、平成２３年度から事
業への充当を行う。

増田

平 成 ２ ３ 年 度

予定通り進捗

取
組
み
の
内
容

第
１
四
半
期

達 成 目 標

第
３
四
半
期

・基金積立て

・基金積立て
・市民・事業者の自主的
取組の支援など事業へ
の充当

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

・基金積立て
・市民・事業者の自主的
取組の支援など事業へ
の充当

進捗

第
２
四
半
期

第
４
四
半
期

・基金積立て
・市民・事業者の自主的
取組の支援など事業へ
の充当

進捗

0千円 0千円 0千円

・基金積立て

削 減 計 画

投入予定経費

20,000千円

0人

効 果 見 込 額 50,000千円

目標値【中間】
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平成２２年度

184,308千円

合　　　計

0千円

・基金積立て
・市民・事業者の自
主的取組の支援など
の事業へ充当

　さがみはら地球温暖化対策協議会の活動支援や市民・事業者の取組
に対する支援などの事業に対して基金を有効に活用し、地球温暖化対
策実行計画及び地球温暖化対策推進条例の着実な推進を図る。また、
市民・事業者に対し、引き続き、基金への寄附の呼びかけを行う。

　主な財源である電力売払収入や効果的な運用による利子収入のほ
か、２件の寄附金により安定的な積み立てができた。
事業への充当は予定どおり行えた。

101,124千円32,622千円

0千円

平成２３年度 平成２４年度

0人0人

　基金の安定的な積立ができ、事業への充当が予定どおり行えたこと
は評価できる。

【取組みに対する評価】

評 価

経 営 評 価
委 員 会

【所管局の方針】

【取組みに対する評価】

Ａ

・基金積立て
・市民・事業者の自
主的取組の支援など
の事業へ充当

■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■

50,562千円

50,562千円101,124千円

0人

■■■■■■■■■■

【所管局の方針に対する意見】

削 減 人 員

投 入 経 費

32,622千円

実 績

0千円

　環境基本計画や地球温暖化対策実行計画に基づき、市民・事業者・
行政が連携・協働して取り組みを進め、より効果的な事業を選定し、
基金を有効活用していく。

0人

効 果 額 の
積 算 根 拠

・電力売払収入
　　　　101,019,000円
・利子収入
　　　　　　104,309円

・電力売払収入
　　　　　50,000,000円
・利子収入  73,030円
・寄附金   488,800円

■■■■■■■■■■

【取組みに対する評価】

【今後の方針】

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

目 標 達 成 度

0千円

進 捗 度

・電力売払収入
　　　　　31,000,000円
・利子収入  62,142円
・寄附金 1,558,908円

■■■■■■■■■■

効 果 額

■■■■■■■■■■

・基金積立て

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ａ

局

評 価

【課題ほか】

環境基本計画や地球温暖化対策実行計画に基づき、市民・事業者・行政が連携・協働して取り組みを
進め、より効果的な事業を選定し、基金を有効活用していく。地球温暖化対策に係る施策の積極的な
展開に伴い、安定した基金積立財源の確保が必要なことから、メガソーラー事業の実施に伴う関連収
入を基金へ積み立てる等により新たな積立財源を確保するとともに、引き続き、市民・事業者に対し、基
金の周知及び寄附の呼びかけを行う。

【評価結果を踏まえた対応方針】
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削 減 計 画

目標値【中間】 ２２団体 ２４団体

進捗 実施事項なし 実施事項なし

2,074千円

効 果 見 込 額

投入予定経費

進捗

第
２
四
半
期

第
１
四
半
期

平 成 ２ ３ 年 度

拡充

取組みの実践
・団体からの申し出により
道路の美化アダプトにつ
いて調整し、実施した。取

　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度

取組みの実践

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

1,694千円

進捗 予定通り進捗

第
４
四
半
期

進捗 予定通り進捗

パートナーシップの環境づくり

指 標

基 礎 値

取組みの実践

実施事項なし

№

達 成 目 標

内 容

見 込 ま れ る
成 果

取 組 項 目

取
組
み
の
内
容

取組みの基本方向

基 本 的 な 視 点

局04

都市建設局

土木政策課所 管 課

担 当 者 山口

・団体からの申し出により
河川の美化アダプトにつ
いて調整し、実施した。

取組みの実践

予定通り進捗

目 標 値
【 最 終 】

拡充の検討 拡充の検討

協働と分権

２６団体

1,836千円

平成20年度

予定通り進捗

取組みの実践

予定通り進捗

所 管 局

予定通り進捗

１８団体

２６団体

市民協働による河川・道路の環境維持の推進

平 成 ２ ４ 年 度

予定通り進捗

拡充

第
３
四
半
期

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

　河川・道路の維持管理方法に係る街美化アダプト制度の導入拡大を図る。

　地域住民の河川・道路への関心が高まるとともに、愛着心や美化意識が向上する。

　平成２１年度に実施した制度
の周知や仕組みの見直し・検討
に基づき、平成２２年度から制
度の充実と実践数の拡大を図
る。

河川・道路の街美化アダプトの実践団体数

予定通り進捗

平成24年度

7



Ａ

   今後も積極的に参加団体の拡大を図るため、制度の効果的な周知方法について検討する必要が
ある。

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ａ

局

評 価

【課題ほか】

   環境保全に対する市民の関心は高く、協働によるまちづくりを推進するにあたり、街美化アダプト制度
は効果的な施策であるため、今後も制度の広報に努め、実施団体の増加に努める。また、河川区域の
使用されていない空地等について安全確保を目的とした土地利用を図る。

【評価結果を踏まえた対応方針】

0人

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

目 標 達 成 度

投 入 経 費

進 捗 度

実 績

効 果 額

削 減 人 員

1,262千円

■■■■■■■■■■

今後も積極的に参加団体の拡大を図るとともに、参加団体のみなら
ず、地域住民が河川・道路への関心を持ち、愛着心や美化意識の向上
が図れるよう努める。

1,349千円 1,571千円

0千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

0千円

平成２０年度の１８団
体から平成２３年度
３０団体に増加する
ことが出来た。

平成２２年度 平成２４年度

平成２４年度の取組については、８団体の増加があり、目標である導
入拡大を図ることができ、年度の結果は良好であると評価している。

【取組みに対する評価】

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■

【今後の方針】

0千円

平成２３年度

平成２２年度３０団体
から平成２４年度３２
団体に増加すること
が出来た。

0人

■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■

３２団体

0人

４０団体

評 価【取組みに対する評価】

【所管局の方針に対する意見】
経 営 評 価
委 員 会

平成２３年度３２団体
から平成２４年度４０
団体に増加すること
が出来た。

【所管局の方針】

平成２２年度中に既に最終目標を上回る実績を達成することができた
が、その後も積極的に参加団体の拡大を図っており良好な結果であっ
た。

【取組みに対する評価】

環境保全に対する市民の関心は高く、今後もアダプト制度に関心を持
つ団体との協働を推進するため、制度の広報に努め参加団体の増加を
図る。

３０団体

0千円

0人

合　　　計

2,611千円
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40％

　平成２４年度までに、バイスタ
ンダーの心肺停止患者に対す
る応急手当実施率を４０％以上
にする。

応急手当実施率

37.6％

所 管 局

警防・救急課

取組みの基本方向

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

パートナーシップの環境づくり

応急手当の普及啓発

見 込 ま れ る
成 果

取
組
み
の
内
容

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

消防局

局05

協働と分権

№

所 管 課

担 当 者

内 容

永瀬

　効果的な広報方法を検討し､市民に対し応急手当の必要性と救命講習への参加を呼
びかけるとともに､応急手当普及員の養成と､養成した応急手当普及員を講師として活
用することで､より多くの市民が､救急現場に居合わせた際に､応急手当を実践できるよ
うにする。

　応急手当普及員の拡充と活用により、市民参加の機会が増加するとともに、バイスタ
ンダーの応急手当が、救命率の向上に大きく寄与することから、社会復帰する市民の
増加が見込まれる。

平 成 ２ ４ 年 度

予定通り進捗

・広報さがみはら掲載
・普通救命講習会の開催
・上級救命講習会の開催

・効果的な広報の実施
・応急手当普及員の拡充
と活用

・効果的な広報の実施
・応急手当普及員の拡充
と活用
・取組みの検証

平成24年度

指 標

目 標 値
【 最 終 】

基 礎 値

・効果的な広報の実施
・応急手当普及員の拡充と
活用
・取組みの検証

・広報さがみはら掲載
・市ホームページへ掲載
・普通救命講習会Ⅰの開催
・普通救命講習会Ⅲの開催
・上級救命講習会の開催
・救命入門コースの開催

予定通り進捗

・普通救命講習会Ⅰの開催
・普通救命講習会Ⅲの開催
・上級救命講習会の開催
・救命入門コースの開催

・普通救命講習会の開催
・上級救命講習会の開催

進捗

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー
ル

第
４
四
半
期

達 成 目 標 平成20年度

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度

効 果 見 込 額

平 成 ２ ３ 年 度

7,215千円

第
２
四
半
期

進捗

・広報さがみはら掲載
・市ホームページへ掲載
・普通救命講習会の開催
・上級救命講習会の開催

進捗 予定通り進捗

進捗

投入予定経費

予定通り進捗

予定通り進捗

予定通り進捗

予定通り進捗

・上級救命講習会の開催
・普通救命講習会の開催
・取組みの検証

6,183千円

第
３
四
半
期

第
１
四
半
期

・FMさがみでの広報放送
の実施
・上級救命講習会の開催
・普通救命講習会の開催

・応急手当普及員養成講
習会の開催
・救急フェアの開催
・上級救命講習会の開催
・普通救命講習会の開催

予定通り進捗

・応急手当普及員養成講
習会の開催
・救急フェアの開催
・上級救命講習会の開催
・普通救命講習会の開催

・応急手当普及員養成講習
会の開催
・救急フェアの開催
・普通救命講習会Ⅰの開催
・上級救命講習会の開催
・救命入門コースの開催

予定通り進捗

予定通り進捗

・普通救命講習会Ⅰの開催
・普通救命講習会Ⅲの開催
・上級救命講習会の開催
・救命入門コースの開催

予定通り進捗

6,318千円

目標値【中間】 39%38%

削 減 計 画
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19,505千円

平成２４年度

実 施 内 容
救急フェアの開催
普及員養成講習会
上級救命講習会
普通救命講習会

救急フェアの開催
普及員養成講習会
上級救命講習会
普通救命講習会Ⅰ・Ⅲ
救命入門コース

救急フェアの開催
普及員養成講習会
上級救命講習会
普通救命講習会

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

効 果 額 の
積 算 根 拠

目 標 達 成 度

6,183千円

■■■■■■■□□□

■■■■■■■■■■

35.3%

0千円

平成２３年度

7,215千円投 入 経 費

【所管局の方針】

合　　　計平成２２年度

33.6%36.1%

進 捗 度

0人

効 果 額

削 減 人 員

事故や急病等により心肺停止となった者の救命には、心肺停止後直ちに心肺
蘇生法等の応急手当を施すことが肝要であることから、救急現場において
は、救急隊到着前から、その現場に居合わせた者（バイスタンダー）が応急
手当を実施することが望ましい。このため、応急手当普及員の養成や消防訓
練、自主防災訓練の機会を捉え、積極的に救急講習等を実施し、応急手当が
できる市民の養成を図る。

0千円 0千円 0千円

0人0人 0人

6,107千円

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

実 績

■■■■■■■□□□■■■■■□□□□□

講習会の受講者数の増加がそのまま実施率の向上へと繋がるような取り組みについて、工夫が必要と
考える。

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ｂ

年度ごとに実施する予定であった項目をすべて実施することができた
が、バイスタンダーの応急手当て実施率に変動があり最終目標値を達
成することはできなった。しかし、年度ごとに実施している普及講習
や救急講習の受講者は、増加傾向にある。

【所管局の方針に対する意見】

【取組みに対する評価】

【今後の方針】

バイスタンダーの応急手当て実施率については、その現場に居合わせ
た者の資質や判断に委ねられることから、講習会の受講者数の増加が
そのまま実施率の向上に反映されるものではないが、講習会等につい
ては、計画通りの実施を行っており、受講者数も増加傾向にある。

【取組みに対する評価】

【課題ほか】

【取組みに対する評価】

【評価結果を踏まえた対応方針】

Ｂ

引き続き、応急手当に関する普及講習会等を計画通り実施し、応急手当のできる市民の養成を図ると
ともに、バイスタンダーの応急手当て実施率向上に向け、講習会等を通じ取り組みを行っていくものと
する。

バイスタンダーの応急手当て実施率の向上に向け、講習会の実施のほ
か、普及啓発に向けたあらゆる取組みを実施し、応急手当のできる市
民の要請を図っていく。

経 営 評 価
委 員 会

評 価

局

評 価
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削 減 計 画

進捗

進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

　新たな市民自治の仕組みとして、「区民会議」を設置するとともに、２２地区の「まちづ
くり会議」の設置と運営を支援する。

　市民自らが主体的に地域づくりに参画し、課題解決に取り組むことで、より暮らしやす
い地域社会が形成される。

　市民自治の一層の実現を図る
ため、政令指定都市移行に伴
い、「区民会議」を設置するとと
もに、「まちづくり会議」の設置を
支援する。

区民会議、まちづくり会議の設置率

０％

設置率１００％

都市内分権の推進

指 標

市民局

区政支援課

平 成 ２ ４ 年 度

担 当 者

所 管 課

平成22年度

0千円

0人

（両会議設置完了）
・区民会議の運営
・まちづくり会議の運営
　支援

17,477千円

予定通り進捗

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

協働と分権

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

局06№

取組みの基本方向

所 管 局市民自治の仕組みの構築

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

・区民会議設置
・まちづくり会議の設置と
運営支援

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

・区民会議の運営
・まちづくり会議の運営
　支援

予定通り進捗

・区民会議の運営
・まちづくり会議の運営
　支援

進捗 予定通り進捗

第
４
四
半
期

目標値【中間】 １００％
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【今後の方針】

平成２４年度

【所管局の方針】

【取組みに対する評価】

平成２２年度 平成２３年度 合　　　計

100%

効 果 額 0千円

削 減 人 員 0人

進 捗 度

―

■■■■■■■■■■

投 入 経 費 17,477千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

17,477千円

実 績

0千円

・区民会議の設置・
　運営
・まちづくり会議の
　設置・運営支援

【課題ほか】

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

【所管局の方針に対する意見】

【評価結果を踏まえた対応方針】

評 価

実 施 内 容

目 標 達 成 度 ■■■■■■■■■■

【取組みに対する評価】

局

評 価

【取組みに対する評価】

0人

経 営 評 価
委 員 会

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

完 了
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進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗

目標値【中間】 84.60%

実施事項なし

0人 0人

平成24年度

実施事項なし

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

・事業仕分け実施
・事業仕分け結果の施策
反映方策構築

・施策反映

5.13%

０

７０％

　行政の活動範囲の適正化及び明確化を図ることで、行政活動に本来必要な事業に資
源を集中することが可能となる。

委07

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

平成２２年度中に事業仕分けを
実施し、可能なものから平成２３
年度以降の施策に反映する。

　行政サービスの必要性や実施主体を議論する事業仕分けを実施し、行政の活動範囲
の適正化及び明確化を図る。また、実施にあたっては市民視点を担保した事業仕分け
とするため、仕分け自体への市民参加と対象事業の選定や仕分け結果の反映などに
経営評価委員会の関与等を図る。

指 標

基 本 的 な 視 点

達 成 目 標

内 容

見 込 ま れ る
成 果

取
組
み
の
内
容

行政の活動範囲の明確化

№

取 組 項 目

取組みの基本方向

所 管 局事業仕分けの実施

協働と分権

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

予定通り進捗

59.0%

0人

予定通り進捗

・予算編成作業（各局）

第
４
四
半
期

0千円

第
２
四
半
期

進捗 予定通り進捗

第
３
四
半
期

・事業仕分け実施
・対応方針策定

効 果 見 込 額

投入予定経費

進捗

・反映状況調査

44,884千円

・反映状況調査

進捗

事業仕分け結果に対する施策反映率

・施策反映

・平成２４年度予算におけ
る事業仕分け対象事業
の状況公表

1,294千円 0千円

3,190千円

企画財政局

経営監理課

遠藤担 当 者

所 管 課

平 成 ２ ４ 年 度

・平成２３年度予算におけ
る事業仕分け対象事業
の状況公表

0千円

・反映状況調査

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

削 減 計 画

予定通り進捗
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・事業仕分け実施
・事業仕分け結果の
施策反映方策構築

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

Ａ

Ａ

【所管局の方針】

目標値を達成していることから、所管課評価のとおりとする。

【取組みに対する評価】

引き続き対応方針のとおり施策に反映されるよう、進行管理を行う。
また、現在は総合計画の施策評価と一体的に行う事務事業評価におい
て、事業仕分けの手法を用いて評価を行っている。

事業仕分けの対応
方針に則り対応した
結果として、予算に
反映された金額

■■■■■■■■■■

事業仕分けにより事
業の廃止や改善を
行ったものの内、当
該年度の予算に反
映された額

【取組みに対する評価】

■■■■■■■■■■

事業仕分けにより事
業の廃止や改善を
行ったものの内、当
該年度の予算に反
映された額

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ａ

局

評 価

評 価

【今後の方針】

【課題ほか】

仕分け結果を受けた対応方針のとおり着実に取組みを促進する。なお、事業仕分けの結果と異なる対
応方針の事業についても、その後の調整結果を踏まえた取組みを促進する。

所管課方針のとおり。

目標の７０％を上回る８０％の施策への反映を達成しており、取組は良好に
進捗しているものと評価する。

目 標 達 成 度 ■■■■■■■■■■

【取組みに対する評価】

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

【所管局の方針に対する意見】

進 捗 度 ■■■■■■■■■■

80.00%66.70%

1,294千円

合　　　計

0千円

1人

0千円

1人

16,914千円

【評価結果を踏まえた対応方針】

経 営 評 価
委 員 会

予定通りの進捗でありA評価とする。

達成目標80％を達成できているが、未完了の項目もあるため引き続
き、フォローアップに取り組まれたい。
なお、事業仕分けで「不要」とされたが対応方針で「改善」とした4
つの事業について、その後の調整結果を踏まえた進行管理をお願いし
たい。また、改善された事業と結果をよりわかりやすく市民に開示し
ていただきたい。

69,601千円

削 減 人 員

実 績 5.13%

効 果 額

実 施 内 容
・施策反映

0人

52,687千円

投 入 経 費 1,294千円

・施策反映

効 果 額 の
積 算 根 拠

0人

0千円

平成２４年度平成２２年度 平成２３年度

14



進捗に遅れあり

0千円

0人

0千円 0千円

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

補助金の見直し

進捗に遅れあり 進捗に遅れあり

進捗に遅れあり 予定通り進捗

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

08

平成２２年度から、見直し後の
基準による補助金の見直しを実
施する。

補助金の見直しの実施

補助金の見直しの実施
補助金の見直しの実施

見直し結果の全庁取りま
とめ

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

補助金の見直し

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

第
１
四
半
期

№

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

取組みの基本方向

達 成 目 標

内 容

見 込 ま れ る
成 果

局

目標値【中間】 33% 66%

0人

100%

削 減 計 画 0人

補助金の見直しの実施

補助金の見直しの実施 補助金の見直しの実施

補助金の見直しの実施

進捗に遅れあり 進捗に遅れあり 予定通り進捗

予定通り進捗

見直し結果の全庁取りま
とめ

「補助金の見直し基準」の見直し

団体支援の見直し（補助制度）

補助金の見直し
全庁的な確認実施

補助金の見直しの実施

指 標

0%

100%

平成22年度

平 成 ２ ４ 年 度

平成24年度

企画財政局

財務課

宮崎

見直し後の基準による見直し件数

所 管 局

担 当 者

所 管 課

　平成１４年度に改定した現行の「補助金の見直し基準」について、平成１７年度から実
施した補助金等評価委員会の提言を踏まえて見直しを行う。
　なお、見直し後の基準に基づく補助金の見直しは、各事業担当課が実施することと
し、３年に１回程度全体確認を行う。

　補助金のあり方・採択基準等が明確化するとともに、見直しを行うことによる補助金制
度の公平性・透明性の一層の確保が図られる。

協働と分権

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

進捗

第
４
四
半
期

進捗に遅れあり

31,395千円

予定通り進捗進捗

進捗

進捗

31,395千円 31,395千円

補助金の見直しの実施
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「補助金の見直し指針」では、補助制度の透明化を図り、市民による評価を可能とするため、市のホー
ムページで公開を行うことにしている。
平成23年度の補助制度の公開については、事務手続きに時間を要し、公開が平成25年10月と遅くなっ
てしまったため、平成24年度については事務効率を上げるなどして、公開時期の早期化を図っていく予
定である。

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ａ

局

評 価

経 営 評 価
委 員 会

評 価

【所管局の方針に対する意見】

■■■■■■■■■□

■■■■■■■□□□■■■■■■■■■□

■■■■■■■□□□

Ａ

【今後の方針】

■■■□□□□□□□

投 入 経 費 30千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

【取組みに対する評価】

0人

30千円

0人

89,704千円

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

目 標 達 成 度 ■■■□□□□□□□

進 捗 度

【課題ほか】

各補助金の担当課において、新たに策定した「補助金の見直し指針」に基づき、毎年度予算編成時に
補助金の見直しを実施していく。

所管課方針のとおり。

平成９年に策定した「補助金の見直し基準」を廃止し、新たに「補助
金の見直し指針」を策定、全庁に周知することができた。また、平成
２５年度から当初予算への反映が可能になった。

【評価結果を踏まえた対応方針】

【取組みに対する評価】

0千円 0千円

効 果 額 0千円

削 減 人 員 0人

実 績 0%

補助金等評価委員会による
「補助金の見直し基準」に対す
る意見の取りまとめ。
改定（案）作成と経営評価委員
会への報告

0%

平成25年度の当初
予算における削減額

合　　　計

平成23年度策定の「補
助金の見直し指針」に
基づき、平成25年度の
予算編成を実施。

0

0千円

「補助金の見直し指針」
を策定。平成２４年度
当初予算に反映するよ
うに全庁周知。

平成２４年度

89,704千円

平成２２年度 平成２３年度

【所管局の方針】

所管課評価のとおりとする。

【取組みに対する評価】

各補助金の担当課において、新たに策定した「補助金の見直し指針」
に基づき、毎年度予算編成時に補助金の見直しを実施していく。

0人
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進捗に遅れあり 未着手 未着手

目標値【中間】 - - 110団体

0千円 0千円

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

進捗に遅れあり 未着手

所 管 課

・基準案について関係課
との庁内調整
・基準の策定

予定通り進捗

・経営評価委員会による
進行管理の実施

・所管課への調査結果の
分析

未着手

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

・基準策定
・基準策定
・基準策定経営評価委員
会による進行管理の実施

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

・検討した内容を基に基
準案策定
・庁内調整

・所管課と団体での見直
し協議

削 減 計 画

取
組
み
の
内
容

取組みの基本方向

委09№

協働と分権

団体支援の見直し（団体事務局事務）

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

関与の基準による団体事務局事務の適正化の実施

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

指 標

新たに策定する基準に従い、行政の団体事務局事務関与を縮小することにより、団体
事務局事務の適正化を促進する。

基準に基づき、行政の関与の適正化が図られる。

平成２２年度に基準を策定し、
以降経営評価委員会による進
行管理を実施する。

法令等の根拠に基づかない団体事務局事
務に、正規職員が関与している団体数

第
１
四
半
期

・基準案について関係課
との庁内調整

・経営評価委員会分科会
にて報告された内容を参
考に関与基準を検討

進捗に遅れあり進捗

第
２
四
半
期

・基準の策定

0人

企画財政局

経営監理課

遠藤

平 成 ２ ４ 年 度

平成24年度

所 管 局

・所管課と団体での見直
し協議
・経営評価委員会から所
管課への意見聴取

担 当 者

１５８団体

１１０団体

平成19年度

第
４
四
半
期

0千円0千円 0千円

予定通り進捗 未着手

・所管課と団体での見直
し協議
・経営評価委員会から所
管課への意見聴取

0千円

0人 0人

進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
３
四
半
期

進捗

未着手

・所管課と団体での見直
し協議

・検討した内容を基に基
準案策定
・庁内調整
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評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ｂ

局

経 営 評 価
委 員 会

評 価

【課題ほか】

【取組みに対する評価】

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

目 標 達 成 度 ■■■□□□□□□□

進 捗 度

効 果 額 の
積 算 根 拠

平成２２年度

■■■□□□□□□□

・関与基準の検討

0千円

0人

-

■■■■□□□□□□■■■■□□□□□□

■■■■□□□□□□■■■■■■■■■■

団体に応じた事務局事務への関与の見直しを図るため、団体事務の所管課に対し、適切な関与の在り
方について、周知を行う。

所管課方針のとおり。

団体事務の関与の調査などにより、団体事務への関与のあり方につい
て周知が図れ、政令指定都市移行時の組織改変に合わせ、各所管課に
よる見直しが行われ、目標数値に達したためＢ評価とする。

【評価結果を踏まえた対応方針】

【取組みに対する評価】

【所管局の方針に対する意見】

基準の策定が未着手となっていること等からＣ評価とする。

すでに目標値に達しているところ、基準策定の位置づけなど、今後の
適正化のプロセスについて、さらに整理し、目的達成に向けて、より
適切な進行管理に努めていただきたい。

【今後の方針】

評 価

64

0千円

0人 0人

0千円

実 績 -

効 果 額 0千円

削 減 人 員 0人

投 入 経 費 0千円

【所管局の方針】

所管課評価のとおりとする。

【取組みに対する評価】

団体への関与の必要性が異なることから所管課の主体的な取り組みに
より、団体に応じた事務局事務への関与の見直しを図るため、今後は
団体事務への関与のあり方について周知を行う。
また、所管課の取組状況により、必要に応じて基準の検討を行う。

平成２３年度 合　　　計平成２４年度

Ｂ

Ｃ

0千円0千円

・基準案の策定につ
いて、関係課との調
整

・所管課への調査、
調査結果の分析

0千円
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第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

進捗に遅れあり

150千円

予定通り進捗

５０件

平成21年度

団体支援の見直し（団体事務局事務）

指 標

削 減 計 画

進捗

進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

成沢

平 成 ２ ４ 年 度

平成24年度

所 管 局

担 当 者

所 管 課

　地域住民自らのまちづくりを促進するための「地域政策形成能力」の向上を目的とし
て、市職員が地域活動に参加する体験型・課題解決型研修を実施する。

　地域課題に応じた解決策の支援を担う職員を養成することにより、地域活動の活性
化、地域主体のまちづくりの促進が図られる。

地域活動事例集約数

２２件

・研修の実施
・報告会
・事例集の作成
・取組みの検証
・地域政策担当研修の実施

・研修の実施準備

32千円 150千円

・地域活性化事業交付金
に係る地域政策担当の
ワーキング実施のための
事前調整

・地域活性化事業交付金
事業報告会の実施
・事例集の作成
・研修の実施

・地域政策担当研修及び
報告会の実施
・研修の実施

予定通り進捗 進捗に遅れあり 進捗に遅れあり

0千円 0千円

0人 0人 0人

0千円

取
組
み
の
内
容

取組みの基本方向

　　団体に対する新たな支援策への転換

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

　地域住民の声を反映して地域
の活性化支援や市民協働で進
める施策を推進する職員を養成
するための研修等を実施すると
ともに、報告会の実施、自治会
活動事例集の作成により、ノウ
ハウを蓄積し、周知する。

局10№

協働と分権

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

市民局

市民協働推進課

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

・研修の実施
・報告会
・事例集の作成

・研修の実施
・報告会
・事例集の作成
・地域政策担当研修の実施

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー
ル

第
１
四
半
期

・研修の実施準備、対象
団体の選出

未着手 予定通り進捗

第
４
四
半
期

・地域活性化事業交付金
に係る地域政策担当の
ワーキングの実施
（計４回実施）

・報告会の開催
・研修の実施
・事例集の作成

予定通り進捗 未着手 進捗に遅れあり

目標値【中間】 31件 40件 50件

・地域活性化事業交付金に
係る地域政策担当のワーキ
ングの実施
・地域政策担当研修の実施
・地域活性化事業交付金事
業報告会の開催及び報告
事例の事例集の作成準備

・事例集の作成
・取組みの検証

進捗 進捗に遅れあり
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・各区で実施している地域
活性化事業交付金事業報
告会など独自の取組み内
容との再整理

【今後の方針】

平成２４年度

【所管局の方針】

所管課の評価のとおり、２４年度は研修の一環として、市職員が地域
活動に参加するなど、新たな取組みが行われた。

【取組みに対する評価】

地域の活性化を支援する職員を育成することについては、今後も継続して取
り組む必要があることから引き続き研修等を実施するほか、職員の地域活動
への参加を推進する。

平成２２年度 平成２３年度

・地域活性化事業交付金
に係る地域政策担当の
ワーキングの実施
・地域政策担当研修の実
施

合　　　計

・市民協働について理解
するため、新規採用職員
研修において、各地区の
地域活動を体験し、事例
集を作成した

実 績 22件

効 果 額 0千円

削 減 人 員 0人

32千円

0人

0千円0千円0千円

0人

0千円 0千円

0人

0件 18件

【課題ほか】

地域の活性化を支援する職員の育成を継続して行う。
また、職員に対し、地域活動や市民活動の情報を周知し、自主的、主体的参加を促すとともに、ボラン
ティアに対する理解を深めるため、自治会やNPO等の活動への参加を推進する。

所管課の方針のとおり。

一部未実施の取り組みはあるが、地域活性化事業交付金の報告会や新規採用
職員研修においての地域活動体験など、地域の活性化を支援する職員の養成
に努めることが出来た。また、その地域活動体験の報告集を作成することが
出来た。

【評価結果を踏まえた対応方針】

【取組みに対する評価】

【所管局の方針に対する意見】

評 価

■■■■■■□□□□

■■■□□□□□□□■■■■■■□□□□

■■■□□□□□□□

効 果 額 の
積 算 根 拠

経 営 評 価
委 員 会

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

目 標 達 成 度 ■■■■■□□□□□

進 捗 度 ■■■■■□□□□□

投 入 経 費 32千円

Ｂ

【取組みに対する評価】

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ｂ

局

評 価
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・新体制の立上げ準備

目標値【中間】 0 0①1,206万人　②780円　③278千件

削 減 計 画

予定通り進捗

・基礎調査（収益事業の調
査・先進事例の視察等）
・調査結果の検証
・新しい支援体制の方向性
の検討

・新体制の立上げ準備

・新体制の具体的内容の
決定
・庁内合意
・予算要求

0千円

0千円 0千円

進捗に遅れあり 進捗に遅れあり

第
４
四
半
期

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

・支援体制の調査 ・新しい支援策の検討

0人

0千円

・基礎調査（収益事業の
調査・先進事例の視察
等）
・調査結果の検証

・新体制の具体的内容の
決定
・庁内合意
・予算要求

進捗 進捗に遅れあり 進捗に遅れあり

進捗に遅れあり 進捗に遅れあり

取
組
み
の
内
容

　専門性・継続性のあるサービスの提供が可能となり、観光施策の推進による観光客
の増加や観光消費額の増加に伴う地域経済の活性化が図られる。

見 込 ま れ る
成 果

平成20年度達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

　平成23年度に新組織の構築
に向けた準備事務を行い、平
成24年度中に新しい組織体制
を立ち上げる。

　相模原市観光協会に対する市職員の関与を削減し、専門性の高い民間活力の導入
による組織の自立化と機能の強化を図り、収益性のある事業を実施するなど、柔軟な
展開ができる体制づくりを支援する。

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

団体支援の見直し（団体事務局事務）

基 本 的 な 視 点

№

取 組 項 目

取組みの基本方向

所 管 局団体に対する新たな支援策への転換（相模原市観光協会）

協働と分権

・関係機関との調整
・新体制の具体的内容の
検討

予定通り進捗

予定通り進捗

0人

商業観光課

粟島担 当 者

所 管 課

0人

0千円

・新しい支援体制の立上
げ準備

・新体制の方向性の決定
・新体制の概要の決定

0千円

・基礎調査（収益事業の
調査・先進事例の視察
等）

・観光協会内での合意
・関係機関との調整
・新体制の具体的内容の
検討

進捗に遅れあり

局11

①960万人　②715円　③217千件

①1,206万人　②780円　③278千件

指 標

環境経済局

平成24年度

①入込観光客数　②一人あたり観光消費額　③協会HPアクセス数

平 成 ２ ４ 年 度

予定通り進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

・新体制の方向性の決定
・新体制の概要の決定

第
２
四
半
期

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー
ル

第
１
四
半
期

第
３
四
半
期

進捗

進捗
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評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ａ

局

評 価

目 標 達 成 度■■■□□□□□□□

0

0千円

■■■□□□□□□□■■■■■■□□□□■■■■■■■■■■

【今後の方針】

投 入 経 費 0千円

削 減 人 員

■■■■■□□□□□■■■■■■■■■■

【課題ほか】

　自立と安定的な組織運営のため、アンテナショップ事業の収益性の向上や新たな事業展開による自
主財源の確保、早い段階での公益法人への移行について、積極的に支援を行う。

　観光協会が観光地づくりの企画・立案・実行機関として、行政を含
めた地域の観光関係者をコーディネートし、実効性のある取組ができ
る組織になるよう支援していく。

　観光協会内での合意形成、自主財源確保に向けたアンテナショップ
事業の計画（実施）、関係機関との調整、並びに庁内での調整等を経
て、当初予定より時期を早め平成25年3月1日に一般社団法人相模原市
観光協会が設立された。

【評価結果を踏まえた対応方針】

経 営 評 価
委 員 会

　自立と安定的な組織運営のため、アンテナショップ事業の収益性の
向上や新たな事業展開による自主財源の確保、早い段階での公益法人
への移行について、積極的に支援を行う。

【取組みに対する評価】 評 価

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

【所管局の方針に対する意見】

0人

進 捗 度

0千円

【所管局の方針】

　法人格への変更そのものが観光協会のあり方を左右するものではな
いが、相模原市の観光のあり方、考え方を見直し、観光協会が今後ど
のような役割を担っていくべきかを検討する等、大きな契機をあたえ
ることができたと考える。

【取組みに対する評価】

【取組みに対する評価】

0千円

0人

0

0人 0人

効 果 額 の
積 算 根 拠

26,743千円

・基礎調査

実 績 0

効 果 額

実 施 内 容

0千円 26,743千円

・収益事業の決定
・観光協会内の合意
・検討組織の立上げ

・新体制の具体的内
容の決定
・庁内合意
・新体制の立上げ

合　　　計

Ａ

0千円

平成２４年度平成２２年度 平成２３年度
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進捗に遅れあり

0千円

予定通り進捗

0千円

削 減 計 画

0千円 0千円

0人

進捗

進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

所 管 課

公益的法人等の有する「公益性」、設立時の意義等を検証し、廃止や統合を含めた法
人のあり方の見直しを進める。

公益的法人等のあり方の見直しを進めることにより、効率的・効果的な法人運営が図ら
れる。

市が関与・指導する法人数

１４法人

（仮称）改革プランの数値
（13法人）

平成21年度

公益的法人等のあり方の見直し

指 標

予定通り進捗 進捗に遅れあり 予定通り進捗

企画財政局

経営監理課

大貫

平 成 ２ ４ 年 度

平成24年度

所 管 局

担 当 者

統廃合など見直しの推進

・改革プランに基づき、公
益的法人等のあり方の見
直し

0千円 0千円

・公益的法人等のあり方
について（提言）に対す
る、各法人等所管課及び
法人の取組状況の把握

0人 0人

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

統廃合など見直しの推進

協働と分権

（仮称）改革プランに基づき見直
しを実施する。

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

取組みの基本方向

公益的法人等のあり方の見直し

局12№
　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

統廃合など見直しの推進

・（仮称）改革プランの検
討

・（仮称）改革プランの策
定

・改革プランに基づき、公
益的法人等のあり方の見
直し

・改革プランに基づき、公
益的法人等のあり方の見
直し

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗

・改革プランの策定

・改革プランに基づき、公
益的法人等のあり方の見
直し

・（仮称）改革プランの策
定

・改革プランに基づき、公
益的法人等のあり方の見
直し

・改革プランに基づき、公
益的法人等のあり方の見
直し

進捗 進捗に遅れあり 予定通り進捗 予定通り進捗

第
４
四
半
期

目標値【中間】 - - -
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0千円

・提言内容に対する
法人及び法人所管
課の取組状況の把
握
・庁内調整

目標を達成していることから、所管課評価のとおりとする。

【取組みに対する評価】

改革プランに基づき、公益法人等のあり方の見直しに係る取組みを進
める。

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

0人

-

0千円0千円

削 減 人 員 0人

合　　　計

0千円

0千円

・改革プランの策定
・プランに基づいた、
公益法人等のあり方
の見直し

・プランに基づいた、
公益法人等のあり方
の見直し

0人

-

【課題ほか】

改革プランに基づき、公益法人等のあり方の見直しに係る取組みを進める。

所管課方針のとおり。

改革プランに基づき、公益法人等のあり方の見直しに係る取組みを進
め、進行管理を行った。原則として派遣職員の引揚げが完了し、１法
人が廃止となり、また、２法人の合併協議が開始となったことからＡ
評価とした。

【評価結果を踏まえた対応方針】

【取組みに対する評価】

【今後の方針】

【所管局の方針】

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

目 標 達 成 度 ■■■■■■■□□□

進 捗 度

実 績 -

効 果 額 0千円

■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

【所管局の方針に対する意見】

■■■■■■■□□□

投 入 経 費 0千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

【取組みに対する評価】

■■■■■■■■■■

0千円

0人

Ａ

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ａ

局

評 価

経 営 評 価
委 員 会

評 価
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削 減 計 画

・委託料削減額について
まとめ

進捗

進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期

・平成２３年度分の調査
結果の分析

予定通り進捗

平成20年度

・見直しの実施

・平成２３年度分の調査

予定通り進捗

目 標 値
【 最 終 】

0人

担 当 者

第
３
四
半
期

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

進捗

▲２０％

指 標

予定通り進捗

平 成 ２ ３ 年 度

・点検・評価・検証 ・見直しの実施

所 管 課

平成24年度

公益的法人等へのすべての委託事業について、点検・評価・検証を行い、市からの委
託の競争性をさらに高めて、委託の適正化を進める。

公益的法人等の自立と活性化、財政運営や市との関係の透明性の向上が図られる。

平成２４年度までに、公益的法
人等への委託料を２割削減す
る。

公益的法人等への委託料の支出削減割合

０

協働と分権

-

局13№

見 込 ま れ る
成 果

0千円

基 礎 値

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度

公益的法人等のあり方の見直し

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

取組みの基本方向

所 管 局

達 成 目 標

内 容

0千円

実施事項なし

・平成２２年度分の調査 ・平成２３年度分の調査

目標値【中間】

・平成２１年度分の調査
結果の分析

第
４
四
半
期

0千円

0千円

（仮称）改革プランに基づく市からの委託の見直し

予定通り進捗

企画財政局

経営監理課

大貫

平 成 ２ ４ 年 度

予定通り進捗

・平成２２年度分の調査
結果の分析
・課題の抽出

・平成２１年度分の調査
結果の分析

実施事項なし 予定通り進捗

予定通り進捗 未着手 実施事項なし

0千円

0人

0千円

0人

- -
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合　　　計平成２３年度 平成２４年度平成２２年度

・平成２３年度分の
調査及び調査結果
のまとめ

効 果 額

0千円

0千円0千円

・平成２１年度分の
調査結果の分析
・平成２２年度分の
調査

【課題ほか】

平成２４年度分の調査を行い、調査結果について分析するとともに、引き続き委託料が削減できるよう
指導を行う。

所管課方針のとおり。

平成２３年度分の調査を行い、平成２０年度分の調査結果と併せた委
託料削減額の集計を実施した。平成２０年度に委託していた事業につ
いて集計した結果、平成２３年度時点で▲31.7％となった。

■■■■■■■□□□

削 減 人 員 0人

【所管局の方針】

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

【所管局の方針に対する意見】

【評価結果を踏まえた対応方針】

目 標 達 成 度 ■■■■■■■■■■

0人

0千円

■■■■■■■■■■

効 果 額 の
積 算 根 拠

実 績

実 施 内 容

■■■■■■■■■■

0人

投 入 経 費

0千円0千円

0千円 0千円

・平成２２年度分の
調査結果の分析

0人

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ａ

【取組みに対する評価】

所管課評価のとおりとする。

経 営 評 価
委 員 会

局

【取組みに対する評価】

評 価

評 価

Ａ

平成２４年度分の調査を行い、調査結果について分析するとともに、
引き続き委託料が削減できるよう指導を行う。

【取組みに対する評価】

【今後の方針】

進 捗 度

■■■■■■■□□□■■■■■■■■■■
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投入予定経費

第
３
四
半
期

0千円0千円 0千円

0人

▲２０％

平成20年度

公益的法人等のあり方の見直し

指 標

進捗

進捗

・見直しの実施

・平成２３年度分の調査

平成24年度

企画財政局

経営監理課

大貫

平 成 ２ ４ 年 度

所 管 局

担 当 者

０

- - -

№

達 成 目 標

内 容

見 込 ま れ る
成 果

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

取組みの基本方向

平成２４年度までに、公益的法
人等による再委託の割合を２割
削減する。

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

公益的法人等における再委託の割合

所 管 課

市発注の公益的法人等による業務委託に係る再委託について、点検・評価・検証を行
い、必要に応じて、市からの直接発注や委託先である公益的法人等で実施する競争入
札を推進する。

公益的法人等の自立と活性化、経費の節減が図られる。

14

平 成 ２ ３ 年 度

・点検・評価・検証 ・見直しの実施

・平成２２年度分の調査
結果の分析
・課題の抽出

局

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

協働と分権

（仮称）改革プランに基づく公益的法人等の再委託の検証

実施事項なし 予定通り進捗

・平成２１年度分の調査
結果の分析

予定通り進捗 予定通り進捗

0人

進捗 予定通り進捗 未着手

・委託料削減額について
まとめ

予定通り進捗 実施事項なし 予定通り進捗

・平成２２年度分の調査

0千円

第
４
四
半
期

・平成２１年度分の調査
結果の分析

進捗

0千円

・平成２３年度分の調査

第
２
四
半
期

・平成２３年度分の調査
結果の分析

目標値【中間】

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

0千円

0人

予定通り進捗

平 成 ２ ２ 年 度

効 果 見 込 額

削 減 計 画
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【所管局の方針】

所管課評価のとおりとする。

【取組みに対する評価】

平成２４年度分の調査を行い、調査結果について分析するとともに、
再委託の割合が削減できるように指導を行う。

平成２２年度 平成２３年度 合　　　計

0千円0千円 0千円

・平成２２年度分の
調査結果の分析

・平成２３年度分の
調査及び調査結果
のまとめ

平成２４年度

・平成２１年度分の
調査結果の分析
・平成２２年度分の
調査

実 績

効 果 額 0千円

削 減 人 員 0人

0千円

0千円

0人0人

0千円

0人

0千円

【取組みに対する評価】

■■■■■■■□□□■■■■■■■■■■

■■■■■■■□□□■■■■■□□□□□■■■■■■■■■■

平成２４年度分の調査を行い、調査結果について分析するとともに、再委託の割合が削減できるように
指導を行う。

所管課方針のとおり。

平成２３年度分の調査を行い、調査結果をまとめた。平成２０年度分
の調査結果と併せた再委託の割合の削減結果の集計等を実施したが、
平成２０年度比５．１％増となったため、Ｂ評価とする。

【評価結果を踏まえた対応方針】

評 価【取組みに対する評価】

【所管局の方針に対する意見】

【今後の方針】

【課題ほか】

効 果 額 の
積 算 根 拠

進 捗 度 ■■■■■■■■■■

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

目 標 達 成 度

投 入 経 費

Ｂ

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ｂ

局

評 価

経 営 評 価
委 員 会
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0人 0人

目標値【中間】 - - -

削 減 計 画

・平成２２年度分の調査 ・平成２３年度分の調査

進捗 予定通り進捗 未着手 実施事項なし

第
４
四
半
期

・平成２１年度分の調査
結果の分析

・市補助金削減額につい
てまとめ

予定通り進捗 実施事項なし 予定通り進捗

・平成２２年度分の調査
結果の分析
・課題の抽出

・平成２１年度分の調査
結果の分析

・平成２３年度分の調査
結果の分析

予定通り進捗 実施事項なし 予定通り進捗

予定通り進捗

所 管 課

（仮称）改革プランに基づく市からの補助金の見直し

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

・点検・評価・検証 ・見直しの実施

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

局15№

取組みの基本方向

所 管 局

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

協働と分権

0千円 0千円

0千円 0千円 0千円

0人

0千円

企画財政局

経営監理課

大貫

平 成 ２ ４ 年 度

予定通り進捗

・見直しの実施

・平成２３年度分の調査

平成24年度

担 当 者

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

公益的法人等に対する市補助金について、その必要性、公益性について点検・評価・
検証を行い、適正な補助金の執行を行う。

公益的法人等の自立と活性化、財政運営や市との関係の透明性の向上が図られる。

平成２４年度までに、公益的法
人等に対する市補助金を２割削
減する。

公益的法人等に対する市補助金支出削減割合

０

▲２０％

平成20年度

公益的法人等のあり方の見直し

指 標

進捗

進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期
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【取組みに対する評価】

【所管局の方針に対する意見】

Ａ

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ａ

局

評 価

経 営 評 価
委 員 会

評 価

目 標 達 成 度 ■■■■■■■■■■

進 捗 度 ■■■■■■■■■■

投 入 経 費 0千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

【評価結果を踏まえた対応方針】

【課題ほか】

平成２４年度分の調査を行い、調査結果について分析するとともに、市補助金を削減できるように指導
を行う。

所管課方針のとおり。

平成２３年度分の調査を行い、調査結果の分析及び平成２１・２２年度分の
調査結果と併せた市補助金削減額の集計等を実施した。
スケジュールどおりに実施でき、２３年度分の調査で、２０年度比▲21.4％
となったため、Ａ評価とする。

■■■■■■■□□□■■■■■■■■■■

■■■■■■■□□□■■■■■■■■■■

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

【取組みに対する評価】

0千円

0人

0千円

0人

0千円

・平成２１年度分の
調査結果の分析
・平成２２年度分の
調査

実 績

効 果 額 0千円

削 減 人 員 0人 0人

0千円 0千円

・平成２２年度分の
調査結果の分析

・平成２３年度分の
調査及び調査結果
の分析

【今後の方針】

0千円

平成２４年度

【所管局の方針】

所管課評価のとおりとする。

【取組みに対する評価】

平成２４年度分の調査を行い、調査結果について分析するとともに、
市補助金を削減できるように指導を行う。

平成２２年度 平成２３年度 合　　　計
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目標値【中間】 - － －

削 減 計 画 0人

進捗に遅れあり 進捗に遅れあり

・基準策定
・新たな受益者負担の基
準策定

進捗 未着手 進捗に遅れあり 実施事項なし

第
４
四
半
期

取
組
み
の
内
容

取組みの基本方向

・新たな受益者負担の基
準策定

予定通り進捗 予定通り進捗 進捗に遅れあり

担 当 者

・過去の検討の経緯の整
理
・現状分析

予定通り進捗

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

・受益者負担ワーキング
での検討と基準案作成
・基準の策定

・受益者負担ワーキング
での検討と基準案作成
・基準の策定
・見直しの実施

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

・受益者負担ワーキング
での検討及び基準案の
作成
・他政令市の受益者負担
の基準についての調査

・新たな受益者負担の基
準策定庁内手続き

進捗に遅れあり

委16№

協働と分権

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

受益者負担の基準の明確化

所 管 課

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

受益者負担の適正化

平成２２年度に基準を明確化す
る。

第
１
四
半
期

・受益者負担ワーキング
での検討及び基準案の
作成

「受益者負担のあり方の基本的な考え方」を見直し、「受益者負担の基準」をより明確化
することで、負担の適正化を図る。

基準を明確化することで、受益者が負担すべき行政サービスを明らかにし、サービスの
受益者と非受益者との公平性を確保する。

進捗

指 標

第
２
四
半
期

・受益者負担ワーキング
での検討及び基準案の
作成

0千円 0千円 0千円

0人 0人

企画財政局

経営監理課

武田

平 成 ２ ４ 年 度

進捗に遅れあり

・見直しの実施

・新たな受益者負担の基
準策定庁内手続き
・パブリックコメントの実施

所 管 局

平成２３年度以降基準に基づき見直し実施

進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
３
四
半
期

0千円0千円 0千円

・見直しの実施
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評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ｃ

局

評 価

【課題ほか】

「受益者負担の在り方の基本方針」に基づき、コストの公表と受益と負担の適正化に向けた取組を速や
かに進める。
なお、実施にあたっては、コスト公表等を通じて、利用者に受益と負担の適正化の必要性等について説
明していく。

Ｃ

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

目 標 達 成 度 ■■■■□□□□□□

進 捗 度

新たな基準で見直さ
れた使用料・手数料
等による増収額（平
成２２年度はなし）

効 果 額 の
積 算 根 拠

投 入 経 費 0千円

平成２２年度

新たな基準で見直さ
れた使用料・手数料
等による増収額（平
成２３年度はなし）

新たな基準で見直さ
れた使用料・手数料
等による増収額（平
成２４年度はなし）

経 営 評 価
委 員 会 Ｃ

評 価

■■■■■□□□□□

■■■■■■■□□□

【取組みに対する評価】

■■■■■□□□□□

0人

所管課方針のとおり。

新たな受益者負担の基準については、経営評価委員会での審議やパブリック
コメントの実施を経て平成２４年１２月に「受益者負担の在り方の基本方
針」を策定することができたものの、本基本方針に基づく見直しについて
は、施設使用料等の調査のみとなっており、目標達成には至らない状況であ
る。

【評価結果を踏まえた対応方針】

【取組みに対する評価】

【所管局の方針に対する意見】

基本方針は策定できているが、見直しの進捗に遅れがありC評価とす
る。

昨年度、策定した「受益者負担の在り方の基本方針」に基づき、受益
と負担の適正化に向けた取組を速やかに進めていただきたい。
なお、実施にあたっては、市民など利用者に受益に応じた負担を求め
ることについて理解を深めるとともに、市民の意向を確認しつつ、必
要な手順を適切に踏んで推進していただきたい。

0千円

【所管局の方針】

所管課評価のとおりとする。

【取組みに対する評価】

都市経営実行計画に位置付けを行っており、引き続き、本基本方針に
基づき、コストの公表と料金等の見直しを速やかに進める。

【今後の方針】

■■□□□□□□□□

■■■■■■■□□□

実 績

効 果 額 0千円

削 減 人 員 0人

0千円0千円

0人

・他市の状況調査
・受益者負担検討
ワーキングでの検討

平成２４年度平成２３年度 合　　　計

0千円

0人

0千円 0千円

・受益者負担ワーキ
ングでの検討

・経営評価委員会等で
の審議及びパブリック
コメントの実施
・基本方針の策定
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削 減 計 画

進捗

進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

協働と分権

担 当 者

平成２３年度に手数料の見直
し、平成２４年度に使用料の見
直しを実施する。

施設管理料に対する使用料充当率の基準未達
成施設における使用料収入増額の割合

Ｈ１９収入額５％増

平成19年度

所 管 課

受益者負担の適正化

平成２２年度に策定する「受益者負担の基準」に従い、使用料・手数料の定期見直しを
行う。

0千円

実施事項なし 未着手

実施事項なし

実施事項なし

0千円

平 成 ２ ４ 年 度

平成24年度

（新たな受益者負担の基
準の策定後、見直しの作
業実施）

（新たな受益者負担の基
準の策定後、見直しの作
業実施）

平 成 ２ ３ 年 度

目 標 値
【 最 終 】

実施事項なし 実施事項なし

使用料・手数料の状況調
査

未着手

0千円

実施事項なし

・使用料の見直し

0千円

0人 0人 0人

0千円 0千円

- -

実施事項なし

-

見 込 ま れ る
成 果

サービスの公益性・選択性を踏まえた受益者負担の基準を満たす料金を設定すること
で、受益と負担の適正化が図られる。

指 標

基 礎 値

第
４
四
半
期

武田

委17

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

企画財政局

経営監理課

所 管 局

№

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度

受益者負担の基準等に
基づく見直し検討

目標値【中間】

使用料・手数料の定期見直し

取
組
み
の
内
容

取組みの基本方向

達 成 目 標

内 容

・手数料の見直し

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

予定通り進捗

使用料・手数料の状況調
査

予定通り進捗

・使用料・手数料の状況
調査

進捗
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【所管局の方針】

所管課評価のとおりとする。

【取組みに対する評価】

都市経営実行計画に位置付けを行っており、引き続き、本基本方針に
基づき、コストの公表と料金等の見直しを速やかに進める。

平成２２年度 平成２３年度 合　　　計

■■■■■□□□□□

■■□□□□□□□□□□□□□□□□□□

0千円 0千円0千円

平成２４年度

・使用料のコスト把
握調査の実施

0人

効 果 額 0千円

削 減 人 員 0人

0千円

評 価【取組みに対する評価】

・使用料・手数料の
状況調査

0千円

・実施事項なし

0千円

0人

実 績

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ｄ

【評価結果を踏まえた対応方針】

【課題ほか】

「受益者負担の在り方の基本方針」に基づき、コストの公表と受益と負担の適正化に向けた取組を速や
かに進める。

所管課方針のとおり。

【取組みに対する評価】

新たな受益者負担の基準については、経営評価委員会での審議やパブリック
コメントの実施を経て平成２４年１２月に「受益者負担の在り方の基本方
針」を策定することができたものの、その後の見直しについては、施設使用
料等の調査のみとなっており、目標達成には至らない状況である。

局

【今後の方針】

新たな基準で見直さ
れた使用料・手数料
等による増収額（平
成２３年度はなし）

新たな基準で見直さ
れた使用料・手数料
等による増収額（平
成２４年度はなし）

評 価

効 果 額 の
積 算 根 拠

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

目 標 達 成 度 ■■■■□□□□□□

進 捗 度 ■■■■■□□□□□

新たな基準で見直さ
れた使用料・手数料
等による増収額（平
成２２年度はなし）

投 入 経 費 0千円

Ｄ

Ｄ

0人

■■■□□□□□□□

進捗がなくD評価とする。

市では昨年度、「受益者負担の在り方の基本方針」を策定したことか
ら、料金等の調査結果に基づき、今後の取組の方向を精査し、目的達
成に向けて、取り組んでいただきたい。

【所管局の方針に対する意見】
経 営 評 価
委 員 会
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・利用料金制導入施設所
管課における料金見直し
作業

0千円 0千円

進捗

進捗に遅れあり

Ｈ２１に実施した利用料
金調査結果分析

Ｈ２１に実施した利用料
金調査結果分析

実施事項なし

実施事項なし

達 成 目 標

進捗に遅れあり

・Ｈ２１の利用料調査結果
分析

・利用料金の見直し基準
策定

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

未着手 実施事項なし

18

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

取組みの基本方向

№ 委

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度

受益者負担の基準等を
参考にＨ２１に実施した利
用料金調査の分析結果
に基づく検討

目標値【中間】

0人

・料金見直し条例案を庁
議で審議
・料金見直し条例案部会
説明

実施事項なし 未着手予定通り進捗

・料金見直し条例案を庁
議で決定
・料金見直し条例議案議
会提出

0人

未着手

0人

0千円

0% 0

削 減 計 画

0%

0千円 0千円 0千円

担 当 者

平成25年度

（新たな受益者負担の基
準の策定後、基準策定、
見直しの作業実施）

平成２３年度中に見直しの基準
を策定し、平成２４年度に公募
を行う施設から順次見直しを実
施する。

指 標

実施事項なし

・利用料金の見直し実施

平 成 ２ ４ 年 度

所 管 課

所 管 局

指定管理者３期目以降の申請件数

１０％増
（公募施設全体での申請件数

の対Ｈ２１年度比）

平成21年度

平 成 ２ ３ 年 度

協働と分権

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

指定管理者導入施設で利用料金制を採用している施設において、利用料金の上限額
を適正に見直す。

サービスの公益性・選択性を踏まえた受益者負担の基準を満たす料金を設定すること
で、受益と負担の適正化が図られるとともに、指定管理者の経営努力のための選択肢
が広がり、指定管理者制度の活性化、市民サービスの向上が図られる。

受益者負担の適正化

企画財政局

経営監理課

武田

利用料金見直し基準の策定による指定管理者制度の活性化

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

進捗

第
４
四
半
期

進捗
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Ｄ

Ｄ

【取組みに対する評価】

局

新たな受益者負担の基準については、経営評価委員会での審議やパブリック
コメントの実施を経て平成２４年１２月に「受益者負担の在り方の基本方
針」を策定することができたものの、その後の見直しについては、利用料金
導入施設のコスト等の調査のみとなっており、目標達成には至らない状況で
ある。

【評価結果を踏まえた対応方針】

評 価

市では昨年度、「受益者負担の在り方の基本方針」を策定したことか
ら、料金等の調査結果に基づき、今後の取組の方向を精査し、目的達
成に向けて、取り組んでいただきたい。

【所管局の方針に対する意見】

【今後の方針】

□□□□□□□□□□

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

目 標 達 成 度 ■■■■□□□□□□■■□□□□□□□□

進 捗 度

新たな基準で見直さ
れた利用料金による
増収額（平成２２年
度はなし）

効 果 額 の
積 算 根 拠

0千円

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ｄ

【課題ほか】

「受益者負担の在り方の基本方針」に基づき、コストの公表と受益と負担の適正化に向けた取組を速や
かに進める。

所管課方針のとおり。

経 営 評 価
委 員 会

進捗がなくD評価とする。

評 価【取組みに対する評価】

新たな基準で見直さ
れた利用料金による
増収額（平成２３年
度はなし）

新たな基準で見直さ
れた利用料金による
増収額（平成２４年
度はなし）

実 績

0人

効 果 額 0千円

削 減 人 員

・Ｈ２１の利用料調査
結果分析

■■■■■□□□□□

平成２４年度

0千円

■■■■■□□□□□■■■□□□□□□□

0人 0人

0千円

0人

0千円

投 入 経 費

・実施事項なし
・利用料金のコスト
把握調査の実施

0千円

0千円

【所管局の方針】

所管課評価のとおりとする。

【取組みに対する評価】

都市経営実行計画に位置付けを行っており、引き続き、本基本方針に
基づき、コストの公表と料金等の見直しを速やかに進め、指定管理者
制度の活性化に努める。

平成２２年度 平成２３年度 合　　　計

0千円
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進捗

進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

進捗

第
４
四
半
期

平 成 ２ ３ 年 度

協働と分権

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

平成２２年度に策定する「受益者負担の基準」基づき、新たに受益者負担を導入する行
政サービスと実施のプロセスを明らかにする。

新たな受益者負担を導入することで、受益と負担の適正化が図られる。

受益者負担の適正化

企画財政局

経営監理課

武田

新たな受益者負担の導入

所 管 課

所 管 局

新たに受益者負担を導入する取組み事業数

２件

0千円 0千円

担 当 者

平成24年度

（新たな受益者負担の基
準の策定後、対象検討、
プロセス決定）

平成２３年度に受益者負担の導
入を進める取組みの順位を決
定し、平成２４年度以降、順次
実施する。

指 標

実施事項なし

・順次実施

平 成 ２ ４ 年 度

実施事項なし

0人

0千円

実施事項なし 実施事項なし

実施事項なし

予定通り進捗 実施事項なし 実施事項なし

0人 0人削 減 計 画

実施事項なし予定通り進捗

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度

本市の受益者負担状況
の調査

目標値【中間】 -

0千円

19

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

取組みの基本方向

№ 委

内 容

達 成 目 標

・受益者負担状況の調査
・導入プロセス決定
・アクションプランへの反
映

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

予定通り進捗

他政令市の受益者負担
の基準についての調査

・過去の検討の経緯の整
理
・現状分析

0千円 0千円

- -
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【今後の方針】

0千円

平成２４年度

【所管局の方針】

所管課評価のとおりとする。

【取組みに対する評価】

都市経営実行計画に位置付けを行っており、引き続き、本基本方針に
基づき、コストの公表を行うとともに、新たな受益者負担の導入につ
いて速やかに検討を行う。

平成２２年度 平成２３年度 合　　　計

■■■■■□□□□□

0千円

0人

・実施事項なし
・使用料等のコスト
把握調査の実施

0千円0千円

進 捗 度

新たな基準で導入さ
れた使用料・手数料
等による増収額（平
成２２年度はなし）

■■■■■■■■■■■■■□□□□□□□

投 入 経 費 0千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

0千円

実 績

0人

効 果 額 0千円

削 減 人 員 0人

・受益者負担状況の
調査

経 営 評 価
委 員 会

進捗がなくD評価とする。

市では昨年度、「受益者負担の在り方の基本方針」を策定したことか
ら、料金等の調査結果に基づき、今後の取組の方向を精査し、目的達
成に向けて、取り組んでいただきたい。

Ｄ

0千円

0人

■■□□□□□□□□

所管課方針のとおり。

局

評 価【取組みに対する評価】

新たな基準で導入さ
れた使用料・手数料
等による増収額（平
成２３年度はなし）

新たな基準で導入さ
れた使用料・手数料
等による増収額（平
成２４年度はなし）

目 標 達 成 度

評 価

【取組みに対する評価】

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ｄ

【課題ほか】

「受益者負担の在り方の基本方針」に基づき、コストの公表と受益と負担の適正化に向けた取組を速や
かに進める。

■■■■■■■■■■

【所管局の方針に対する意見】 Ｄ

新たな受益者負担の基準については、経営評価委員会での審議やパブリックコメント
の実施を経て平成２４年１２月に「受益者負担の在り方の基本方針」を策定すること
ができたものの、その後の取組としては、施設使用料等の調査のみとなっており、目
標達成には至らない状況である。

【評価結果を踏まえた対応方針】

□□□□□□□□□□

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容
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進捗

進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

新・相模原市総合計画を中心とした市政運営の手法として、施策評価と一体化した総
合計画の進行管理・評価手法を確立し、施策展開に寄与する。なお、新・相模原市総合
計画の進行管理は、総合計画審議会で行う。

総合計画に掲げた施策のめざす姿・成果を効果的・効率的に達成でき、かつ、市民に
わかりやすく、満足度の高い市政運営を展開できる。

平成２２年度に総合計画審議会
で決定し、平成２３年度から新
たな手法を実施して、ＰＤＣＡサ
イクルを確立・推進する。

平成２３年度に制度導入

行政評価制度の確立と戦略的な都市経営の推進

指 標

企画財政局

企画政策課

平 成 ２ ４ 年 度

担 当 者

398千円 958千円

0千円 0千円

0人

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

最少経費で最大効果のサービス

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

局20№

取組みの基本方向

所 管 局

所 管 課

新・相模原市総合計画におけるＰＤＣＡサイクルの確立と
推進

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

・総計審の設置
・新たな進行管理システ
ムの構築

・新たな進行管理システ
ムの構築
・進行管理の実践

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

・総計審の開催

・総計審設置の基本的な
方針決定

・進行管理シートの作成
等
・総計審の開催

予定通り進捗 予定通り進捗

予定通り進捗

・総計審委員の選考等
・総計審の開催
・庁議の開催（評価結果
公表）

予定通り進捗 進捗に遅れあり

・総計審の開催
・進行管理システムの構
築

・評価結果の当初予算
（案）への反映等

進捗 進捗に遅れあり 予定通り進捗

第
４
四
半
期

0人

目標値【中間】

削 減 計 画
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平成２４年度

【所管局の方針】

【取組みに対する評価】

平成２２年度 平成２３年度 合　　　計

954千円679千円

・進行管理システム
の構築
・進行管理の実践

・総計審の開催
・進行管理システム
の構築

実 績

効 果 額 0千円

削 減 人 員 0人

0千円

0人

0千円

0人

【取組みに対する評価】

【課題ほか】

■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

【評価結果を踏まえた対応方針】

進 捗 度 ■■■■■■■■□□

投 入 経 費 275千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

経 営 評 価
委 員 会

評 価

目 標 達 成 度 ■■■■■■■■□□

【今後の方針】

【取組みに対する評価】

【所管局の方針に対する意見】

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

局

評 価完 了
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目標値【中間】 - 3

予定通り進捗 実施事項なし

1,707千円

未着手

・調査結果の活用方法の
検討

進捗

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

・市民満足度調査の実施
及び調査結果の活用方
法の検討

・市民満足度調査の実施
及び調査結果の活用

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

第
４
四
半
期

№

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

取組みの基本方向

所 管 局

達 成 目 標

内 容

局

・平成２２年度調査結果
の活用方法の検討
・市民満足度調査の実施

・市民満足度調査と新・
相模原市総合計画成果
指標アンケートを統合し
て実施

・市民満足度調査報告書
の作成

市民満足度調査の活用 企画財政局

経営監理課

見 込 ま れ る
成 果

最少経費で最大効果のサービス

基 礎 値

2,341千円

予定通り進捗

平 成 ２ ４ 年 度

21

目 標 値
【 最 終 】

予定通り進捗 未着手

削 減 計 画

進捗

進捗

担 当 者

所 管 課

平成24年度

0千円 0千円

・市民満足度調査報告書
の作成

・調査結果の活用

進捗に遅れあり

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

市民満足度調査と新・相模原市総合計画成果指標アンケートを統合して実施する。ま
た、調査結果を市の政策立案過程に反映させる仕組みを確立する。

市の政策・施策に対して、市民の満足度がどれだけ向上したかを定量的に検証するこ
とができる。これにより、新たな施策の方向性を見極めることができる。

平成２２年度中に市民満足度調
査と新・相模原市総合計画成果
指標アンケートを統合して実施
し、平成２３年度から活用する。

市民満足度調査結果を活用して改善
や新規の取組みがされた施策数

0

６施策

行政評価制度の確立と戦略的な都市経営の推進

指 標

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

0人 0人
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評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

経 営 評 価
委 員 会

局

評 価

【取組みに対する評価】

■■■■■■■■■■

【今後の方針】

目 標 達 成 度 ■■■■■■■□□□

【所管局の方針】

【取組みに対する評価】

0人

実 施 内 容

評 価

0

0千円

0人

進 捗 度

【評価結果を踏まえた対応方針】

■■■■■■■■■■

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

【所管局の方針に対する意見】

0千円

・市民満足度調査と
新・相模原市総合計
画成果指標アンケー
トを統合して実施

投 入 経 費 1,544千円

【課題ほか】

■■■■■■■■■■

0千円

削 減 人 員 0人

効 果 額 の
積 算 根 拠

1,544千円

実 績 0

効 果 額

平成２４年度

【取組みに対する評価】

平成２２年度 平成２３年度 合　　　計

0千円

・平成２２年度調査
結果の活用方法の
検討

完 了
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進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
３
四
半
期

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

施策の推進するための取組み内容と、要した経費を示して、取組みの充足感・妥当性
を問う納得度調査の導入を検討する。

政策形成過程において基礎的なデータとして市民納得度調査結果を活用することによ
り、市民ニーズにより近い施策展開が可能となる。

平成２２年度に市民納得度調査
の方向性等を決定する。

平成２２年度方向性決定

行政評価制度の確立と戦略的な都市経営の推進

指 標

0人

企画財政局

経営監理課

平 成 ２ ４ 年 度

所 管 局

担 当 者

所 管 課

0千円

0千円 0千円

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

取組みの基本方向

市民納得度調査の導入検討

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

局22№

最少経費で最大効果のサービス

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

・平成２１年度に試行実
施した結果の検証
・市民納得度調査の方向
性等を決定

・平成２２年度の決定に
基づく取組み

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

・市民納得度調査の方向
性等を決定
・方向性等の決定に基づ
く取組み

進捗

第
２
四
半
期

予定通り進捗 実施事項なし

・平成２１年度に試行実
施した結果の検証

予定通り進捗

0千円

・平成２１年度に試行実
施した結果の検証

予定通り進捗 実施事項なし

削 減 計 画

・市民納得度調査の方向
性等を決定

進捗 進捗に遅れあり 実施事項なし

第
４
四
半
期

目標値【中間】 - -

0人
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【所管局の方針】

【取組みに対する評価】

0千円

・平成２１年度に試行
実施した結果の検証

【今後の方針】

【取組みに対する評価】

0千円

削 減 人 員 0人

0千円

・市民納得度調査の
方向性等を決定

■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■

【評価結果を踏まえた対応方針】

評 価【取組みに対する評価】

【所管局の方針に対する意見】
経 営 評 価
委 員 会

0千円

0人

0千円

進 捗 度 ■■■■■■□□□□

0人

平成２４年度平成２２年度 平成２３年度 合　　　計

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

目 標 達 成 度 ■■■■■■□□□□

投 入 経 費 0千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

実 績

効 果 額

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

局

評 価

【課題ほか】

完 了
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目標値【中間】 - - 100％

進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗

予定通り進捗

・推進主任会議
・各局アクションプラン推
進会議開催

・各局アクションプラン推
進会議・幹事会開催によ
る平成２３年度上半期の
進行管理の実施

・各局アクションプラン推
進会議・幹事会開催によ
る平成２４年度上半期の
進行管理の実施

予定通り進捗

第
４
四
半
期

・幹事会の開催
（推進体制の周知、ワー
キングの設置承認）

・各局推進主任による四
半期状況の確認

0人 0人

進捗に遅れあり 予定通り進捗 予定通り進捗

・各局推進主任による四
半期状況の確認

0千円

0千円 0千円

0千円

・各局推進主任による四
半期状況の確認

最少経費で最大効果のサービス

指 標

・（仮称）各局アクションプ
ラン推進会議の設置
・新体制によるアクション
プランの推進と進行管理

・新体制によるアクション
プランの推進と進行管理

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

委23

所 管 局

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

取 組 項 目

№

企画財政局

達 成 目 標 基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

局制を活用した効果的な都市経営の推進

　効果的な都市経営を推進するため、各局に（仮称）アクションプラン推進会議を設置す
る。

行政評価制度の確立と戦略的な都市経営の推進

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

取組みの基本方向

内 容

見 込 ま れ る
成 果

0千円

0人

0千円

予定通り進捗

年 次 計 画

・各局にアクションプラン
推進会議の設置及び推
進主任の選任依頼

第
３
四
半
期

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

予定通り進捗

取
　
組
　
内
　
容

経営監理課

武田

平 成 ２ ４ 年 度

担 当 者

所 管 課

局取組プランの達成率

０％

予定通り進捗

・新体制によるアクション
プランの推進と進行管理

・各局アクションプラン推
進会議、幹事会開催によ
る平成２３年度の進行管
理の実施

平成24年度１００％

・各局アクションプラン推
進会議、幹事会開催によ
る平成２２年度の進行管
理の実施

・各局推進主任による四
半期状況の確認

　各局の取組みを明確化することで、全庁の都市経営意識が高められる。

平成２２年度に局制を活用した
アクションプランの進行管理体
制を構築し、より効果的な都市
経営推進体制を構築する。

削 減 計 画

進捗

進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期
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評 価

Ａ

Ａ

評 価

【今後の方針】

所管課方針のとおり。

経 営 評 価
委 員 会

予定通りの進捗でありA評価とする。

運営面の継続的な工夫とともに、当初の目的と成果の達成状況の進行
管理に努めていただきたい。また、会議が開催されていることは確認
できるが、会議によってどのような効果的な都市経営が推進されたの
かについても検証していただきたい。

目 標 達 成 度 ■■■■■■■■■■ ■■■■■■■■■■

アクションプラン推進会議とアクションプラン推進幹事会の運用によ
り、取組項目について各局での進行管理を実施できたことから、Ａ評
価とする。

実施内容と同じ

進 捗 度 ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ａ

局

【取組みに対する評価】

【評価結果を踏まえた対応方針】

【課題ほか】

引き続き、各局が主体的に進行管理が行えるよう推進体制の強化を図るとともに、その効果についても
検証していく。

0千円

0人

0千円0千円

実 施 内 容

0千円

・各局でアクションプ
ラン推進会議を開催
・幹事会の開催

・各局でアクションプ
ラン推進会議を開催
・幹事会の開催

投 入 経 費 0千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

実施内容と同じ

【所管局の方針に対する意見】

【取組みに対する評価】

■■■■■■■■■■

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

0千円

・各局にアクションプ
ラン推進会議を設置
・幹事会の開催

実 績 実施内容と同じ

効 果 額 0千円

削 減 人 員 0人 0人

0千円

平成２４年度

【所管局の方針】

取組実績及び目標を達成していることから、所管課評価のとおりとす
る。

【取組みに対する評価】

引き続き、各局が主体的に進行管理が行えるよう推進体制の強化を図
る。

平成２２年度 平成２３年度 合　　　計

0人
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進捗 進捗に遅れあり

0人

未着手 未着手

目標値【中間】 - - -

削 減 計 画

・（仮称）都市経営戦略委
員の設置

・検討に基づいた体制の
整備

・施策反映

進捗に遅れあり

未着手 未着手

第
４
四
半
期

0千円

・（仮称）都市経営戦略委
員の設置検討

・検討に基づいた体制の
整備

・検討に基づいた体制の
整備

予定通り進捗

第
２
四
半
期

・（仮称）都市経営戦略委
員の設置に関する再検
討

予定通り進捗 進捗に遅れあり 進捗に遅れあり

・（仮称）都市経営戦略委
員の設置検討

・（仮称）都市経営戦略委
員の設置に関する再検
討取

　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

・各局の施策へ反映させ
るシステムを活用し、翌
年度予算へ反映

・各局の施策へ反映させ
るシステムの構築・活用

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

・（仮称）都市経営戦略委
員の設置に関する再検
討

局24№

達 成 目 標

内 容

見 込 ま れ る
成 果

最少経費で最大効果のサービス

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

取組みの基本方向

新たな政策決定支援体制の導入・活用

行政評価制度の確立と戦略的な都市経営の推進

0千円

0人

0千円 0千円 0千円

0人

企画財政局

経営監理課

遠藤

平 成 ２ ４ 年 度

所 管 局

担 当 者

所 管 課

進捗に遅れあり

・施策反映

・（仮称）都市経営戦略委
員の設置に関する再検
討

平成23年度

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

　新たに政策決定支援の組織体制を整備し、本市の将来像の検討や都市経営上の課
題の解消を行うとともに、施策に反映させるシステムを構築する。

　他分野の専門家や民間経営者からの意見を取り入れることにより、行政の発想にとど
まらない幅広い視野からの都市経営が可能となる。

平成２２年度に提案や意見を各
局の施策判断に活用できるシス
テムを構築し、翌年度予算に反
映する。

次年度予算への反映指 標

進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
３
四
半
期

0千円

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

進捗
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Ｂ
所管課方針のとおり。

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ｂ

局

評 価

経 営 評 価
委 員 会

【課題ほか】

より効果的な活用についての検討を進める。

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

目 標 達 成 度 ■■■■■■■□□□

投 入 経 費 0千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

進 捗 度 ■■■■■■■□□□

平成２４年度平成２２年度

(仮称）都市経営戦略委員の設置については、他政令指定都市の状況の確認や、委員候
補者の検討を行ったが、委員としての位置づけは難しい。平成２４年度に政策アドバ
イザー制度や企画政策課職員により対応することとし、今後は、その成果や課題を考
慮し、より効果的な方法を検討をしたい。

【評価結果を踏まえた対応方針】

評 価【取組みに対する評価】

【所管局の方針に対する意見】

【今後の方針】

【取組みに対する評価】

■■■□□□□□□□■■■■■■■■□□

■■■□□□□□□□■■■□□□□□□□

【所管局の方針】

0千円

0人

-

0人

-

0千円

実 績 -

効 果 額 0千円

削 減 人 員 0人

平成２３年度

0千円

合　　　計

所管課評価のとおりとする。

【取組みに対する評価】

より効果的な活用についての検討を進める。

0千円

・（仮称）都市経営戦
略委員の設置検討

0人

0千円

0千円

・（仮称）都市経営戦略委
員の設置に関する再検討
・検討に基づいた体制の
整備

・（仮称）都市経営戦略委
員の設置に関する再検討
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効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー
ル

第
１
四
半
期

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

これまでの褒章制度に基づく事務改善提案制度に代わり、職員の提案が着実に反映さ
れる新たな仕組みを構築する。

改善提案の実現率を高めることにより、事務効率化に伴う経費の削減と市民サービス
の向上が図られる。

平成２２年度に制度を見直し、
平成２３年度から実施する。

改善提案に対する実施率

１７．８％

２５％
（以降毎年１．５％以上向上させ、平
成３０年度に３５％実施を目指す）

平成19年度

行政評価制度の確立と戦略的な都市経営の推進

指 標

平成24年度

実施事項なし

・新制度の運用開始

0千円

進捗に遅れあり

実施事項なし 実施事項なし

実施事項なし

担 当 者

所 管 課

削 減 計 画

進捗

進捗

・事務改善制度の見直し
による規程の改正

・課題テーマを設定し、改
善提案を募集

・新制度の運用開始

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

見 込 ま れ る
成 果

最少経費で最大効果のサービス

取
組
み
の
内
容

事務改善提案制度の見直し

局25№

取組みの基本方向

所 管 局

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ３ 年 度

予定通り進捗

・平成２２年度提出された
改善提案の件数、提案内
容を分析し、現行制度の
課題を抽出

第
４
四
半
期

進捗 進捗に遅れあり

予定通り進捗

企画財政局

経営監理課

大貫

平 成 ２ ４ 年 度平 成 ２ ２ 年 度

・課題抽出
・制度の見直し

・新制度の運用開始

目 標 値
【 最 終 】

実施事項なし

・事務改善制度の見直し
による規程の改正

0千円 0千円

進捗 進捗に遅れあり 実施事項なし

0人 0人

0千円

目標値【中間】 20.0% 22.5% 25.0%
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合　　　計

0人

新制度の運用開始

平成２４年度

・新制度の運用開始

0千円 0千円

0千円効 果 額 0千円

削 減 人 員 0人

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

【所管局の方針に対する意見】

0千円0千円

・課題テーマを設定
し、改善提案の募集
を実施及び結果を検
討

【評価結果を踏まえた対応方針】

3.1%

0千円 0千円

19.4%

目 標 達 成 度 ■■■■■■□□□□

（実績根拠）
改善提案件数32件
うち実施件数1件

0人

投 入 経 費

効 果 額 の
積 算 根 拠

実 績

【取組みに対する評価】 評 価

平成２２年度 平成２３年度

新制度が平成２３年度に運用開始となったことから、事務効率化に伴
う経費の削減と市民サービスの向上が図られるよう、新制度を運用す
る中での課題を把握し、よりよい事務改善提案方法を考える。

-

所管課方針のとおり。

■■■■■■■■■■

（実績根拠）
改善提案件数62件
うち実施件数12件

■■■■■■■■□□

■■■□□□□□□□

■■■■■■■□□□ ■■■■■■■■■■進 捗 度

0人

実 施 内 容

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ａ

【課題ほか】

新制度が平成２３年度に運用開始となったことから、事務効率化に伴う経費の削減と市民サービスの向
上が図られるよう、新制度を運用する中での課題を把握し、よりよい事務改善提案方法を考える。

平成２３年度に新制度（全職員による投票や市長へのプレゼンテー
ションの導入）の運用を開始したことで、実施率の把握はできなく
なったが、職員の事務改善意欲の向上を図るとともに、職員評価にも
反映する仕組みを構築した。

【所管局の方針】

所管課評価のとおりとする。

Ａ局

評 価

【取組みに対する評価】

【今後の方針】

【取組みに対する評価】

経 営 評 価
委 員 会
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進捗

進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

　　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

平成２２年度に契約規則及びその運用を改正し、随意契約ガイドライン（平成２１年度策
定）とともに施行する。また、1者随契についてはその理由を公表する。

随意契約に係る事務手続きについて、職員に対して随意契約を行う場合の法的根拠を
意識付けさせることで、安易な随意契約防止と手続きの公平性・透明性がより一層高ま
る。

平成２２年度に契約規則及びそ
の運用を改正し、施行するとと
もに、1者随意契約について、そ
の理由を公表する。

1者随意契約の理由の公表率

100％

行政評価制度の確立と戦略的な都市経営の推進

指 標

企画財政局

契約課

平 成 ２ ４ 年 度

平成23年度

担 当 者

0千円

0千円

0人

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

最少経費で最大効果のサービス

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

局26№

取組みの基本方向

所 管 局

所 管 課

随意契約ガイドラインの策定と随意契約事務の改善

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

・随意契約ガイドライン、
改正契約規則及びその
運用の施行

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー
ル

第
１
四
半
期

・運用と公表

進捗に遅れあり

・運用と公表

進捗に遅れあり

・運用と公表

進捗 予定通り進捗

第
４
四
半
期

目標値【中間】 100%

削 減 計 画
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平成２４年度

【所管局の方針】

【取組みに対する評価】

平成２２年度 平成２３年度 合　　　計

0千円

・随意契約ガイドライ
ン、改正契約規則及
びその運用の施行と
公表

実 績

効 果 額 0千円

削 減 人 員 0人

0千円

0人

【取組みに対する評価】

【課題ほか】

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

【評価結果を踏まえた対応方針】

進 捗 度 ■■■■■■■■■■

投 入 経 費 0千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

評 価

経 営 評 価
委 員 会

評 価

目 標 達 成 度 ■■■■■■■■■■

【今後の方針】

【取組みに対する評価】

【所管局の方針に対する意見】

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

局

完 了
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効 果 見 込 額

投入予定経費

第
３
四
半
期

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

民間に委ねるべき事業について、提案型公共サービス民営化制度等の検討を行い、最
も効果的な手法を導入する。

民間活力を活用することにより最適な公共サービスの担い手の見直しが図られる。

平成２２年度中に、手法導入に
よるメリットや課題について検討
し、平成２３年度に活用指針を
策定し、移行順次導入を図る。

民間が行うべきとされた事業の３年経
過時の民間委託・民営化の割合

０

７５％以上

進捗に遅れあり

0千円 0千円

・事業仕分けの実施
（判定：民間１件）

・検討結果に基づく、庁内
意思決定

予定通り進捗 進捗に遅れあり

・仕分け結果に基づく業
務内容の分析

-

企画財政局

経営監理課

遠藤

平 成 ２ ４ 年 度

平成21年度

担 当 者

所 管 課

進捗に遅れあり

平成24年度

取
組
み
の
内
容

取組みの基本方向

新たな民間活力の活用方策の導入

最少経費で最大効果のサービス

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

局27№

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

進捗

第
２
四
半
期

所 管 局

民間開放の推進

指 標

・行政評価の実施
・提案型公共サービス民
営化制度等の本格導入

・提案型公共サービス民
営化制度に関する庁内
検討
（PPP活用指針に掲載）

第
１
四
半
期

・ＰＰＰ活用指針の策定

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

・行政評価の実施
・事業仕分けの実施
・提案型公共サービス民
営化制度等の制度設計

・提案型公共サービス民
営化制度等の制度設計
・提案型公共サービス民
営化制度等のモデル実
施

0千円

第
４
四
半
期

・提案型公共サービス民
営化制度等のモデル事
業の検討

予定通り進捗 進捗に遅れあり

・提案型公共サービス民
営化制度検討

0人

・提案型公共サービス民
営化制度等の制度の検
討

・提案型公共サービス民
営化制度等のモデル事
業の実施

・提案型公共サービス民
営化制度の実施検討

0千円 0千円

進捗 予定通り進捗 進捗に遅れあり 未着手

75％

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

進捗

進捗

進捗に遅れあり

削 減 計 画

-目標値【中間】

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

0千円

0人 0人
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平成２４年度

【所管局の方針】

所管課評価のとおりとする。

【取組みに対する評価】

都市経営指針実行計画に位置付けを行っており、引き続き、ＰＰＰ活
用指針の策定に合わせ制度化し、提案制度を実施して行く。

平成２２年度 平成２３年度 合　　　計

0千円0千円

・提案型公共サービ
ス民営化制度の素
案検討

・提案型公共サービ
ス民営化制度の素
案を作成

0人

・事業仕分けの実施
・仕分け結果の分析

0千円

0千円

0人

■■■■□□□□□□

0

0千円

0人

■■■■□□□□□□

■■■■■■■■□□■■■□□□□□□□

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

目 標 達 成 度

投 入 経 費

効 果 額 の
積 算 根 拠

0千円

0

0千円

進 捗 度

0実 績

効 果 額

削 減 人 員

0千円

0人

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ｃ

局

【今後の方針】

■■■■■■■■□□

評 価

■■■□□□□□□□

Ｃ

【課題ほか】

都市経営指針実行計画に位置付けを行っており、引き続き、ＰＰＰ活用指針の策定に合わせ制度化し、
提案制度を実施して行く。

所管課方針のとおり。

制度の検討を行い、素案を作成するものの策定に至っていないことか
らＣ評価とする。

【取組みに対する評価】

経 営 評 価
委 員 会

【取組みに対する評価】 評 価

【評価結果を踏まえた対応方針】

【所管局の方針に対する意見】
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- １件

・他自治体の事例研究

0千円 0千円

達 成 目 標

導入における利点や課題
等の検討

活用方針の策定

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

予定通り進捗

・他都市の事例研究
(他市の活用方針の調
査）

・活用方針の決定

28

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

取組みの基本方向

№ 委

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度

・他都市の事例研究
・活用方針の策定にあ
たっての課題等の検討

目標値【中間】 -

0千円

未着手予定通り進捗

・活用方針に基づく活用
事業の検討

・活用方針に基づく活用
事業の検討

0人 0人削 減 計 画

・活用方針の決定

0千円

進捗に遅れあり 未着手

・活用方針に基づく活用
事業の検討

進捗に遅れあり

予定通り進捗 進捗に遅れあり 未着手

・素案についての課内協
議
・方針に関する庁内協議

0人

・素案についての課内協
議
・方針に関する庁内協議

進捗に遅れあり

0千円 0千円

担 当 者

平成24年度

・活用方針の素案策定

平成２２年度中に、手法導入に
よるメリットや課題について検討
し、平成２３年度に活用指針を
策定し、以降順次導入を図る。

指 標

進捗に遅れあり

ＰＰＰの活用による新たな
取組みの実施

平 成 ２ ４ 年 度

所 管 課

所 管 局

ＰＰＰの活用件数

０件

１件

平成21年度

平 成 ２ ３ 年 度

最少経費で最大効果のサービス

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

現行及び新規の公共サービス等について、ＰＰＰによる新たな手法の導入を進めるため
活用指針を策定する。

競争原理の導入を通じた効率的な投資・運営が図られることによって、財政負担が軽減
される。また、民間主体のノウハウ・創意工夫・柔軟性等を活用することで、市民ニーズ
に即したサービス水準の向上が図られる。

民間開放の推進

企画財政局

経営監理課

遠藤

パブリック・プライベート・パートナーシップ（ＰＰＰ）の
導入に関する活用指針の策定

進捗

進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

進捗

第
４
四
半
期
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■■■■■■■■□□

【所管局の方針に対する意見】 Ｄ

素案についての課内協議を行ったもののＰＰＰ活用指針に関連するＰ
ＦＩ法の改正により活用方針の決定に至らなかったためＣ評価とする
もの

【評価結果を踏まえた対応方針】

■■■■□□□□□□

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

目 標 達 成 度

評 価

【取組みに対する評価】

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ｃ

【課題ほか】

都市経営指針実行計画に位置付けを行っており、引き続き、国の動向に注視し、ＰＦＩ法改正に伴うＰＦＩ
導入の方針の改定を行い、ＰＰＰ活用指針を決定し、活用指針に基づいた民間活力の導入を促進す
る。

所管課方針のとおり。

局

評 価【取組みに対する評価】

■■■■□□□□□□

経 営 評 価
委 員 会

指針策定による実績がないことからＤ評価とする。

活用指針の早期策定に向けて取り組んでいただきたい。規模を問わず
先ずは実績を作りノウハウを蓄積することが肝要であり、PPPへの取
組を継続していただきたい。

Ｃ

0千円

0人0人

効 果 額 0千円

削 減 人 員 0人

・先進他自治体の事
例研究

進 捗 度 ■■■■■■■■□□■■■■□□□□□□

投 入 経 費 0千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

498千円

実 績 -

・ＰＰＰ活用指針素案
の策定

・ＰＰＰ活用指針素案
の策定

0千円0千円

■■■■□□□□□□

-

498千円

-

0人

【今後の方針】

0千円

平成２４年度

【所管局の方針】

所管課評価のとおりとする。

【取組みに対する評価】

都市経営指針実行計画に位置付けを行っており、引き続き、国の動向
に注視し、ＰＦＩ法改正に伴うＰＦＩ導入の方針の改定を行い、ＰＰ
Ｐ活用指針を決定し、活用指針に基づいた民間活力の導入を促進す
る。

平成２２年度 平成２３年度 合　　　計
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0人 0人

目標値【中間】 - - -

削 減 計 画

・他都市取組事例及び基
準について照会
・課題の抽出
・制度の枠組み検討

・実施通知 ・実施通知

進捗 進捗に遅れあり 未着手 未着手

第
４
四
半
期

指定管理者制度のモニタ
リング結果分析

・実施結果及び制度改正
検証
・庁内意思決定
・制度周知

・制度周知

予定通り進捗 進捗に遅れあり 未着手

・課題の抽出
・制度の枠組み検討

調査
・庁内意思決定手続き
・モデル実施業務検討
・モデル実施

・ＰＰＰの活用指針と合わ
せて庁内意思決定

予定通り進捗 予定通り進捗 未着手

予定通り進捗

所 管 課

民間活力活用導入後の評価システムの構築

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

・課題の抽出及び制度の
枠組み検討

・モデル実施

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

局29№

取組みの基本方向

所 管 局

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

最少経費で最大効果のサービス

0千円 0千円

0千円 0千円 0千円

0人

0千円

企画財政局

経営監理課

遠藤

平 成 ２ ４ 年 度

・本格実施

平成24年度

担 当 者

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

民間活力を活用している事業について、費用対効果、成果達成状況、運営状況の適否
等を客観的に評価するシステムを構築する。

適切な事業実施による経費削減と市民サービスの向上が図られる。

平成２３年度までにモデル実施
を行い、平成２４年度から本格
導入する。

当該評価システムの導入事業の割合

０

５０％

平成21年度

民間開放の推進（個別業務）

指 標

進捗

進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期
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【所管局の方針に対する意見】

Ｂ

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ｂ

局

評 価

経 営 評 価
委 員 会

評 価

目 標 達 成 度 ■■■■■■■□□□

【今後の方針】

【取組みに対する評価】

進 捗 度 ■■■■■■■□□□

投 入 経 費 0千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

【評価結果を踏まえた対応方針】

【課題ほか】

都市経営指針実行計画に位置付けを行っており、引き続き、ＰＰＰの活用方針と合わせて意思決定手
続きを行い、本格的に制度を施行する。

所管課方針のとおり。

本取組みについては、内容的にＰＰＰ活用指針と同時に進めるべきものであ
るが、活用指針の策定が遅れたため、評価システムの構築についても進捗が
遅れた。しかしながら、評価システム単独で進めることができる事項につい
ては終え概ね進捗しており、指定管理制度のモニタリングを導入できたこと
から、Ｂ評価とする。

■■■■■■■□□□■■■■■■■□□□

■■■■■■■□□□■■■■■■■□□□

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

【取組みに対する評価】

0人

0千円

0人

0千円

0人

0千円

・調査
・指定管理者制度の
モニタリング結果分
析

実 績

効 果 額 0千円

削 減 人 員 0人

0千円 0千円

・モデル実施及び結
果検証

・ＰＰＰの活用方針と
合わせて庁内意思
決定

平成２４年度

【所管局の方針】

所管課評価のとおりとする。

【取組みに対する評価】

都市経営指針実行計画に位置付けを行っており、引き続き、ＰＰＰの
活用方針と合わせて意思決定手続きを行い、本格的に制度を施行す
る。

平成２２年度 平成２３年度 合　　　計

0千円

58



　派遣職員を導入（試行）

予定通り進捗

進捗 実施事項なし 予定通り進捗

削 減 計 画

民間開放の推進（個別業務）

指 標

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
３
四
半
期

4,336千円0千円 3,702千円

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

大八木

平 成 ２ ４ 年 度

所 管 局

担 当 者

所 管 課

平 成 ２ ３ 年 度

広報関連業務

　「広報さがみはら」編集事務及びその他の広報関連業務について、民間委託を実施す
る。

H２１：５人→H２４：４人

平成21年度

予定通り進捗

紙面構成、編集作業の見
直し

派遣職員を導入（本格）

平成24年度

7,170千円

　紙面構成、編集作業の
見直し

民間ノウハウを活用した
広報紙編集の実施

0% 100％

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

予定通り進捗

取
組
み
の
内
容

　業務の民間委託により、行政コストの削減が図られるとともに、民間ノウハウの活用に
より魅力的な広報紙の編集が実現できる。

　平成２４年度までに、広報紙編
集業務等へ派遣職員を導入し
て正規職員の定数を削減する。

広報紙編集担当者

5人

局30№

最少経費で最大効果のサービス

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

総務局

広聴広報課

取組みの基本方向

進捗

進捗

平 成 ２ ２ 年 度

　政令指定都市移行に伴
う新たな広報紙編集体制
の整備

進捗

第
２
四
半
期

予定通り進捗

達 成 目 標

予定通り進捗

　政令指定都市移行に伴
う新たな広報紙編集体制
の整備

民間ノウハウを活用した
広報紙編集の検討

第
４
四
半
期

　派遣職員導入に伴う予
算要求

派遣職員導入に伴う予算
要求

広報紙面編集民間委託
に伴う予算要求

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗

予定通り進捗

100％

民間ノウハウを活用した
広報紙編集の検討

民間ノウハウを活用した
広報紙面リニューアルの
検討

0千円 7,840千円

0人 1人 1人

目標値【中間】

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画
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6,693千円

1人

　派遣職員を導入することにより、民間ノウハウを活用した広報紙編
集作業を実施したこと及び紙面編集に係る委託化を検討したことから
Ａ評価とする。

【取組みに対する評価】

　民間の編集ノウハウを取り入れ、コスト削減と魅力的な広報紙の編
集を進めていく。

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

0千円

合　　　計

■■■■■■■■■■

100% 100%

3,859千円

平成２３年度に派遣
職員を導入するため
の課題整理及び検
討

0千円

Ａ投入経費（委託料）
4,336千円
Ｂ削減費（人件費）
7,170千円
Ｂ-Ａ＝2,834千円

2,834千円

1人

平成２２年度 平成２３年度

7,742千円

平成２４年度

削 減 人 員 0人

3,406千円 4,336千円

平成２４年度導入予
定だった、派遣職員
を前倒しで導入

派遣職員を導入を本
格実施

1人

0%

■■■■■■■■■■

Ａ投入経費（委託料）
3,406千円
Ｂ削減費（人件費）
7,265千円
Ｂ-Ａ＝3,859千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

目 標 達 成 度

進 捗 度

投 入 経 費

実 績

効 果 額

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ａ

局

評 価

　平成２３年６月から試行している派遣職員の導入を２４年度当初か
ら本格的に導入し、民間ノウハウを活用した広報紙編集を実施するこ
とができた。
　また、広報紙面リニューアルを念頭に紙面編集の民間委託化を検討
するとともに、平成２５年度から実施できるよう対応した。

【課題ほか】

■■■■■■■■■■

【取組みに対する評価】

【所管局の方針に対する意見】

【今後の方針】

【所管局の方針】

■■■■■■■■■■

【取組みに対する評価】

　今後も引き続き、民間の編集ノウハウを取り入れ、コスト削減と魅力的な広報紙の編集を進めていく。

　引き続き、派遣職員の導入等により、積極的に民間ノウハウを取り
入れるとともに、リニューアルも含め魅力的な広報紙編集を進める。

評 価

【評価結果を踏まえた対応方針】

経 営 評 価
委 員 会

Ａ
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取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

進捗

進捗

3人削 減 計 画

効 果 見 込 額

目標値【中間】

進捗 予定通り進捗 予定通り進捗

23,520千円 15,680千円

予定通り進捗

第
４
四
半
期

新しい契約形態による技
術者派遣の開始

新たな契約の開始

予定通り進捗 進捗に遅れあり

運用

委託による段階的な職員
の削減

委託による段階的な職員
の削減と取組みの検証

進捗

第
２
四
半
期

予定通り進捗 予定通り進捗

業者との適切な契約形態
の検討

契約形態の検討

運用する中での課題を整
理

局

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

最少経費で最大効果のサービス

情報システム業務

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

職員定数の削減

31№

達 成 目 標

内 容

見 込 ま れ る
成 果

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

取組みの基本方向

3人 2人

平成23年度

平 成 ２ ４ 年 度

運用

所 管 局

担 当 者

所 管 課

ホストコンピュータを利用した業務システムの運用並びにコンピュータ機器、ネットワー
ク及びソフトウェア等の管理業務の委託等を進める。

業務の民間委託により、行政コストの削減が図られる。

職員定数の削減

　Ｈ２１：２６人　⇒　Ｈ２３：２０人

企画財政局

情報政策課

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

２６人

２０人

平成21年度

民間開放の推進（個別業務）

指 標

投入予定経費

第
３
四
半
期

49,554千円 49,554千円

2人
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評 価

経 営 評 価
委 員 会

【課題ほか】

進 捗 度

４人　×　7,840千円

■■■■■■■■■■

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

局

【評価結果を踏まえた対応方針】

効 果 額 の
積 算 根 拠

目 標 達 成 度

投 入 経 費

評 価【取組みに対する評価】

【所管局の方針に対する意見】

【取組みに対する評価】

【今後の方針】

【所管局の方針】

【取組みに対する評価】

■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

45,890千円

6人

２人

2人

14,530千円

２人　×　7,265千円

・委託業務内容の精査
・一部委託契約を終了
し、派遣契約を開始す
る。

実 績 ４人

効 果 額 31,360千円

削 減 人 員 4人

40,658千円 39,884千円

・委託業務の委託方
法を変更した。

80,542千円

平成２４年度平成２２年度 平成２３年度 合　　　計

完 了
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溝川

平 成 ２ ４ 年 度

平成22年度

各部・各課に共通した庶務事務（服務事務、旅費支給事務等）及び給与支給事務（各手
当認定、年末調整等）について、可能な業務の民間委託を実施する。

業務の民間委託により、業務の効率化を進め、行政コストの削減が図られる

平成２３年度中に庶務事務及び
給与支給事務の委託可能な業
務の民間委託等を実施する。

基 礎 値

6人（関与職員の事務負担
軽減時間から積算）

関与職員の削減数

０％

未着手

・庶務事務システム調達に向け
た設計作業

・庶務事務システム調達に向け
た設計作業

未着手 未着手

予定通り進捗

・業務委託または人材派遣の
受入準備

・業務委託等に向けた検討
・非常勤職員による事務処理に
ついて検討

・業務委託へ向けての課題整
理

平成23年度

指 標

予定通り進捗 未着手

・庶務事務システム調達に向け
た検討、設計作業
・システム導入後における事務
委託化の検討

・庶務事務システム調達に向け
た検討、設計作業

平 成 ２ ３ 年 度

職員課

達 成 目 標

・業務委託または人材派遣の受
入について検討
（旅費支給事務・手当認定事務
等）
・業務委託または人材派遣の受
入

目 標 値
【 最 終 】

32 局

所 管 局

担 当 者

所 管 課最少経費で最大効果のサービス

　　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

民間開放の推進(個別業務)

総務局

№

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度

・業務委託または人材派遣の
受入について検討
・委託以外の方法の検討
・委託化実現へ向けたシステム
調達の準備

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

取組みの基本方向

庶務事務

内 容

0千円

0千円

進捗に遅れあり進捗 未着手

0千円

9,000千円

予定通り進捗

0千円

効 果 見 込 額

見 込 ま れ る
成 果

予定通り進捗

予定通り進捗

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

削 減 計 画

・業務委託等に向けた検討
・非常勤職員の任用による事務処理の
実施と検証
・委託が難しい事務の洗い出しと非常勤
職員の任用による処理の可能性の検討
・委託化実現に向けたシステム調達準備

第
３
四
半
期

・業務委託等に向けた検討
・非常勤職員の任用による事務
処理の実施（一部の事務につ
いて実施）と効果の検証

第
４
四
半
期

・業務委託へ向けての課題整
理

・業務委託または人材派遣の
受入
・業務委託による効果の検証

投入予定経費

0人

0千円

00%

0人

0

0人

・庶務事務システム調達に向け
た設計作業
・システム導入後における事務
委託化の検討

取
　
組
　
内
　
容

進捗

進捗

進捗

第
２
四
半
期

目標値【中間】
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0

0千円

0人

0千円

【取組みに対する評価】

■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■■■□□□□□■■■■■□□□□□

【今後の方針】

0千円

平成２４年度

システムデモなど庶
務事務システム導入
に向けた検討を実施
した。

405千円

非常勤職員の任用
（38人）により、委託
化を進める業務の検
証を実施した。

0千円

0人

職員総合情報システ
ムの機能に旅費算
定機能を追加（平成
24年度より稼動）

■■□□□□□□□□■■□□□□□□□□

実 績

効 果 額

削 減 人 員 0人

0%

0千円

合　　　計平成２２年度 平成２３年度

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

目 標 達 成 度

進 捗 度

投 入 経 費 187千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

0人

218千円

0%

　庶務事務全般のシステム化は、将来的には大きな事務負担軽減が見込めるが、対象となる事務が多岐にわたる
ことから、利用者となる職員の負担を増加させてしまうおそれもあるため、研修体制及び本稼動時期が重要である。
　また、各自のパソコンから申請等が可能となるが、環境が整っていない所属（消防・環境事業所等）の対応は、引
き続き検討が必要である。

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ｃ

局

経 営 評 価
委 員 会

評 価

評 価

Ｃ

【課題ほか】

【取組みに対する評価】

【所管局の方針に対する意見】

【評価結果を踏まえた対応方針】

　庶務事務の効率化を実現するためには、システム化を推進する必要があるが、より費用対効果が高いシステムと
なるよう、平成27年度の段階的なシステム稼動に向けた検討、設計作業を継続していく。

　職員総合情報システムの更新があったことから取組の着手が遅れ、
進捗に遅れがあったものの、関係機関を交え、庶務事務システムの導
入による効果、課題の整理を行い、共有したことからＣ評価とする。

【取組みに対する評価】

　より費用対効果の高いシステムとなるよう引き続き検討及び設計作
業を進める。

【所管局の方針】

　平成２２年度から業務委託等に向けた検討をしてきたが、平成２３
年度において、システム導入により事務の効率化を図ることとしたた
め、進捗に遅れが生じていることに加え、庶務事務システムとの連携
が必須となる職員総合情報システムを平成２４年４月に更新したこと
から、庶務事務システム調達に向けた設計作業の着手が遅れてしまっ
た。
　一方で、庶務事務システム導入の検討において、関係機関を交え、
システムデモによる稼動イメージの共有並びに導入効果(記載・計算
ミスの防止、チェックや搬送に係る事務・コストの削減等)や課題(シ
ステム導入に必要な環境等)の整理及び共有をすることができた。

　庶務事務システムの導入に向けた検討及び設計作業を継続してい
く。
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目標値【中間】 1園 0 ０

削 減 計 画 25人 0人 0人

効 果 見 込 額 65,000千円 0千円 0千円

投入予定経費 0千円 0千円 0千円

・方針に沿った取組み ・庁議による方針の決定

進捗 進捗に遅れあり 進捗に遅れあり 未着手

第
４
四
半
期

・次回民営化保育所の決
定
・保護者説明会実施

・方針に沿った取組み ・方針に沿った取組み

進捗 実施事項なし 進捗に遅れあり 進捗に遅れあり

進捗 実施事項なし 進捗に遅れあり 未着手

第
３
四
半
期

平 成 ２ ４ 年 度

・民営化実施（１園）
・次回民営化保育所の決
定
・保護者説明会実施

・民営化方針の検討
・方針に沿った取組み

・民営化方針の検討
・方針に沿った取組み

・庁議開催
・国の制度改正や本市の
待機児童対策等を踏まえ
た方針の検討

第
２
四
半
期

・国の制度改正や本市の
待機児童対策等を踏まえ
た方針の検討

進捗 進捗に遅れあり 進捗に遅れあり

５園 平成26年度

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

・庁議開催

担 当 者 水野

達 成 目 標
　平成２１年度実施の公立保育
所あり方の検討結果に基づき、
推進する。

指 標 保育所の民営化数

基 礎 値 ３園 平成21年度

目 標 値
【 最 終 】

33 局

取
組
み
の
内
容

内 容
　「公立保育所活性化・民間移管計画」に基づく４園目の民営化を実施するとともに、公
立保育所の新たな民営化を推進する。

見 込 ま れ る
成 果

  民営化により生じる人材、財源の有効活用と民間ノウハウの活用によるサービス向上
が図られる。

取組みの基本方向 民間開放の推進（個別業務）

基 本 的 な 視 点 最少経費で最大効果のサービス 所 管 課 保育課

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

取 組 項 目 公立保育所の民営化 所 管 局 健康福祉局

№
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【評価結果を踏まえた対応方針】

　今後の公立保育所の民営化については、都市経営指針実行計画に位置付けた平成29年度に１園の民営化を
目標とし、平成27年4月から本格施行が予定されている「子ども・子育て支援新制度」の具体的な内容を踏まえ進
めることとする。

【課題ほか】

　平成27年4月から「子ども・子育て支援新制度」への移行が予定されているが、国の子ども・子育て会議におい
て、現在、新制度の具体的な検討が行われているところであり、今後の民営化について、新制度への移行も踏ま
え、具体的な検討を進めていく必要がある。

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

【取組みに対する評価】 評 価

　今後の公立保育所の民営化については、国が進める新制度の検討状
況を踏まえながら推進する。また、平成25年度に策定を予定している
都市経営指針実行計画において、平成29年度に１園の民営化を目標と
する。

経 営 評 価
委 員 会

局

【取組みに対する評価】 評 価

　公立保育所の民営化方針については、今後の公立保育所の果たすべ
き役割などを勘案することが不可欠であることから、現在、国におい
て検討が進められている新制度の内容を見極めながら検討を進める。

【所管局の方針】

【所管局の方針に対する意見】

【取組みに対する評価】 評 価

■■■■□□□□□□

　現在、国において平成27年度から移行が予定されている「子ども・
子育て支援新制度」の検討が進められており、民営化の推進について
も国が進める制度改正等を踏まえた取り組みが必要である。そのた
め、今後の民営化方針の検討については、国の検討状況等を注視しな
がら、平成25年度以降も継続して行うこととしたため、年次計画に遅
れが生じた。 Ｃ【今後の方針】

　今後の公立保育所の民営化については、「子ども・子育て支援新制
度」への移行も踏まえ、具体的な検討を進めていく。平成25年度に策
定を予定している都市経営指針実行計画において、平成29年度に１園
の民営化を目標とする旨で調整を行う。

Ｃ

進 捗 度 ■■■■■□□□□□■■■■□□□□□□■■■■□□□□□□

効 果 額 の
積 算 根 拠

公立保育所と民間保
育所の運営経費の
比較により積算した
額

0人 25人

実 績 1園 0 0

削 減 人 員 25人 0人

0千円 0千円

効 果 額 65,000千円 0千円 0千円 65,000千円

0千円

平成２４年度 合　　　計

・民営化実施（１園） 内部検討

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

平成２２年度 平成２３年度

投 入 経 費 0千円

目 標 達 成 度 ■■■■■■■■■■■■■■□□□□□□
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最少経費で最大効果のサービス

進捗に遅れあり

第
４
四
半
期

0千円 0千円

・　運営主体についての
　基本的な方向性につ
　いての考え方の庁内
　合意

・委員会で検討
・方向性の明示
・アクションプランへの反映

・　市の基本的な方向性の
　決定及び具体化に向け
　ての内容検討

基 礎 値

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度

平成２２年度の方向性を明示

達 成 目 標

取
　
組
　
内
　
容

予定通り進捗

・　民間活力導入による
 視点での運営主体につ
 いての関係課等による
 検討

・　決定した基本的な方
　向性を具体化するため
　の内容検討

34

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

取組みの基本方向

№

内 容

見 込 ま れ る
成 果

目 標 値
【 最 終 】

委

予定通り進捗

・　決定した基本的な方
　向性を具体化するため
　の内容検討

・　まとめた素案について
　審議会等への意見聴取
　の実施
・　庁議（関係課長会議）
　の実施

・　庁議（局経営会議）の
　実施
・　計画素案の意思決定

進捗に遅れあり 進捗に遅れあり

・　決定した基本的な方向性を
　具体化するための内容検討
・　検討した内容について障害
　者施策推進協議会への意見
　聴取

目標値【中間】

削 減 計 画

予定通り進捗

進捗に遅れあり 予定通り進捗進捗に遅れあり

・　民間活力導入による
 視点での運営主体に
 ついての陽光園内で
 の再検証

・　法改正を踏まえた施設配
　置計画及び運営主体の検
　討
　　併せて療育センター再整
　備計画案策定作業実施

0千円

予定通り進捗

指 標

・　基本的な方向性の具体
　化に向けての内容検討
　及びまとめ

平 成 ２ ４ 年 度

・　法改正を踏まえた施設配
　置計画及び運営主体の検
　討
　　併せて療育センター再整
　備計画案策定作業実施

予定通り進捗

平 成 ２ ３ 年 度

桑原

陽光園のあり方の検討

所 管 課

所 管 局

担 当 者

・　運営主体についての
　基本的な方向性につい
　ての考え方の庁内合意

平成２１年度の、本市療育支援体
制における陽光園の役割・機能の
整理、今後の管理・運営方法の検
討に基づき、平成２２年度に、外部
委員を入れた検討委員会で、陽光
園の機能や運営方法について検討
を行い、方向を明示する。

進捗

進捗

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

　今後、陽光園が果たすべき役割と機能を整理し、それを踏まえて、民間活力導入につ
いて検討を行う。

　平成２２年度方向性の決定を受け明示する。

民間開放の推進

健康福祉局

陽光園

進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー
ル

第
１
四
半
期
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Ｂ

Ｂ

【評価結果を踏まえた対応方針】

■■■■■□□□□□■■■■■■■□□□

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

目 標 達 成 度 ■■■■■■■□□□

削 減 人 員

民間活力の導入に際しては、経費の最小化のみならず最大効果のサービスが提供できるよう、民間と行
政の役割分担の明確化や連携体制の確立が必要である。

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ｂ

【課題ほか】

平成25年5月に策定した｢療育センター再整備方針｣に基づき、本市｢公共施設の保全・利活用基本指
針｣と整合を図りながら、再整備基本計画の検討を進める。また、今後、類似施設の検討時の参考事例と
なるよう、課題となった事項や対応策などについて、順序立てて整理を行う。

　再整備方針については、平成25年度早期に策定する。また平成25年
度に策定を予定している都市経営指針実行計画においても、引き続き
民間活力の導入や再整備に向けた取り組みを位置付け、サービスの向
上と業務の効率化を図る。

【所管局の方針に対する意見】

局

0千円

0千円

0人

　再整備方針の策定について、庁議における意見を踏まえ、附属機関
により障害者団体や市民、学識経験者等から意見聴取を行ったことな
どから、平成24年度内の決定には至らなかったが、平成25年度早期に
上部庁議に諮り、方針策定を行う準備を整えた。

【取組みに対する評価】

経 営 評 価
委 員 会

一部に進捗の遅れはあるが、法改正対応・関係諸団体の意見聴取など
必要な手順を踏んでおり、B評価とする。

先送りとした再整備方針の策定、および基本計画の検討を順次、着実
に進めていただきたい。また、類似施設の検討の際の参考とするため
に、事例の整理をお願いしたい。

進 捗 度 ■■■■■■■□□□■■■■■■□□□□

　第3四半期までは、予定どおり検討を進めた。第4四半期の庁議（関
係課長会議）において、策定する「療育センター再整備計画」を「療
育センター再整備方針」とするとともに、上部庁議（局経営会議）に
諮る前に、障害者団体等で構成される障害者施策推進協議会から意見
聴取することとなったため、決定は次年度へ先送りとなった。

【所管局の方針】

・　市の基本的な方向性
　の決定及び具体化に向
　けての内容検討

Ｈ24年4月の児童福祉法改正
を踏まえた療育センター再整
備方針案についての検討及
び障害者施策推進協議会等
への意見聴取

・　陽光園の機能の見直し
による運営主体の基本的
な方向性の庁内検討及び
庁議の開催

平成２４年度 合　　　計

投 入 経 費 0千円

平成２２年度 平成２３年度

0千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

0千円

実 績

効 果 額

評 価

　平成25年度に、相模原市立療育センター再整備方針を策定し、策定
した方針に基づき取り組みを進める。また、平成26年度には、再整備
に向けた基礎調査等を行い、再整備基本計画検討委員会を設置し検討
を進める。

■■■■■■■■□□

【所管課の方針】

【取組みに対する評価】

評 価【取組みに対する評価】
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進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
３
四
半
期

0千円0千円 0千円

平成25年度に指定管理
者制度を導入する

民間開放の推進（個別業務）

指 標

市民局

区政支援課

堂園

平 成 ２ ４ 年 度

所 管 局

担 当 者

所 管 課

より適切かつ確実なサービスを提供するため、斎場の運営形態を検討する。

適切かつ確実なサービスを継続的に提供できる。

平成２２年度に運営形態を検討
する。

進捗に遅れあり

検討結果に基づく運営形
態の導入準備

関係団体との調整

0千円 0千円 0千円

0人 0人 0人

目標値【中間】 運営形態の検討 運営形態の決定

第
１
四
半
期

関係団体との調整

庁内調整

未着手進捗

第
２
四
半
期

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

最少経費で最大効果のサービス

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

取組みの基本方向

斎場の運営形態の検討

委35№
　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

運営形態の検討
アクションプランへの反映

検討結果に基づく運営形
態の導入準備

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

関係団体との調整

庁内調整
関係団体との調整

庁内調整
関係団体との調整

関係団体との調整

予定通り進捗 予定通り進捗 進捗に遅れあり

関係団体との調整

予定通り進捗 予定通り進捗 進捗に遅れあり

関係団体との調整
アクションプランへの反映

庁内調整
導入準備

関係団体との調整

進捗 進捗に遅れあり 進捗に遅れあり 進捗に遅れあり

第
４
四
半
期

 

削 減 計 画
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0千円

評 価

平成２４年度

【所管局の方針】

進捗に遅れがあるが、指定管理制度の導入方針について、概ね合意を
得るなど一定の成果が認められる。

【取組みに対する評価】

一部の制度導入に対する不安に応えるため、引き続き指定管理に係る
協定書案等に基づく具体的な説明を通じて関係団体との調整を図り、
平成２７年度の制度導入に向けて、準備を進める。

平成２２年度 平成２３年度 合　　　計

0千円

庁内調整
関係団体との調整

庁内調整
関係団体との調整

0千円

庁内調整
関係団体との調整

効 果 額 0千円

削 減 人 員 0人

実 績
運営形態を

内部的に定めた

0千円

0人
関係団体との調整で、概
ねの合意形成が図れた。

関係団体との調整で、概
ねの合意形成が図れた。

0千円

0人 0人

0千円

平成２７年度の指定管理制度の導入に向けて、関係機関との調整など準備を進める。

平成２７年度の指定管理制度の導入に向けて、関係機関との調整など
準備を進める。

指定管理制度の導入方針に基づき、関係団体との調整を進め、概ねの
合意は得られたが、一部の制度導入に対する不安に応えるため、引き
続き説明を行い、調整を図ることとした。

【評価結果を踏まえた対応方針】

【取組みに対する評価】

【所管局の方針に対する意見】

進捗に遅れはあるが、制度導入に対する不安解消について関係団体と
の調整を継続実施しており、B評価とする。

■■■■■■■□□□

投 入 経 費

■■■■■■■□□□

■■■■■■■■□□

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

目 標 達 成 度 ■■■■■■■□□□

進 捗 度

評 価

経 営 評 価
委 員 会

0千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

【取組みに対する評価】

【今後の方針】

速やかに制度導入が図られるよう取り組んでいただきたい。また、類
似施設の検討の際の参考とするために、事例の整理をお願いしたい。

■■■■■■■□□□

Ｂ

Ｂ

【課題ほか】

■■■■■■■■□□

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ｂ

局
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・計画的・段階的な民間
委託の検討・調整
・民間委託の適宜実施

予定通り進捗

投入予定経費

第
３
四
半
期

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
２
四
半
期

第
４
四
半
期

進捗

進捗

進捗

最少経費で最大効果のサービス

廣井

第
１
四
半
期

所 管 課

担 当 者

・計画的・段階的な民間
委託の検討・調整
・民間委託の適宜実施

基 本 的 な 視 点

・計画的・段階的な民間
委託の検討・調整

環境経済局

平成２３年度以降委
託実施

平成22年度

平成24年度

予定通り進捗

業務の民間委託により、行政コストの削減と行政サービスの向上が図られる。

予定通り進捗

廃棄物政策課

予定通り進捗

　一般ごみ収集業務の計画的・段階的な民間委託に取り組む。

民間開放の推進

46,597千円

予定通り進捗

平成２３年度以降委託実施

予定通り進捗 予定通り進捗

0千円

93,195千円

・計画的・段階的な民間
委託の検討・調整
・民間委託の適宜実施

指 標

計画的・段階的な民間委託を実
施する。

平 成 ２ ４ 年 度

見 込 ま れ る
成 果

・計画的・段階的な民間
委託の検討・調整
・民間委託の適宜実施

・計画的・段階的な民間
委託の検討・調整
・民間委託の適宜実施

削 減 計 画

効 果 見 込 額

・計画的・段階的な民間
委託の検討・調整

・計画的・段階的な民間
委託の検討・調整
・民間委託の適宜実施

平 成 ２ ３ 年 度

0千円

・計画的・段階的な民間
委託の検討・調整
・民間委託の適宜実施

・計画的・段階的な民間
委託の検討・調整

・計画的・段階的な民間
委託の検討・調整

・計画的・段階的な民間
委託の検討・調整
・民間委託の適宜実施

取組みの基本方向

達 成 目 標

・計画的・段階的な民間
委託の検討・調整

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度

・計画的・段階的な民間
委託の検討・調整

目 標 値
【 最 終 】

0人

28,403千円

予定通り進捗

56,805千円

予定通り進捗

0 平成２３年度以降委託実施

16人

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

所 管 局一般ごみ収集業務

16人

内 容

基 礎 値

局36№

取 組 項 目

取
組
み
の
内
容

進捗 予定通り進捗 予定通り進捗

平成２３年度以降委託実施目標値【中間】
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合　　　計

計画的・段階的な民
間委託の実施

平成２４年度

【所管局の方針に対する意見】

直営収集に係る経費
（人件費、車両等）と
委託費との差額

直営収集に係る経費
（人件費、車両等）と
委託費との差額

■■■■■■■■■■

評 価

16人

【評価結果を踏まえた対応方針】

平成２２年度 平成２３年度

投 入 経 費取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

【課題ほか】

　行政コストの削減という観点だけではなく、安定的な市民サービスの継続的な提供のために、ごみ収
集業務の民間への委託化を進める。

　単なる行政コストの削減だけにとらわれず、安定的な市民サービス
を継続的に提供しつつ、今後もごみ収集業務を段階的に民間へ委託す
る。

　平成23年度10月より一般ごみ収集の民間委託を実施しているが、安
定的に業務が行われており、市民サービスの低下は認められない。
　平成24年度については、平成25年度以降の実施エリアの拡大につい
て調整を行った。

■■■■■■■■■■進 捗 度 ■■■■■■■■■■

局

【取組みに対する評価】

　段階的な実施エリアの拡大に向け、順調に取組が図られていると考
える。

目 標 達 成 度

【取組みに対する評価】

平成25年度10月から委託エリアの拡大を行う予定。

■■■■■■■■■■

削 減 人 員 0人

0千円

実 施 内 容 計画的・段階的な民
間委託の実施

93,195千円

56,805千円

16人

実 績

効 果 額

計画的・段階的な民
間委託の検討・調整

効 果 額 の
積 算 根 拠

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ａ

【取組みに対する評価】

経 営 評 価
委 員 会

計画的・段階的な民
間委託の検討・調整

■■■■■■■■■■

16人

0千円

■■■■■■■■■■

85,208千円)

計画的・段階的な
民間委託の実施

46,597千円

28,403千円

Ａ

【今後の方針】

139,792千円

【所管局の方針】

計画的・段階的な
民間委託の実施

評 価
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目標値【中間】 13校 13校 14校

削 減 計 画

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗

第
４
四
半
期

0人 1人

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗

・実施効果の確認
・第３四半期の検討結果
に基づき平成２４年度の
導入準備等を行う

・事業全体を総括し、
平成２５年度以降の当該
事業のあり方を検討す
る。

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗

予定通り進捗

・実施校へのヒアリング
・平成２４年度導入等に
ついての検討

・実施効果の確認
・事業全体を総括し、
平成２５年度以降の当該
事業のあり方を検討す
る。

学校管理業務

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

・１校実施
・導入済み校の検証
・導入準備

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

局37№

取組みの基本方向

所 管 局

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

最少経費で最大効果のサービス

平成24年度

・経過観察

・経過観察
・実施効果、委託内容等
について精査検討

・実施校へのヒアリング
・事業全体を総括し、
平成２５年度以降の当該
事業のあり方を検討す
る。

5,418千円 0千円

2,422千円 0千円 1,847千円

1人

5,418千円

教育局

学校施設課

石原

平 成 ２ ４ 年 度

予定通り進捗

・１校実施

・経過観察
・事業全体を総括し、
平成２５年度以降の当該
事業のあり方を検討す
る。

担 当 者

所 管 課

アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

学校作業員の業務について、退職者不補充を原則とし、順次、民間委託を実施する。

業務の民間委託により、行政コストが削減されるとともに、学校の実情にあった業務を
行うことができる。

順次、民間委託を実施する。

実施学校数

12校

14校

平成21年度

民間開放の推進（個別業務）

指 標

進捗

進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

進捗
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局

評 価

経 営 評 価
委 員 会 【所管局の方針に対する意見】

A

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

A

評 価

実 施 内 容

目 標 達 成 度 ■■■■■■■■■■

【取組みに対する評価】

【評価結果を踏まえた対応方針】

【課題ほか】

  評価結果を踏まえ、民間委託から再任用・非常勤職員体制に変更する。

　「最小経費で最大効果のサービス」を継続させるとともに、行政コ
ストの更なる削減を図ることを目的として、民間委託から再任用・非
常勤職員体制に変更する。

　平成２４年度、新規１校に導入し、正規職員１名の削減を図った。

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

人件費（7,170千円）
－委託落札額（5,229
千円）

【取組みに対する評価】

進 捗 度

人件費（7,840千円）
－委託落札額（5,229
千円）

■■■■■■■■■■

投 入 経 費 5,229千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

新規１校への民間委
託の導入を実施し
た。

実 績 13校

効 果 額 2,611千円

削 減 人 員 1人

0千円 5,229千円

導入済み校の実施
効果を確認し、平成
２４年度の導入準備
を行った。

新規１校への民間委
託の導入を実施し
た。

平成２４年度

【所管局の方針】

　計画的に民間開放を進める中で、基本的な視点である「最小経費で
最大効果のサービス」を実現できた。また、これまでの実績を踏まえ
事業を総括し、平成25年度以降の当該業務について、より良い在り方
の体制を決定することが出来た。

【取組みに対する評価】

　当該業務の効果・内容・課題との整理・検討を行った結果、民間委
託では、教職員から作業員に直接指示を出すことができないことや、
さらにコスト削減を図るため、民間委託から再任用・非常勤職員体制
に変更する。

平成２２年度 平成２３年度 合　　　計

10,458千円

【今後の方針】

1,941千円

1人

4,552千円

2人

13校 14校

0千円

0人
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進捗

進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

第
３
四
半
期

民間開放の推進（個別業務）

教育局

40,079千円

予定通り進捗

単独校化する大沼小学
校の小学校給食調理業
務を民間委託により実施

・２５年度に委託する相武
台小給食室の新築工事
の進行管理

15,015千円 19,719千円

・２４年度に委託する大沼
小給食室の新築工事の
進行管理

・２５年度に委託する相武
台小給食室の新築工事
の進行管理

　業務の民間委託により、行政コストを削減するとともに、低学年児童が給食の運搬に
係る作業の軽減と安全確保が図られる。

民間委託を計画的に実施する。

実施小学校、センター数

２０校、２センター

２１校、２センター

平成21年度基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

学校保健課

三好

平 成 ２ ４ 年 度

6,391千円 10,165千円

平成25年度

21,189千円

0人 0人 0人

見 込 ま れ る
成 果

指 標

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

最少経費で最大効果のサービス

取組みの基本方向

　小学校給食調理業務について、原則として退職者不補充とし、順次民間委託を推進
する。

所 管 局

担 当 者

所 管 課

小学校給食調理業務

取
　
組
　
内
　
容

平 成 ２ ３ 年 度

単独校化する大野北小
学校の小学校給食調理
業務を民間委託により実
施

・２４年度に委託する大沼
小給食室の新築工事の
進行管理

・２３年度に委託する大野
北小給食室の新築工事
の進行管理

予定通り進捗

局38№

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度

単独校化した光が丘小学
校の小学校給食調理業
務を民間委託により実施

内 容

達 成 目 標

アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

進捗に遅れあり

・２５年度に委託する相武
台小給食室の新築工事
の進行管理

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗

・２３年度に委託する大野
北小給食室の新築工事
の進行管理

・２４年度に委託する大沼
小給食室の新築工事の
進行管理

予定通り進捗 進捗に遅れあり

・相武台小給食調理業務
委託の入札

進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗

第
４
四
半
期

・大野北小給食調理業務
委託の入札

・大沼小・鶴園小給食調
理業務委託の入札

目標値【中間】 ２１校 ２１校 ２４校

削 減 計 画

75



Ａ

【今後の方針】

21,189千円

平成２４年度

【所管局の方針】

　更なる民間開放の推進が図られ、当該業務の効率的な運用が実現出
来た。また、当初の目標以上に民間委託を実施出来たことにより、更
なる行政コストの削減が図られた。

【取組みに対する評価】

　センター校の単独校化を今後も実施する際には、給食調理業務を民
間委託で実施する。

平成２２年度 平成２３年度

19,719千円 40,079千円

単独校化した大野北小
学校の小学校給食調
理業務を民間委託によ
り実施した。

単独校化した大沼小学
校と、改築した鶴園小学
校の小学校給食調理業
務を民間委託により実
施した。

0人

74,813千円

単独校化した光が丘小
学校の小学校給食調
理業務を民間委託によ
り実施した。

合　　　計

直営で実施したとき
の経費から委託料を
控除して求めた

■■■■■■■■■■

投 入 経 費 15,015千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

実 績 ２１校

効 果 額 6,391千円

削 減 人 員 0人

２２校 ２４校

10,165千円

0人 0人

 給食調理員は退職者不補充として、給食調理業務の民間委託を順次実施していくこととする。

　学校現場の状況等を踏まえながら、基本的な視点である「最小経費
で最大効果のサービス」の実現を目指す。

　清新学校給食センターのセンター校である大沼小学校を単独校化し
たが、給食調理業務を民間委託で実施することにより効率的な運営が
実施できることとなった。また、改築工事を実施した鶴園小学校につ
いても、直営から民間委託で実施することとした。

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

【評価結果を踏まえた対応方針】

進 捗 度

評 価

直営で実施したとき
の経費から委託料を
控除して求めた

直営で実施したとき
の経費から委託料を
控除して求めた

37,745千円

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

目 標 達 成 度 ■■■■■■■■■■

【取組みに対する評価】

【所管局の方針に対する意見】

【取組みに対する評価】

入札時における低価格競争とならないよう、平成２５年度から公契約条例の対象業務とした。

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ａ

局

評 価

経 営 評 価
委 員 会

【課題ほか】
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アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

取 組 項 目 中学校給食調理業務 所 管 局 教育局

№ 39 局

基 本 的 な 視 点 最少経費で最大効果のサービス 所 管 課 学校保健課

取組みの基本方向 民間開放の推進（個別業務） 担 当 者

取
組
み
の
内
容

内 容
　旧相模原市、相模湖町及び藤野町の中学校３０校に弁当併用デリバリー方式の完全
給食を導入するにあたり、民間委託で実施する。

見 込 ま れ る
成 果

　生徒の健康の増進や望ましい食習慣が育成されるとともに、業務の民間委託により、
行政コストが削減される。

達 成 目 標
　平成２２年度から中学校の完
全給食の導入を民間委託で計
画的に実施する。

指 標 対象中学校３０校の完全給食実施率

基 礎 値 ０校 平成21年度

目 標 値
【 最 終 】

３０校 平成23年度

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

・北部地域１５校の給食
開始に向けた準備

第
２
四
半
期

・南部地域１５校の給食
開始（１１月１日）に向け
た準備

平 成 ２ ４ 年 度

・１５校で導入
・導入済み校の検証
・１５校で導入

進捗 予定通り進捗

・北部地域１５校の給食
開始に向けた準備

進捗 予定通り進捗 予定通り進捗

第
３
四
半
期

・２３年度に開始する給食
調理業務委託業者の選
考
・南部地域１５校の給食
開始（１１月１日）

・北部地域１５校の給食
開始

進捗 予定通り進捗 予定通り進捗

第
４
四
半
期

・北部地域１５校の給食
開始（２３年秋）に向けた
準備

進捗 予定通り進捗

投入予定経費 135,000千円 198,000千円

効 果 見 込 額 22,194千円 32,551千円

削 減 計 画 0人 0人

目標値【中間】 １５校 ３０校
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取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

平成２２年度 平成２３年度

投 入 経 費 68,911千円

削 減 人 員 0人 0人

平成２４年度 合　　　計

南部地域の１５校で
中学校給食調理業
務を委託により実施
した。

北部地域の１５校で
中学校給食調理業
務を委託により実施
した。

154,006千円

効 果 額 11,329千円 13,981千円 25,310千円

85,095千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

単独校方式とデリバ
リー方式との比較に
より求めた。

単独校方式とデリバ
リー方式との比較に
より求めた。

0人

実 績 １５校 ３０校

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

【取組みに対する評価】 評 価

進 捗 度 ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

目 標 達 成 度 ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

【所管局の方針に対する意見】

【今後の方針】

局

【取組みに対する評価】 評 価

【所管局の方針】

【評価結果を踏まえた対応方針】

【課題ほか】

経 営 評 価
委 員 会

【取組みに対する評価】 評 価

完 了
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146,600千円0千円

21人

0千円

進捗に遅れあり 予定通り進捗

- - 100％

0千円

0人

20,444千円

0人

モニタリングによる検証

0千円

委託業務の内容の決定

窓口業務委託の実施

予定通り進捗 進捗に遅れあり 予定通り進捗

検討のまとめ 組織体制の決定

委託業者の選考
四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

進捗

投入予定経費

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

効 果 見 込 額

進捗

第
４
四
半
期

№

最少経費で最大効果のサービス

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

内 容

局40

取
組
み
の
内
容

取組みの基本方向

図書館業務

アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

教育局

図書館所 管 課

所 管 局

第
１
四
半
期

・庁内検討委員会による受託者
の業務評価
・委託実施済み図書館のモニタ
リング
・市立図書館の委託可能業務
の検討

窓口業務委託の実施

予定通り進捗

委託可能な業務の検討

進捗

目標値【中間】

削 減 計 画

予定通り進捗

・庁内検討委員会による受託者
の業務評価
・委託実施済み図書館のモニタ
リング
・市立図書館委託業者の選考

図書館窓口業務の非常勤化及び民間委託を拡大する。

非常勤化及び民間委託により、行政コストの削減と民間のノウハウを活用した各種事
業の開催など更なる行政サービスの向上が図られる。

委託内容の検討

平成21年度

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

平成２４年度から市立図書館の
窓口業務委託を実施する。

委託業者の選考

担 当 者

委託内容の検討

目 標 値
【 最 終 】

平 成 ２ ４ 年 度

民間開放の推進（個別業務）

指 標

平本

基 礎 値

見 込 ま れ る
成 果

・市立図書館委託実施
・庁内検討委員会による受託者
の業務評価
・委託実施済の図書館のモニタ
リング

図書館の職員の削減（橋本、市立図書館）

正規職員34人・相談員28人
非常勤7,510人（年）

正規職員22人・相談員13人
非常勤0人（年）

達 成 目 標

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

進捗

平成24年度

予定通り進捗

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗
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評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ａ

局

【取組みに対する評価】

【課題ほか】

平成24年度に市立図書館の窓口業務委託を実施することが出来た。今後も引き続き窓口業務委託を
実施していく。

　平成24年10月から予定どおり窓口業務等の一部を民間委託した。
　また、最終目標値をさらに引き上げるため取組を進めた結果、利用
相談員を当初目標であった13人体制から０人体制まで削減することが
出来、職員の削減に伴うコスト削減が図られた。

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

目 標 達 成 度 ■■■■■■■■■□

投 入 経 費 0千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

進 捗 度

モニタリングによる検
証、委託業務内容の
検討

16人

0千円

0人

■■■■■■□□□□

■■■■■■■■■■

150,272千円

3,117千円

委託業務内容の検
討

■■■■■■□□□□

0

■■■■■■■■■■

窓口委託料
(市立、橋本) 147,155千円
人件費削減額
                   150,272千円
効果額　　　　△3,117千円

0人 16人

【取組みに対する評価】

【所管局の方針】

　窓口業務を民間委託化したことにより、行政コストの削減及び行政
サービスの向上が図られた。また、業務の更なる効率化を図るため、
当初の目標値を変更するなど取組を推進することが出来た。

■■■■■■■■□□

評 価

　市立図書館の窓口業務委託を実施することが出来た。

実 績 0

効 果 額 0千円

削 減 人 員

【評価結果を踏まえた対応方針】

評 価

経 営 評 価
委 員 会 【所管局の方針に対する意見】

【取組みに対する評価】

　3図書館における窓口業務委託は、完了した。

【今後の方針】

3,117千円

平成２４年度

Ａ

平成２２年度

窓口業務委託の実
施

147,155千円

平成２３年度 合　　　計

0千円 147,155千円
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第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

削 減 計 画

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

　「情報マネジメント推進計画」を推進するための具体的事業を平成22年度に決定し、
「利便・活力・効率」の向上を図る。

　市民の視点に立った情報の効果的活用を行うことにより、「市民の利便、地域の活
力、行政の効率」の向上を図ることができる。

「情報マネジメント推進計画」に
設定する成果指標の中間目標
（平成２４年度）を達成する。

情報マネジメント推進
計画のとおり

電子市役所の実現

指 標

企画財政局

情報政策課

阿部

平 成 ２ ４ 年 度

所 管 課

担 当 者

効 果 見 込 額

具体的事業の実施

・具体的事業の継続検討
・決定済事業の実施

予定通り進捗

・具体的事業の継続検討
・決定済事業の実施
・推進体制による進捗管
理

予定通り進捗

進捗に遅れあり

予定通り進捗

・具体的事業の継続検討
・決定済事業の実施

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

予定通り進捗

・具体的事業の継続検討
・決定済事業の実施
・推進体制による進捗管
理

推進体制による具体的事
業の検討

・具体的事業の継続検討
・決定済事業の実施

具体的事業の実施

推進体制による具体的事
業の検討

具体的事業の検討と決
定
具体的事業の実施

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

達 成 目 標

内 容

取
　
組
　
内
　
容

進捗

進捗

進捗

投入予定経費

局41№

・具体的事業の継続検討
・決定済事業の実施

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

進捗に遅れあり

予定通り進捗

取組みの基本方向

予定通り進捗

推進体制による具体的事
業の検討・決定

・具体的事業の継続検討
・決定済事業の実施

・具体的事業の継続検討
・決定済事業の実施

予定通り進捗

所 管 局情報マネジメント推進計画の推進

年 次 計 画

最少経費で最大効果のサービス

予定通り進捗

第
４
四
半
期

進捗 進捗に遅れあり

目標値【中間】
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Ａ

平成２３年度 合　　　計

0人

■■■■■■■■□□

投 入 経 費 0千円

・推進体制による進
捗管理を実施
・一部の事業に着手

・推進体制による進
捗管理を実施
・決定済事業に着手

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績 効 果 額 の

積 算 根 拠

事業計画を策定した
ほか、電子申請の推
進等4事業に着手

効 果 額

削 減 人 員

【取組みに対する評価】

0千円

・推進体制を設置し、
具体的事業計画を
検討
・一部の事業に着手

■■■■■■□□□□■■■■■■■■■□目 標 達 成 度 ■■■■■■■■□□

【取組みに対する評価】

所管課方針のとおり。

進捗度及び目標達成度は、情報マネジメント推進計画（Ｈ22～26）に
位置づけている１４の取組について、平成24年度の取組内容を評価し
た結果、ほぼ予定どおり進捗したことからＡ評価とした。

【所管局の方針】

進 捗 度 ■■■■■■□□□□■■■■■■■■■□

実 施 内 容

実 績
さがみはら地域ポー
タルサイトの開設な
ど個別事業を実施

基幹システム最適化
基本計画の策定など
個別事業を実施

平成２４年度平成２２年度

局

評 価

【取組みに対する評価】

【所管局の方針に対する意見】

評 価

【今後の方針】

本計画の最終年次が平成26年度であることから、引き続き推進体制に
よる進捗管理を実施し、本計画に位置付けた個別事業の円滑な実施を
図るものとする。

情報マネジメント推進計画に基づく取組が実施されていることから、
所管課評価のとおりとする。

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ａ

経 営 評 価
委 員 会

【評価結果を踏まえた対応方針】

【課題ほか】

本計画の最終年次が平成26年度であることから、引き続き推進体制による進捗管理を実施し、本計画
に位置付けた個別事業の円滑な実施を図るものとする。
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削 減 計 画

進捗

進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

4,047千円

　　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

　市議会本会議中継（平成17年6月開始）に加え、常任委員会等についても議会ホーム
ページ上で閲覧できるようにする。

議会活動をより広く、多くの市民へ公開し、議会及び市政への関心、理解を深める。

平成２３年度からインターネット
による委員会中継を実施する。

委員会録画中継アクセス件数

0件

36,000件／年

電子市役所の実現

指 標

議会局

議事課

木幡

平 成 ２ ４ 年 度

導入効果の検証

平成24年度

担 当 者

所 管 課

64,451千円

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

最少経費で最大効果のサービス

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

局42№

取組みの基本方向

所 管 局インターネットによる市議会委員会中継

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

予算要求

・委員会中継実施
・データ調整委託
・システム調整委託
・システム使用料

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

・仕様の検討
・関係各課との調整

・映像設備設計委託

予定通り進捗 予定通り進捗

予定通り進捗

・仕様の検討
・予算要求

・映像設備修繕
・システム調整委託

予定通り進捗 予定通り進捗

・仕様の詳細の検討
・インターネットによる委
員会中継の実施

・平成２４年度視聴件数
の集計及び検証

進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗

第
４
四
半
期

目標値【中間】
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平成２４年度

【所管局の方針】

所管課評価のとおり。

【取組みに対する評価】

　導入当初の目的は達成したが、近年、スマートフォンやタブレット端末など
が急速に普及していることから、こうした多様な機器から等しく議会中継にア
クセスできるようなマルチデバイス化を検討する。

平成２２年度 平成２３年度 合　　　計

32,022千円 3,096千円

・委員会中継の実施 導入効果の検証

35,118千円

・予算要求

実 績

効 果 額

削 減 人 員

進 捗 度 ■■■■■■■■■■

投 入 経 費 0千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

0千円

0人

【課題ほか】

　　評価に記載のとおり、導入当初の目的は達成できたことから、今後は、多様な機器から議会中継に
アクセスできるようなマルチデバイス化を検討し、さらなる閲覧環境の整備に努める。

所管課方針のとおり。

　導入前の本会議視聴件数（平成22年度63,662件）に対し、平成24年度の
本会議・委員会視聴件数は、100,758件と約37,000件の視聴件数増となり、
目標値を上回ることができた。

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

経 営 評 価
委 員 会

評 価

【評価結果を踏まえた対応方針】

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

目 標 達 成 度 ■■■■■■■■■■

【所管局の方針に対する意見】

【取組みに対する評価】

Ａ

【今後の方針】

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ａ

局

評 価

【取組みに対する評価】

84



第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

１人

窓口サービス等の向上

指 標

削 減 計 画

進捗

進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

平 成 ２ ４ 年 度

平成24年度

所 管 局

担 当 者

所 管 課

税務窓口について民間委託や非常勤職員、再任用職員等の活用を進める。

窓口業務の合理化・効率化によるサービス向上とともに、行政コストの削減が図られ
る。

正規職員削減数

2,070千円

非常勤職員の選考
（市民税課実施：６人）

予定通り進捗

正規職員１人

7,840千円

取
組
み
の
内
容

取組みの基本方向

税務窓口の効率的な事務執行体制の確立

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

順次、窓口業務の民間委託化
等を実施する。

局43№

最少経費で最大効果のサービス

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

　　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

企画財政局

市民税課

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

政令指定都市移行後の
事務執行体制の検証

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

第
４
四
半
期

非常勤職員の活用

予定通り進捗

目標値【中間】 100%

非常勤職員の活用

進捗 予定通り進捗
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Ｈ22評価

【今後の方針】

平成２４年度

【所管局の方針】

【取組みに対する評価】

平成２２年度 平成２３年度

非常勤職員の活用

合　　　計

実 績 正規職員１人減

効 果 額 7,840千円

削 減 人 員 正規職員１人

2,070千円

7,840千円

0人

【課題ほか】

【評価結果を踏まえた対応方針】

【取組みに対する評価】

【所管局の方針に対する意見】

評 価

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

目 標 達 成 度 ■■■■■■■■■■

進 捗 度 ■■■■■■■■■■

投 入 経 費 2,070千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

【取組みに対する評価】

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

局

評 価

経 営 評 価
委 員 会

完 了
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目標値【中間】

進捗に遅れあり 進捗に遅れあり

第
４
四
半
期

0人 0人

予定通り進捗 進捗に遅れあり 進捗に遅れあり

削 減 計 画

窓口体制の検証 準備 見直し検討結果のまとめ

進捗 予定通り進捗

区民課等との調整
関係課による打合せ
（５回開催）

検討

予定通り進捗 進捗に遅れあり 進捗に遅れあり

（中央区区民課への民間
委託完了）

窓口体制の検証

進捗

検討

山本

平 成 ２ ４ 年 度平 成 ２ ３ 年 度

担 当 者

民間委託や専門職員の活用により、業務の専門性が高められるとともに、サービスの
向上が図られる。

平成２２年度中に３区役所にお
ける効果的な窓口体制につい
ての検討を行い、２４年度から
導入する。 目 標 値

【 最 終 】

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

63,000千円 0千円

検討体制整備

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

３区役所区民課での効果的な窓口体制の構築

取組みの基本方向

所 管 局

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

局44№

見 込 ま れ る
成 果

最少経費で最大効果のサービス

取 組 項 目

区政支援課

0人

0千円

窓口体制の検証

導入

窓口サービス等の向上

指 標

所 管 課

区役所窓口業務 市民局

0千円

進捗に遅れあり

導入

検討体制の整備

検討

平成24年度

進捗

進捗

政令指定都市移行を踏
まえ窓口体制を検討

導入に向けた検討

未着手

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

0千円 0千円
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【所管局の方針】

評 価【取組みに対する評価】

【所管局の方針に対する意見】

効 果 額 の
積 算 根 拠

0千円

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ｂ

局

評 価

経 営 評 価
委 員 会

目 標 達 成 度 ■■■■■■□□□□

進 捗 度 ■■■■■■□□□□

投 入 経 費 62,735千円

実 績

効 果 額

削 減 人 員 0人 0人

【評価結果を踏まえた対応方針】

■■■■■■□□□□■■■■■■□□□□

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

0千円 0千円

効果的な窓口体制
の実現に向けての課
題の整理

効率的・効果的な窓
口体制の検討

【課題ほか】

　平成25年度の庁議において、窓口体制見直しの方向性とコンビニ交付の導入を諮り、平成28年1月からのコンビ
ニ交付導入を決定した。
　今後は、コンビニ交付導入の準備を進め、併せて窓口体制見直しの方向性に沿った窓口業務の効率化に向け
た検討を行う。

窓口体制見直しの第一歩となる各種証明書のコンビニ交付導入に向
け、更なる検討や庁内の合意形成に努める。

各区役所区民課及びまちづくりセンターと、窓口サービスの充実を図
るため、今後の効率的・効果的な窓口体制の構築に向けた、見直しの
方向性を検討した。

■■■■■■□□□□■■■■■■□□□□

0人

62,735千円

中央区役所区民課
における民間委託継
続

【取組みに対する評価】

0千円

0人

0千円

【今後の方針】

0千円

平成２４年度

Ｂ

進捗に遅れがあるものの、窓口体制の見直しの検討結果がまとまるな
ど、窓口サービスの向上に向けての方向性を出すなど成果が認められ
る。

【取組みに対する評価】

窓口体制の見直し検討結果において、今後取り組むべき事項として抽
出した証明書のコンビニ交付の導入について、国の動向などを踏まえ
ながら、取組みを進める。

平成２２年度 平成２３年度 合　　　計
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削 減 計 画

進捗

進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

３区役所での土曜日開庁を実施し、顧客主義の視点に立った窓口サービス体制を構築
する。

政令指定都市への移行に伴い、３区役所を同時開庁することにより、市民の利便性の
向上が図られ、市民の満足度が高められる。

３区役所での土曜日開庁を行
う。

土曜日窓口の開庁箇所数

１箇所

３箇所

平成21年度

窓口サービス等の向上

指 標

市民局

区政支援課

平 成 ２ ４ 年 度

担 当 者

所 管 課

平成22年度

0千円

なし

実施事業の運用

12,290千円

予定通り進捗

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

最少経費で最大効果のサービス

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

局45№

取組みの基本方向

所 管 局戸籍住民関連窓口サービス業務の提供窓口の拡大

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

３区役所で実施

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

実施事業の運用

予定通り進捗

実施事業の運用

進捗 予定通り進捗

第
４
四
半
期

目標値【中間】 ３箇所
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【今後の方針】

平成２４年度

【所管局の方針】

【取組みに対する評価】

平成２２年度 平成２３年度 合　　　計

３箇所

効 果 額 0千円

削 減 人 員 なし

進 捗 度 ■■■■■■■■■■

投 入 経 費 11,972千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

11,972千円

実 績

0千円

３区役所区民課にお
ける土曜日開庁の実
施

【課題ほか】

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

【所管局の方針に対する意見】

【評価結果を踏まえた対応方針】

評 価

実 施 内 容

目 標 達 成 度 ■■■■■■■■■■

【取組みに対する評価】

局

評 価

【取組みに対する評価】

0人

経 営 評 価
委 員 会

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

完 了
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削 減 計 画

進捗

進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

町田市との間で「窓口サービスの広域化」を図る協定を締結し、住民票の写しや戸籍謄
抄本などについて、本市と町田市の市民が相互の窓口で交付を受けられるサービスを
提供する。

証明書の広域交付を行うことにより、両市の市民の利便性の向上が図られる。

平成２１年度に構築する仕組み
に基づき、平成２２年度から実
施する。また、周辺市との取組
みについても検討を行う。

サービスの年間利用件数

５００件

窓口サービス等の向上

指 標

市民局

区政支援課

平 成 ２ ４ 年 度

担 当 者

所 管 課

平成24年度

0千円

0人

町田市との広域証明サー
ビス運用

1,122千円

予定通り進捗

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

最少経費で最大効果のサービス

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

局46№

取組みの基本方向

所 管 局窓口サービス業務の提供の拡大

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

サービス開始
周辺市とのサービス拡大
に向けた検討

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

町田市との広域証明サー
ビス運用

予定通り進捗

町田市との広域証明サー
ビス運用

進捗 予定通り進捗

第
４
四
半
期

目標値【中間】 500件
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【今後の方針】

平成２４年度

【所管局の方針】

【取組みに対する評価】

平成２２年度 平成２３年度 合　　　計

971件

効 果 額 0千円

削 減 人 員 0人

進 捗 度 ■■■■■■■■■■

投 入 経 費 994千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

994千円

実 績

0千円

・町田市との広域証
明サービス開始

【課題ほか】

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

【所管局の方針に対する意見】

【評価結果を踏まえた対応方針】

評 価

実 施 内 容

目 標 達 成 度 ■■■■■■■■■■

【取組みに対する評価】

局

評 価

【取組みに対する評価】

0人

経 営 評 価
委 員 会

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

完 了
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削 減 計 画

進捗

進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

　　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

　文化振興課と市民ギャラリーの事務取り扱いを見直すとともに、市民ギャラリーの専
門性を高めることを目指して、職員体制を見直す。

　美術専門員を配置することで専門性が高められるとともに、常勤事務職員を非常勤特
別職員・再任用職員化することにより、人件費の削減が図られる。

平成２２年度に市民ギャラリー
の職員体制を見直す。

市民ギャラリー職員削減数

職員数２人

職員数１人

平成21年度

窓口サービス等の向上

指 標

市民局

文化振興課

平 成 ２ ４ 年 度

担 当 者

所 管 課

平成22年度

2,065千円

1人

・美術専門員の配置
　４月より１名増員
・職員数の削減
　４月より１名体制

0千円

予定通り進捗

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

最少経費で最大効果のサービス

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

局47№

取組みの基本方向

所 管 局相模原市民ギャラリー事務の効率化

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

・美術専門員の配置
・職員数の削減

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

・美術専門員の活用

予定通り進捗

・美術専門員の活用

進捗 予定通り進捗

第
４
四
半
期

目標値【中間】 100%(１人削減)

93



【今後の方針】

平成２４年度

【所管局の方針】

【取組みに対する評価】

平成２２年度 平成２３年度 合　　　計

1人

効 果 額 7,840千円

削 減 人 員 1人

1人

進 捗 度 ■■■■■■■■■■

投 入 経 費 5,385千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

5,385千円

実 績

7,840千円

・美術専門員の配置
　４月より１名増員
・職員数の削減
　４月より１名体制

【課題ほか】

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

【所管局の方針に対する意見】

【評価結果を踏まえた対応方針】

評 価

実 施 内 容

目 標 達 成 度 ■■■■■■■■■■

【取組みに対する評価】

局

評 価

【取組みに対する評価】

1人

経 営 評 価
委 員 会

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

完 了
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削 減 計 画

目標値【中間】

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

0千円

第
４
四
半
期

公民館保育担当の意見
交換会を開催

進捗

進捗

0千円 0千円

0人 0人 0人

進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 未着手

効 果 見 込 額

保育ボランティアの研修・
講座へ向けた調整

保育ボランティアの連携
事業実施方法の検討

予定通り進捗 予定通り進捗 未着手

保育ボランティアの育成・
研修・講座の検討

保育ボランティアの研修・
講座の開催

保育ボランティアの連携
事業実施方法の検討

保育ボランティアの連携
の構築

予定通り進捗 予定通り進捗 未着手

公民館保育状況の調査
保育ボランティアの育成・
研修・講座の検討

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

・保育ボランティアの育成
・研修・講座の開催、組織
  化の実施

・保育ボランティアの育成
・研修・講座の開催、組織
 化の実施

進捗

第
２
四
半
期

予定通り進捗

見 込 ま れ る
成 果

指 標

局48№

最少経費で最大効果のサービス

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

取組みの基本方向

公民館事業参加者への保育サービスの拡充

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

- - -

ボランティアグループ未
組織の公民館と組織化さ
れた公民館との連携を構
築

保育ボランティアの連携
の構築

平成24年度

教育局

生涯学習課

川崎

平 成 ２ ４ 年 度

所 管 局

担 当 者

所 管 課

アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

公民館における保育体制の整備を図り、子どもを持つ市民が公民館の主催事業や
サークル活動に参加しやすい環境を整える。

子育てをしながら生涯学習活動に参加する機会が拡大されるとともに、保育ボランティ
アの活動の場を設けることで、地域住民の社会参画の機会と地域連携の拡大が図られ
る。

平成22・23年度の保育ボラン
ティア育成及びグループ化に向
けた研修・講座の開催、組織化
を進め、平成24年度未設置公
民館への他公民館のグループ
との連携を構築する。

保育ボランティア組織率

80％

90％

平成21年度

窓口サービス等の向上

投入予定経費

第
３
四
半
期

0千円0千円 0千円

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

保育ボランティアの育成・
研修・講座の検討

未着手
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【取組みに対する評価】

・保育ボランティア養成講座の実施等により、全ての公民館の事業等において保育
サービスの提供を行うことが出来た。
・保育ボランティア養成講座の他、公民館保育の現状把握等を通じた課題提起によ
り、全公民館に保育ボランティアが設置されたため、当初予定していた保育ボラン
ティア未設置館との連携の必要がなくなった。

【今後の方針】

Ａ

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ａ

局

評 価

【課題ほか】

　今後は、保育ボランティアのニーズや各公民館における実情を踏まえながら、状況に応じて公民館間
で連携を図って対応していく。

　保育ボランティアのニーズや各公民館における実情を踏まえなが
ら、状況に応じて公民館間で連携を図っていく。

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

目 標 達 成 度

進 捗 度

投 入 経 費

効 果 額 の
積 算 根 拠

■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■

【評価結果を踏まえた対応方針】

【取組みに対する評価】

【所管局の方針に対する意見】
経 営 評 価
委 員 会

評 価

■■■■■■■■□□■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■□□

実 績 80%

効 果 額 0千円

削 減 人 員 0人

0千円0千円 0千円

・公民館保育ボラン
ティア講座の実施
・公民館保育ボラン
ティアについての説
明

・育成した公民館保
育ボランティアの積
極的な人材活用

・公民館保育状況調
査の実施
・公民館保育担当の
意見交換会を開催

0千円

平成２４年度

【所管局の方針】

　全公民館で保育サービスの提供を行うことにより、公民館主催事業
やサークル活動に参加しやすい体制を構築することが出来た。

【取組みに対する評価】

・今後、保育ボランティアのニーズが高い場合、公民館間で連携を
図って対応していく。

平成２２年度 平成２３年度 合　　　計

80% 100%

0千円 0千円

0人0人

0千円

0人
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進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
３
四
半
期

4,063千円0千円 8,150千円

・（仮称）公共施設の保
全・利活用基本指針の策
定の推進

平成２３年度（仮称）
公共施設白書の作成

公共施設の計画的な整備・保全

指 標
　平成２３年度に（仮称）公共施
設白書を作成し、以降施設の適
正配置等の検討を行う。

0人

企画財政局

企画政策課

田内、平本

平 成 ２ ４ 年 度

予定通り進捗

・（仮称）公共施設の保
全・利活用基本指針の策
定の推進

・（仮称）公共施設の保
全・利活用基本指針の策
定体制の構築

所 管 局

0千円 0千円 0千円

0人 0人

進捗

第
２
四
半
期

・庁内調査

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

第
１
四
半
期

・コンサル委託発注
・白書の主要構成の検討
・施設分野ごとの調査フ
レーム設計

　市民が利用する公共施設の現状を（仮称）公共施設白書として作成し、白書に基づ
き、公共施設の適正な配置、管理、運営等の検討を進める。

　白書に基づき、公共施設の現状分析・把握をすることで、より効率的な管理運営や適
正な配置への活用が図られる。

委49№

最少経費で最大効果のサービス

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

（仮称）公共施設白書の作成と施設の適正配置の検討

所 管 課

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

・取り組み方針の策定
・対象施設の整理

・公共施設白書の作成

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

・先行事例の調査
・関係課との調整

・調査結果の集計・分析
・（仮称）公共施設の保
全・利活用基本指針の策
定体制の検討

予定通り進捗

取
組
み
の
内
容

取組みの基本方向

・（仮称）公共施設の保
全・利活用基本指針の策
定の推進

実施事項なし 進捗に遅れあり 予定通り進捗

担 当 者

進捗に遅れあり

予定通り進捗 予定通り進捗

・取り組み方針の策定
・対象施設の整理

・公共施設白書の作成・
公表
・（仮称）公共施設の保
全・利活用基本指針の策
定体制の検討

・（仮称）公共施設の保
全・利活用基本指針の策
定の推進

進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗

第
４
四
半
期

目標値【中間】 - - -

削 減 計 画
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評 価

【所管局の方針】

公共施設白書の作成後も、公共施設マネジメントの推進に向けた取組
が着実に行われていることから、所管課評価のとおりとする。

【取組みに対する評価】

（仮称）公共施設の保全・利活用基本指針を策定し、基本指針に基づ
く公共施設マネジメントを推進する体制の整備や検討、施設分類別計
画の策定など、住民理解を得ながら公共施設マネジメントを着実に推
進する。

予定通り進捗し目標を達成しており、A評価とする。

成果の想定として「より効率的な管理運営や適正な配置への活用」と
なっているが、「効率」の定義と「より効率的」の判断基準、「適
正」の定義と判断基準の提示を含めて、検討を進めていただきたい。

平成２２年度 平成２３年度 合　　　計

11,474千円7,860千円

・公共施設白書の作
成・公表

・（仮称）公共施設の
保全・利活用基本指
針（案）の検討

平成２４年度

0千円

削 減 人 員 0人

3,614千円

0千円

0人

0千円

【課題ほか】

　人口構造や社会情勢の変化など多様化する市民ニーズへの対応などを踏まえ、限られた財源の中
で、将来にわたり真に必要な公共施設サービスを市民の皆様に提供していくため、公共施設の保全・
利活用基本指針に基づき、公共施設マネジメントを推進する体制の整備や検討、施設分類別計画の
策定など、公共施設サービスや公共施設配置の適正化に向けた取組みを進める。

所管課方針のとおり。

これまでは、取組方針の策定、公共施設白書の作成、（仮称）公共施
設の保全・利活用基本指針（案）の検討など、公共施設マネジメント
の推進に向けた取組みが着実に行われたと考えている。今後、公共施
設マネジメントの推進は、住民理解を得ながら進めていくことが課題

【評価結果を踏まえた対応方針】

【取組みに対する評価】

【所管局の方針に対する意見】

【今後の方針】

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

投 入 経 費 0千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

【取組みに対する評価】

■■■■■■■■■■

0人 0人

0千円

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

目 標 達 成 度 ■■■■■■■■■■

進 捗 度

・取組方針の策定
・対象施設の整理

実 績

効 果 額

　公共施設の適正配置を進めるにあたっては、住民理解を得ながら進めていくことが必要となる。

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ａ

局

経 営 評 価
委 員 会

評 価

Ａ

Ａ
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目標値【中間】 0％ 0％ 0％

効 果 見 込 額 0千円 0千円 ―

削 減 計 画 0人 0人 ―

0千円 0千円 ―

進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗

・「さがみはら児童厚生施
設計画」に基づいた各事
業の実施

第
４
四
半
期

・放課後子ども教室モデ
ル事業実施

・（仮称）児童厚生施設計
画の策定
・アクションプランへの反
映

・「さがみはら児童厚生施
設計画」に基づいた各事
業の実施

進捗 進捗に遅れあり 予定通り進捗 予定通り進捗

進捗 予定通り進捗 予定通り進捗

第
２
四
半
期

・放課後子ども教室モデ
ル事業実施

・（仮称）児童厚生施設計
画の策定
・パブリックコメントの実施

・「さがみはら児童厚生施
設計画」に基づいた各事
業の実施

・新しい運営体制の導入

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー
ル

第
１
四
半
期

・（仮称）児童厚生施設計
画の策定

・「さがみはら児童厚生施
設計画」に基づいた各事
業の実施

進捗 予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗

0％

目 標 値
【 最 終 】

100％平成24年度

基 礎 値

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

・放課後子ども教室モデ
ル事業実施
・パブリックコメントの実施

・（仮称）児童厚生施設計
画の策定
・アクションプランへの反
映

第
３
四
半
期

・放課後子ども教室モデ
ル事業実施
・パブリックコメントの実施

・（仮称）児童厚生施設計
画の策定

投入予定経費

平 成 ２ ４ 年 度

取
組
み
の
内
容

内 容
放課後子ども教室事業と放課後児童クラブ事業、また、こどもセンターと児童館は、子
どもたちの居場所としての機能が重複する部分があることから、その役割について見直
しを行い、望ましい児童厚生施設のあり方を検討する。

見 込 ま れ る
成 果

機能が重複する部分の見直しを行うことにより、児童厚生施設の効果的・効率的な運営
が図られる。

達 成 目 標
平成２４年度に新しい運営体
制を導入

指 標 新しい運営体制の導入

基 本 的 な 視 点 最少経費で最大効果のサービス 所 管 課 こども施設課

取組みの基本方向 公共施設の計画的な整備・保全 担 当 者 田加井

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

取 組 項 目 児童厚生関連施設のあり方の見直し 所 管 局 健康福祉局

№ 50 委
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　「さがみはら児童厚生施設計画」に基づき、これまで放課後子ども
教室を実施していなかった地域について、こどもセンター2館及び児
童館4館において放課後子ども教室事業を実施した。また、現在、実
施している6箇所のうち2箇所については、平成26年度から同じ小学校
区内にある児童厚生施設での実施に移行することから、実施場所等の
変更に係る保護者説明会を開催した。

Ａ【今後の方針】

【評価結果を踏まえた対応方針】

 「さがみはら児童厚生施設計画」に掲げた取組の方針「効果的な施設運営の推進」「既存施設を活用し
た子どもの場づくり」等に基づき定めた取組内容を着実に推進することで、効果的・効率的な運営に取り
組む。

評 価

　平成23年度に策定した計画に基づき、これまで放課後子ども教室を
実施していなかった地域のこどもセンター及び児童館おいて、事業を
実施するとともに、平成26年度からの新たな運営体制の導入につい
て、準備を進めた。

【所管局の方針】

【課題ほか】

平成27年4月から本格施行が予定されている「子ども・子育て支援新制度」に伴い、児童クラブの対象年
齢の拡大等、適切に対応していく必要がある。

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

【取組みに対する評価】 評 価

　今後も計画に基づき、児童厚生施設の効果的・効率的な運営に取り
組む。

経 営 評 価
委 員 会 【所管局の方針に対する意見】

局

　「さがみはら児童厚生施設計画」に基づき、放課後子ども教室を実
施していない地域について、こどもセンターや児童館での当該事業実
施の拡大を進めていくとともに、こどもセンターや児童館のない小学
校区において、地域の実情や地理的状況等を踏まえ、学校周辺等の公
共施設や市有地を活用した児童館機能のある施設の整備を進める。

【取組みに対する評価】 評 価

予定通り進捗し目標を達成しており、A評価とする。

成果の想定として「効果的・効率的な運営」となっているが、「効
果」の定義と判断基準、「効率」の定義と判断基準の提示を含めて、
検討を進めていただきたい。

【取組みに対する評価】

目 標 達 成 度 ■■■■■■□□□□■■■■■■■■□□■■■■■■■■■■

進 捗 度 ■■■■■■□□□□■■■■■■■■□□■■■■■■■■■■

効 果 額 の
積 算 根 拠

― ―

モデル実施型放課後子ども教
室事業費　23,833千円…①
こどもセンター等実施型放課
後子ども教室事業費　240千
円…②
効果額＝①－②

実 績 ― ― 240千円

23,593千円

削 減 人 員 0人 0人 0人 0人

効 果 額 0千円 23,593千円

合　　　計

投 入 経 費 32,568千円 0千円 240千円 32,808千円

・放課後子ども教室モデル
事業実施
・（仮称）児童厚生施設計
画の策定に向けた取組み

・「さがみはら児童厚生施設計
画」の策定
・当該計画に係るパブリックコ
メントの実施
・アクションプランへの反映

・放課後子ども教室未実施地
域において、こどもセンターや
児童館での放課後子ども教室
事業を実施（６館）取

　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

平成２２年度 平成２３年度

0千円

平成２４年度

Ａ

Ａ
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削 減 計 画

進捗

進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

　合併により、地域や施設で異なるスポーツ施設の管理方法と減免制度について、統
合化を図る。

　全市的視点での一定のサービス提供が図られる。

平成２４年度に、全市的に統合
された適正な料金とサービスを
提供する体制を確立する。

統合した施設の割合

0％

100％

平成20年度

公共施設の計画的な整備・保全

0千円

教育局

スポーツ課

橘田

平 成 ２ ４ 年 度

予定通り進捗

全市的に統合された適正
な料金とサービスを提供
する体制を確立

庁内検討

0千円 0千円

0千円 0千円 0千円

0人

平成24年度

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

指 標

最少経費で最大効果のサービス

局51№

取組みの基本方向

所 管 局

担 当 者

所 管 課

スポーツ施設における市民サービスの統合化

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

統合的な管理水準と町制
時減免の撤廃の検討実
施

統合的な管理水準と町制
時減免の撤廃の検討実
施

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

社会教育委員会議への
諮問(現状説明の実施)

社会教育委員によるシン
ポジウムの開催

例規等改正

予定通り進捗 予定通り進捗 進捗に遅れあり

・社会教育委員による現
地視察
・社会教育委員会議の小
委員会の発足

社会教育委員会議から
の答申

市民周知・業務調整

予定通り進捗 予定通り進捗 進捗に遅れあり

社会教育委員によるシン
ポジウムの開催

庁内検討 市民周知・業務調整

進捗 未着手 予定通り進捗 進捗に遅れあり

第
４
四
半
期

0人 0人

目標値【中間】 0% 0％ 0％
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【今後の方針】

0千円

平成２４年度

【所管局の方針】

　庁内における検討は進めることが出来たが、例規等の改正や市民周
知等は実施することが出来なかった。

【取組みに対する評価】

　受益者負担の適正化に向けた全庁的な取り組みの進行にあわせて、
スポーツ施設における管理方法と減免制度の統合を進める。

平成２２年度 平成２３年度 合　　　計

0千円 0千円

庁内検討 庁内検討

0千円

社会教育委員会議
への諮問、小委員会
の発足

実 績 0

効 果 額 0千円

削 減 人 員 0人 0人

0%

進 捗 度 ■■■■■■■□□□

投 入 経 費 0千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

0%

0千円

0人

0千円

0人

【課題ほか】

受益者負担の在り方の基本方針が策定されたことを受け、使用料及び利用料金の変更に関する全庁
的な取り組みと歩調を合わせて作業を進めている。

　統合化に向けて例規を改正するなどし、適正な料金とサービスを提
供する体制を確立する。

　受益者負担の適正化に向けた全庁的な取り組みの実施時期が繰り下
げられたことに伴って、本事業も実施時期は繰り下げられたが、庁内
での検討作業を進めた。

■■■■■■■■□□■■□□□□□□□□

■■■■■■■■□□■■□□□□□□□□

【評価結果を踏まえた対応方針】

評 価

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

目 標 達 成 度 ■■■■■■■■■■

【取組みに対する評価】

【所管局の方針に対する意見】

【取組みに対する評価】

D

利用者の混乱を招かないよう、新制度への統合とその影響を市民に十分周知することが必要である。

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

D

局

評 価

経 営 評 価
委 員 会
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第
３
四
半
期

・職員体制の検証

進捗

進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

　　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

　市民ニーズへの的確な対応と質の高い行政サービスの提供に必要な人員を確保し、
併せて事務事業の見直しや組織の再編等を行い、職員数の適正な管理を進める。

　「最少の経費で最大の効果」の理念に基づき、職員数を適正に管理することで、より効
率的な行政運営が達成される。

　職員体制の検証の結果を踏ま
えるとともに、地方への事務・権
限の移譲の動向を見きわめ、平
成２３年度以降の人員配置に反
映する。

指 標

平成２３年度以降反
映

所 管 課

予定通り進捗予定通り進捗

総務局

職員課

福田

・職員体制の検証

・検証結果の反映

・Ｈ24年度職員体制の査定

予定通り進捗

・Ｈ25年度の組織・職員
体制に関する考え方の提
示
・Ｈ25年度職員体制の調
査

・Ｈ25年度職員体制の査定

担 当 者職員数の適正管理

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

第
２
四
半
期

目標値【中間】

削 減 計 画

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

予定通り進捗

委52№

見 込 ま れ る
成 果

最少経費で最大効果のサービス

取 組 項 目

取組みの基本方向

所 管 局

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

職員数の適正管理

平 成 ２ ４ 年 度

予定通り進捗

・Ｈ24年度の組織・職員
体制に関する考え方の提
示
・Ｈ24年度職員体制の調
査

(第１四半期から継続)
・Ｈ23年度の組織・職員体制
に関する考え方の提示
・Ｈ23年度職員体制の調査
・Ｈ23年度職員体制の査定

平 成 ２ ３ 年 度

予定通り進捗

予定通り進捗

平 成 ２ ２ 年 度

・Ｈ23年度職員体制の査
定結果通知
・査定結果に基づき、各
局内での最終調整

・Ｈ24年度職員体制の査
定結果通知
・査定結果に基づき、各
局内での最終調整

・Ｈ25年度職員体制の査
定結果通知
・査定結果に基づき、各
局内での最終調整

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗

・Ｈ25年度職員体制の内示

0%

第
４
四
半
期

進捗 予定通り進捗

・Ｈ24年度職員体制の内示・Ｈ23年度職員体制の内示
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Ａ

Ａ

効 果 額 の
積 算 根 拠

実 績

効 果 額

削 減 人 員

0千円

投 入 経 費 0千円

【所管局の方針】

　事務事業の見直し、対象件数の増加など事務事業の実態を把握する
とともに、職員体制の検証を踏まえ、平成２５年度以降の職員定数管
理計画を策定し、平成２５年度の職員配置を計画にある職員定数の範
囲内で対応したことからＡ評価とする。

【取組みに対する評価】

　策定した職員定数管理計画の管理目標を基準として、福祉ニーズの
高まりや広域交流拠点推進体制の強化に円滑に対応するため、引き続
き業務量に見合った適正な実員数の確保に努めていく。

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

【所管局の方針に対する意見】
経 営 評 価
委 員 会

予定通り進捗し、平成２５年度の職員配置を計画定数範囲内で対応す
るなど目標を達成しており、A評価とする。

新たな政策を展開する場合は職員定数の見直しを行うことも含め、基
本方針に逸脱しない範囲で柔軟に対応していただきたい。

平成２４年度

■■■■■■■■■■

■■■■■■■■□□■■■■■■■■■□

・平成23年度の職員
定数の確定
・必要実員数の確保

実 施 内 容
・職員定数管理計画の
策定及び平成25年度
の職員定数の確定
・必要実員数の確保

・平成24年度の職員
定数の確定
・必要実員数の確保

局

評 価

【取組みに対する評価】

■■■■■■■■■■

【今後の方針】

0人

■■■■■■■■■■

　社会経済情勢の変化や大規模な制度改革(教育委員会制度の改革等）がある場合には、計画期間内
であっても、計画を修正する必要性が生じる。

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ａ

平成２３年度 合　　　計平成２２年度

　地方分権改革の進展、社会経済情勢の変化等による新たな行政課題
等に適切かつ迅速に対応するため、事務事業の実態を把握し、適正な
定数管理及び人員配置に引き続き取り組む。

【課題ほか】

　生活保護や児童虐待相談件数の増加に関する福祉ニーズの高まりや広域交流拠点推進体制の強
化に円滑に対応するため、職員定数管理計画に基づき、必要な職員を確保するとともに、事務事業の
見直し等を行い、引き続き業務量に見合った適正な職員数（定数・実員数）の管理に努める。

目 標 達 成 度 ■■■■■■■■■■

進 捗 度

　市民サービスの向上に最適となる人員体制を構築していくため、こ
れまでの職員体制の検証結果を反映し、平成２５年度から平成２８年
度までを対象とした新たな「相模原市職員定数管理計画」を策定し
た。
　また、平成２５年度の定数管理においては、生活保護受給世帯の増
加や新規事業の実施体制などの状況を把握した上で、各課定数を組替
えることにより、職員定数の範囲内で対応した。(職員定数4,620人：
実員数4,586人）

【評価結果を踏まえた対応方針】

評 価【取組みに対する評価】
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四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

平成23年度

昇給反映率

削 減 計 画

進捗

進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

局53

0％

100％

指 標

総務局

職員課

平 成 ２ ４ 年 度

担 当 者

所 管 課

目標値【中間】 0%

・職員評価の実施
・平成２３年４月昇給の反
映結果の分析

・昇給への反映の実施に
あたっての内容の検討 ・職員評価の実施

予定通り進捗

№

取 組 項 目

取組みの基本方向

所 管 局新たな職員評価制度の導入

最少経費で最大効果のサービス

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

組織及び人事制度の見直し

基 本 的 な 視 点

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

評価結果を参考とした給与上の
処遇への反映について、平成２
１年度から実施している勤勉手
当への反映に引き続き、平成２
３年度から昇給への反映を実施
する。

能力・業績が処遇・給与に反映される新しい職員評価制度を導入する。
取
組
み
の
内
容

評価を通じて、人材育成への活用や資質の向上を図ることで、より質の高い行政サー
ビスが提供されるとともに職員の業績や能力等の評価を、給与上への処遇に反映させ
ることにより、職員の更なるやる気の喚起及び組織の活性化が図られる。

見 込 ま れ る
成 果

平成22年度

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

・昇給の参考となる職員
評価の実施
・昇給への反映の実施に
あたっての内容の決定

昇給への反映の実施

予定通り進捗 予定通り進捗

第
４
四
半
期

・昇給への反映の実施に
あたっての内容の検討

・職員評価の実施
・平成２４年４月昇給の反
映方法の決定

予定通り進捗 予定通り進捗

・昇給への反映作業のま
とめ

・職員評価の実施
・昇給への反映作業のま
とめ

進捗 予定通り進捗 予定通り進捗
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合　　　計平成２４年度平成２２年度 平成２３年度

削 減 人 員

投 入 経 費

効 果 額 の
積 算 根 拠

0千円

・昇給の参考となる職員
評価の実施
・昇給への反映の実施
にあたっての内容の決
定

実 績

効 果 額

実 施 内 容 ・評価結果を参考と
した昇給への反映

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

【所管局の方針に対する意見】

【取組みに対する評価】

0千円

0人

【課題ほか】

【評価結果を踏まえた対応方針】

経 営 評 価
委 員 会

【所管局の方針】

【取組みに対する評価】

目 標 達 成 度 ■■■■■■■■■■

【取組みに対する評価】

進 捗 度

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

局

評 価

評 価

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■

【今後の方針】

完 了
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進捗 予定通り進捗

第
４
四
半
期

100%

削 減 計 画

予定通り進捗

・Ｈ23年度職員体制の内示

平 成 ２ ３ 年 度

・職員数削減実施

進捗

年 次 計 画

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

進捗

目標値【中間】

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
３
四
半
期

第
２
四
半
期

庁内分権の進展による管理部門の統合や縮小

最少経費で最大効果のサービス

所 管 局取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

アクションプラン実施計画書兼進行管理シート局54№

取組みの基本方向

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

取
組
み
の
内
容

取
　
組
　
内
　
容

　事業実施部門における自主性・自立性の向上と責任体制の確立、意思決定や事業展
開の迅速化といった局制導入の趣旨を踏まえ、これらの実現に必要となる権限につい
て企画部門との連携を図りつつ、庁内分権を推進し、適宜、内部管理部門の職員数の
見直しを行う。

　内部管理部門の職員数を削減し、市民サービスに直結する部門に職員を配置するこ
とにより、市民サービスの更なる向上が図られる。

　内部管理部門（総務局及び企
画市民局の企画部・財務部）の
職員数を削減する。

内部管理部門の職員数の削減率

平成22年度
▲８%（▲24人）

＝268人

平 成 ２ ２ 年 度

予定通り進捗

・Ｈ23年度職員体制の査
定結果通知
・査定結果に基づき、各
局内での最終調整

総務局

職員課

平 成 ２ ４ 年 度

担 当 者

所 管 課

292人平成21年度

組織及び人事制度の見直し

指 標

(第１四半期から継続)
・Ｈ23年度の組織・職員体制
に関する考え方の提示
・Ｈ23年度職員体制の調査
・Ｈ23年度職員体制の査定

庁内分権の進展や民間活力の活用などの動向
を踏まえつつ、内部管理部門の職員数の見直し
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評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

局

評 価

経 営 評 価
委 員 会

【課題ほか】

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

目 標 達 成 度 ■■■■■■■■■■

投 入 経 費

効 果 額 の
積 算 根 拠

進 捗 度 ■■■■■■■■■■

【評価結果を踏まえた対応方針】

評 価【取組みに対する評価】

【所管局の方針に対する意見】

【今後の方針】

【取組みに対する評価】

■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■

区役所の設置に伴い、
本庁との業務分担を実
施し、内部管理部門の
削減(▲２５人、▲８.６％)
を実施した。

実 績

効 果 額

削 減 人 員

平成２４年度

【所管局の方針】

【取組みに対する評価】

平成２２年度 平成２３年度 合　　　計

0千円

0千円

0人

完 了完 了
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進捗 予定通り進捗

第
４
四
半
期

100%

削 減 計 画

予定通り進捗

・Ｈ23年度組織の内示

平 成 ２ ３ 年 度

・課内室、小規模課の整
理統合実施・検証

進捗

年 次 計 画

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

進捗

目標値【中間】

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
３
四
半
期

第
２
四
半
期

課内室・小規模課の整理統合

最少経費で最大効果のサービス

所 管 局取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

　　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート局55№

取組みの基本方向

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

取
組
み
の
内
容

取
　
組
　
内
　
容

　簡素で効率的な組織づくりを進めるため、平成２２年度組織改正において、特定事業
を除き、課内室及び小規模課の整理統合を進める。

　簡素で効率的かつ機動性の高い組織が構築される。

　組織改正により原則全ての課内
室を廃止するとともに職員６人以下
の小規模課（局総務室、まちづくり
センター、相模大野図書館、消防署
の査察指導課及び東京事務所など
政策的な意図等により設置を継続
する課を除く）の見直しを行う。

対象となる課内室と小規模課（６人以下）の総数

平成22年度１０課

平 成 ２ ２ 年 度

予定通り進捗

・Ｈ23年度組織体制の査
定結果通知

総務局

職員課

平 成 ２ ４ 年 度

担 当 者

所 管 課

１７課８課内室 平成21年度

組織及び人事制度の見直し

指 標

(第１四半期から継続)
・Ｈ23年度の組織・職員体制
に関する考え方の提示
・Ｈ23年度組織体制の調査
・Ｈ23年度組織体制の査定
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評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

局

評 価

経 営 評 価
委 員 会

【課題ほか】

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

目 標 達 成 度 ■■■■■■■■■■

投 入 経 費

効 果 額 の
積 算 根 拠

進 捗 度 ■■■■■■■■■■

【評価結果を踏まえた対応方針】

評 価【取組みに対する評価】

【所管局の方針に対する意見】

【今後の方針】

【取組みに対する評価】

■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■

政令指定都市移行に
合わせた組織改正にお
いて、小規模課及び課
内室の見直しを行っ
た。

実 績 100%

効 果 額

削 減 人 員

平成２４年度

【所管局の方針】

【取組みに対する評価】

平成２２年度 平成２３年度 合　　　計

0千円

0千円

0人

完 了
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削 減 計 画

目標値【中間】

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

0千円

第
４
四
半
期

進捗

進捗

0千円 0千円

0人 0人 0人

進捗 進捗に遅れあり 進捗に遅れあり 進捗に遅れあり

効 果 見 込 額

災害発生に伴う防災計画
見直しを実施後、配備体
制について速やかに検討
を進める。

実施事項なし 進捗に遅れあり 実施事項なし

職員配備体制の見直し
の検討

災害発生に伴う防災計画
見直しを実施後、配備体
制について速やかに検討
を進める。

説明会

関係機関との調整

実施事項なし 進捗に遅れあり 進捗に遅れあり

災害発生に伴う防災計画
見直しを実施後、配備体
制について速やかに検討
を進める。

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

職員配備体制の見直し 取組みの実践

進捗

第
２
四
半
期

進捗に遅れあり

見 込 ま れ る
成 果

指 標

局56№

最少経費で最大効果のサービス

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

取組みの基本方向

発災時非常配備体制の充実

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

0 0 100

取組みの実践

職員配備体制の見直し
の検討及び調整

平成23年度

危機管理局

危機管理課

関野

平 成 ２ ４ 年 度

所 管 局

担 当 者

所 管 課

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

　全市的な地震災害を想定し、再任用職員等を非常配備体制に組み入れる仕組みを構
築し対応する。

　災害時における市の非常配備体制の充実が図られる。

　平成22年度から検討を行い、
平成23年度以降の実践を目的
とする

再任用職員配備率

0％

100％

組織及び人事制度の見直し

投入予定経費

第
３
四
半
期

0千円0千円 0千円

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

災害発生に伴う防災計画
見直しを実施後、配備体
制について速やかに検討
を進める。

進捗に遅れあり
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【取組みに対する評価】

　再任用職員について、平成２５年４月１日より災害対策本部の非常
配備体制に位置付けることとした。

【今後の方針】

Ｂ

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ｂ

局

評 価

【課題ほか】

 再任用職員全員を平成２５年４月１日より災害対策本部の非常配備体制に位置付けたことにより、災害
対策本部各部において、再任用職員の災害時における分掌事務を位置付けるものとする。

　災害対策本部各部において、再任用職員の災害時における分掌事務
の位置付けを推進。

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

目 標 達 成 度

進 捗 度

投 入 経 費

効 果 額 の
積 算 根 拠

■■■□□□□□□□

■■■□□□□□□□

【評価結果を踏まえた対応方針】

【取組みに対する評価】

【所管局の方針に対する意見】
経 営 評 価
委 員 会

評 価

■■■□□□□□□□■■■■■■■■■□

■■■■■□□□□□■■■□□□□□□□

実 績 0

効 果 額 0千円

削 減 人 員 0人

0千円0千円 0千円

職員配備体制の見
直しの検討

職員配備体制の見
直しの実施

職員配備体制の見
直しの検討

0千円

平成２４年度

【所管局の方針】

　年次計画より取組みが遅れたものの、再任用職員の非常配備体制が
確立された。

【取組みに対する評価】

　災害対策本部各部において、再任用職員の災害時における分掌事務
を位置付ける。

平成２２年度 平成２３年度 合　　　計

0 0

0千円 0千円

0人0人

0千円

0人
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予定通り進捗 予定通り進捗

１件 ３件

進捗

0人

第
１
四
半
期

予定通り進捗

・支援策の実施
（立地計画３件認定）

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

・支援策の実施

予定通り進捗

予定通り進捗

・支援策の実施

第
４
四
半
期

目標値【中間】

予定通り進捗

165千円

予定通り進捗

削 減 計 画

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

平 成 ２ ２ 年 度

・条例の施行
・支援策の実施

・支援策の実施 ・支援策の実施

予定通り進捗

・支援策の実施

予定通り進捗

・支援策の実施

・支援策の実施

・支援策の実施

0千円

0人

・支援策の実施

新たな増収策の推進

先端産業の集積促進や既存工業用地の保全活用を図ることにより、市内産業の活性
化と雇用創出、ひいては長期的視点での税収増が図られる。

より強固な産業集積基盤を形成
する

指 標

新たな産業集積促進方策（新STEP50)に基づき、新たな都市づくりの拠点への企業立
地促進をはじめ、市内３０年立地企業の増改築促進、既存工業用地の継承、工業系地
区計画の導入促進などに取組む

・支援策の実施

・支援策の実施

企業立地件数

予定通り進捗

３件

100千円 100千円

4,150千円980千円

予定通り進捗

達 成 目 標

歳入の確保と歳出の抑制

・支援策の実施

平 成 ２ ３ 年 度

0

７件

№

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

見 込 ま れ る
成 果

取組みの基本方向

内 容

0人

平 成 ２ ４ 年 度

平成24年度

担 当 者

所 管 課

平成21年度

所 管 局

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

企業立地の促進及び工業系産業用地の保全

局57
　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

環境経済局

産業政策課

野月

進捗

進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期
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5件

■■■■■■■■■■ ■■■■■■■■■■

3件4件

立地５社による家屋取
得額×固定資産税率
×不均一課税１/２＋
償却資産取得額×固
定資産税率

■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■ ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

【取組みに対する評価】

経 営 評 価
委 員 会

目 標 達 成 度

【今後の方針】

【所管局の方針に対する意見】

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ａ

局

【取組みに対する評価】

【評価結果を踏まえた対応方針】

実 施 内 容

進 捗 度

417千円

40,282千円

100千円

立地３社による家屋
取得額×固定資産
税率×不均一課税１
/２＋償却資産取得
額×固定資産税率

効 果 額

削 減 人 員 0人 0人

平成２２年度 平成２３年度

・支援策の実施

0人

・条例の施行
・支援策の実施

252千円

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

合　　　計

0千円

実 績

【課題ほか】

　本市の首都圏南西部における広域交流拠点の形成に関する取組みを踏まえながら、産業集積基盤
の形成、地域経済の活性化による「人や企業に選ばれるまちづくり」を目指し、企業立地等の支援を継
続していく。

　今後も首都圏南西部における広域的交流拠点の形成に関する取組み
を踏まえながら、産業集積基盤の形成、地域経済の活性化を目指し、
企業立地の支援を継続していく。

 新ＳＴＥＰ５０及び企業立地の案内パンフレットを市内金融機関等
に配布し、及び制度説明会を実施するなど企業誘致の継続的なＰＲを
実施した。その結果、新たな立地計画５件認定することができた。

評 価

評 価

効 果 額 の
積 算 根 拠

・支援策の実施

34,232千円

平成２４年度

【所管局の方針】

　平成２４年度は立地計画について前年度（３件）を上回る５件の認
定を行っており、そのことについては大いに評価できる。

【取組みに対する評価】

 新ＳＴＥＰ５０では、「新たな都市づくりの拠点」などにおける企
業立地の促進、市内で３０年以上操業する企業の新規投資の促進、更
には工業系地区計画区域内の工業集積の促進など効果的かつ戦略的な
産業集積促進方策を展開していくもの。

6,050千円

165千円

Ａ

0人

投 入 経 費
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投入予定経費

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

予定通り進捗

予定通り進捗

(当麻地区)
・基本・実施設計、測量等
・組合設立準備委員会による検討
・関係機関協議
(川尻大島界地区)
・事業計画案の検討

225,456千円

予定通り進捗

(当麻地区)
・基本・実施設計、測量等
・組合設立準備委員会による検討
・関係機関協議
(川尻大島界地区)
・事業計画案の検討

（当麻地区）
・準備組合支援（宿地区区画整理
エリア）
・合意形成支援等（谷原、市場等）
(川尻大島界地区)
・本同意収集、組合設立認可準備
・合意形成支援

（当麻地区）
・組合支援等（宿地区区画整理エリ
ア）
・合意形成支援等（谷原、市場等）
・後続地区の組合設立認可準備
(川尻大島界地区)
・技術支援　・事業指導

新たな増収策の推進

指 標

削 減 計 画

進捗

進捗

進捗

効 果 見 込 額

予定通り進捗

予定通り進捗
（当麻地区）
・市街化区域編入（宿地区区画整
理エリア、地区計画エリア）
・組合設立認可（宿地区区画整理
エリア）
・合意形成支援等（谷原、市場等）
・後続地区の関係機関協議
(川尻大島界地区)
・組合設立認可　・合意形成支援

0人 0人

（当麻地区）
・実施設計、測量等
・組合設立認可準備
・事業計画説明
・本同意収集　・合意形成支援
(川尻大島界地区)
・組合設立認可準備
・合意形成支援

進捗に遅れあり
(当麻地区)
・実施設計、測量等
・組合設立認可準備
・本同意収集　・合意形成支援
(川尻大島界地区)
・組合設立認可準備
・合意形成支援

0千円

(当麻地区）
・実施設計、測量等
・組合設立認可準備
・関係機関協議（県）
・合意形成支援
(川尻大島界地区)
・事業計画案、地区計画案の検討
・関係機関協議、合意形成支援

(当麻地区)
・基本・実施設計、測量等
・組合設立準備委員会による検討
・関係機関協議
(川尻大島界地区)
・事業計画案の検討

（当麻地区）
・実施設計、測量等
・組合設立認可準備
・関係機関協議（国）
・地区計画に関する合意形成
・合意形成支援
(川尻大島界地区)
・事業計画案、地区計画案説明
・関係機関協議、合意形成支援

（当麻地区）
・準備組合支援、本同意取得（宿地
区区画整理エリア）
・合意形成支援等（谷原、市場等）
・後続地区の関係機関協議
(川尻大島界地区)
・本同意収集、組合設立認可準備
・合意形成支援

予定通り進捗

取 組 項 目

局58№
　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

都市建設局

見 込 ま れ る
成 果

歳入の確保と歳出の抑制

　さがみ縦貫道路の（仮称）相模原、（仮称）城山インターチェンジ開設を踏まえ、産業用
地の早期創出を図る。

　産業用地の早期創出が図られ、市内産業の活性化と雇用の創出により税収増が図ら
れる。

　平成２１年度に事業手法を検
討・確立し、早期の事業着手を
目指す。

産業用地創出面積

約２１ｈａ

拠点整備課・当麻地区拠点整
備事務所

黒滝・廣田

産業用地の早期創出

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー
ル

第
１
四
半
期

予定通り進捗

予定通り進捗

予定通り進捗

第
４
四
半
期

内 容

平 成 ２ ４ 年 度

所 管 局

担 当 者

所 管 課

平成24年度

平成22年度

平 成 ２ ３ 年 度

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

進捗 予定通り進捗

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度

取組みの基本方向

達 成 目 標

0人

602,320千円

0千円

306，698千円

0千円

目標値【中間】 0 0 0

組 合 設 立 の 準 備 を 進 め 、 組 合 設 立 ・ 市 街 化 区 域 編 入
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0千円

－

0人

（当麻地区）
・実施設計、測量等
・同意取得
・合意形成支援  ほか
(川尻大島界地区)
・組合設立認可準備、合意形成支
援

0人

平成２４年度

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

【所管局の方針に対する意見】

0千円0千円

【課題ほか】

【当麻地区】
   本市の新たな拠点づくりを着実に進めるため、後続地区（谷原・市場等）の事業化に向けた権利者
合意形成支援等の取り組みを引き続き進める。
【川尻大島界地区】
  工事着工・造成工事等を行う組合事業を引き続き支援していく。

今後、当麻地区の後続地区（谷原・市場等）についても継続して合意
形成支援を積極的に行い、土地区画整理組合成立に向け準備を進めて
いく。

（当麻地区）
　積極的な行政支援により、合意形成が図られ、宿地区の組合設立認
可を行うことができた。また、後続地区（谷原・市場等）について
も、合意形成支援を積極的に行い、組合設立認可の準備を進めた。
（川尻大島界地区）
　積極的な行政支援により、合意形成が図られ、組合設立認可を行う
ことができた。
　両地区における産業用地の創出は、当麻地区 ７．９ｈａ、川尻大
島界地区 ３．１ｈａ、合計 １１．０ｈａとなった。

【評価結果を踏まえた対応方針】

【取組みに対する評価】

（当麻地区）
　宿地区については、仮換地指定・工事着工・造成工事等を行う組合
事業を支援する。
後続地区（谷原・市場等）については、引き続き合意形成支援を積極
的に行い、組合設立認可の準備を進める。
（川尻大島界地区）
仮換地指定・工事着工・造成工事等を行う組合事業を支援する。

局

■■■■■■■■■■

平成２２年度

85,980千円

(当麻地区)
・基本・実施設計、測量等
・組合設立準備委員会による検討
・関係機関協議
(川尻大島界地区)
事業計画案の検討

0千円

0

■■■■■■■■■■

0人

0

平成２３年度 合　　　計

281,024千円 79,235千円

進 捗 度

－
効 果 額 の
積 算 根 拠

削 減 人 員 0人

0

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

実 績

効 果 額

実 施 内 容

投 入 経 費

(当麻地区）
・実施設計、測量等
・合意形成支援、組合設立認可
（川尻大島界地区）
・合意形成支援
・組合設立認可

446,239千円

【当麻地区】
   本市の財政状況が厳しい中で後続地区の事業化を図るにあたっては、権利者及び市の負担を軽減すること
が重要となるため、国庫補助金等の特定財源を有効的に活用する必要がある。
【川尻大島界地区】
   Ｂ街区（大規模街区）に係る都市計画変更手続き（用途地域の変更・地区計画の変更）を進めるとともに、企業
立地に向けた地権者支援を行っていく必要がある。

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ｂ

経 営 評 価
委 員 会

【所管局の方針】 Ｂ

【取組みに対する評価】

　当麻地区、川尻大島界ともに産業用地の創出に向け、地域住民や関
係機関との調整が予定通り進捗し、市街化区域編入、土地区画整理組
合設立認可を行うことができ良好な結果であった。

目 標 達 成 度 ■■■■■■■■■■

評 価

■■■■■□□□□□

評 価

【取組みに対する評価】

【今後の方針】
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0人

目標値【中間】 スポンサー企業の決定 制度の導入

削 減 計 画

スポンサー企業の決定

進捗 予定通り進捗 実施事項なし

第
４
四
半
期

導入対象の検討・募集 スポンサー企業の決定

予定通り進捗 未着手

導入実施
拡大検討（導入拡大をす
る場合は、第２四半期以
降の取組を実施）

導入方針の策定 スポンサー企業の募集

予定通り進捗 未着手

予定通り進捗

所 管 課

ネーミングライツの導入

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

制度導入 導入実施

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

局59№

取組みの基本方向

所 管 局

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

歳入の確保と歳出の抑制

0千円 15千円

0千円 0千円

0人

企画財政局

企画政策課

平 成 ２ ４ 年 度

平成23年度

担 当 者

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

市で所有する施設等にスポンサー企業名等を付すネーミングライツを導入する。

　安定的な財源の確保と民間の資金・ノウハウ等を活用した魅力的な施設運営により、
市民サービスの向上が図られる。

ネーミングライツ導入方針(案)に
基づき、導入施設の検討を行
い、平成２２年度から導入を進
める。

ネーミングライツ導入施設数

０件

１件以上

平成21年度

新たな増収策の推進

指 標

進捗

進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期
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【取組みに対する評価】

【所管局の方針に対する意見】

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

局

評 価

経 営 評 価
委 員 会

評 価

目 標 達 成 度 ■■■■■■■■■■

【今後の方針】

進 捗 度

契約額（歳入は２３
年度）

■■■■■■■■■■

投 入 経 費 15千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

【評価結果を踏まえた対応方針】

【課題ほか】

■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

契約額

【取組みに対する評価】

6,110千円

0人

6,110千円

0人

制度の導入

・ネーミングライツ導入
方針策定
・選定委員会開催
・スポンサー企業決定

実 績 スポンサー企業の決定

効 果 額 0千円

削 減 人 員 0人

0千円

・制度の導入

平成２４年度

【所管局の方針】

【取組みに対する評価】

平成２２年度 平成２３年度 合　　　計

15千円

完 了
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進捗

進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

　平成21年度導入する動画モニター広告事業の対象施設の拡大を検討するとともに、
公募等による自動販売機設置を推進する。

行政財産の貸付により、貸付料の収入増が図られる。

　平成21年度に構築する仕組
みに基づき、動画モニター広告
事業については平成21年度か
ら、自動販売機については平成
22年度から公募等の手法で実
施する。

公募等による自動販売機設置数

自動販売機１台・モニター３台

自動販売機１７台

平成22年度

新たな増収策の推進

指 標

0千円

企画財政局

管財課

葛原

平 成 ２ ４ 年 度

予定通り進捗

検討結果の反映

・導入を検討する施設の
所管課に対し、適宜指導
を行なう。

平成22年度

担 当 者

0千円 0千円

4,278千円 0千円 0千円

0人

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

歳入の確保と歳出の抑制

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

局60№

取組みの基本方向

所 管 局

所 管 課

行政財産の貸付（自動販売機・動画モニター）

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

・動画モニター実施対象
施設の拡大の検討
・自動販売機設置の公募
等実施

　自動販売機の設置につ
いて、公募制導入方針を
決定する。

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

・自動販売機の公募制の
実施について、庁議に付
議する。
・庁内に周知する。

・動画モニター実施対象
施設の拡大の検討

・自動販売機の公募制の
実施について、庁議に付
議する。
・庁内に周知する。

・導入を検討する施設の
所管課に対し、適宜指導
を行なう。

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗

進捗に遅れあり

・動画モニター設置対象
施設への設置、運用開始

・導入を検討する施設の
所管課に対し、適宜指導
を行なう。

予定通り進捗 実施事項なし 予定通り進捗

・自動販売機設置の公募
等実施

・導入を検討する施設の
所管課に対し、適宜指導
を行なう。
・実施状況調査

進捗 進捗に遅れあり 実施事項なし 予定通り進捗

第
４
四
半
期

0人 0人

目標値【中間】 １７台 0 0

削 減 計 画
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平成２４年度

【所管局の方針】

自動販売機の設置については、目標値に届かなかったが、概ね予定通
り進められたため、所管課評価のとおりとする。

【取組みに対する評価】

　自動販売機の公募や動画モニター広告事業等を検討する課に対し、
引き続き、適宜指導を行う。

平成２２年度 平成２３年度 合　　　計

0千円 0千円

・自動販売機の公募
制の実施について、
政策会議に付議
・庁内に周知

　導入を検討する施
設の所管課に対し、
適宜指導を行なっ
た。

0千円

・自動販売機設置の公募
実施（１台）
・動画ﾓﾆﾀｰ設置の公募実
施（南区合同庁舎、南保
健福祉センター）

実 績
自動販売機：1台
動画モニター：3施設8
台

効 果 額 3,333千円

削 減 人 員 0人 0人

5,048千円

0人

13,987千円

0人

自動販売機：1台
動画モニター：3施設8台
有料広告付きサイン：2台

5,606千円

　公募を行なった結果、
落札額。自動販売機及
び動画モニターは5年
契約のため、平成22年
度中に設置した分の継
続貸付料。

　公募を行なった結果、
落札額。5年契約のた
め、平成22、23年度中
に設置した分の継続貸
付料に平成24年度の
新規貸付料を足した
額。

【取組みに対する評価】

自動販売機：7台
動画モニター：3施設8台
有料広告付きサイン：2台

【課題ほか】

　自動販売機の公募や動画モニター広告事業等を検討する課に対し、引き続き、適宜指導を行う。

所管課方針のとおり。

　公募制の導入を検討する施設の所管課に対し指導を行ない、6台の
新規設置をした。自動販売機が必要な施設には既に概ね設置されてお
り、新規設置の絶対数が少ないため、台数自体は当初の目標値に届か
なかったが、効果額では見込みを上回る成果を上げられた。年度途中
に設置しているため、平成24年度の効果額としては5,606千円である
が、平成25年度からの年額では8,573千円と当初見込額の約2倍とな
り、歳入の確保という視点では十分達成できたものと考える。

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■□□□□□■■■■■□□□□□

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

【評価結果を踏まえた対応方針】

進 捗 度

　公募を行なった結
果、落札額。

■■■■■■□□□□

投 入 経 費 0千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

局

評 価

経 営 評 価
委 員 会

評 価

目 標 達 成 度 ■■■■■■□□□□

【今後の方針】

【取組みに対する評価】

【所管局の方針に対する意見】

Ｂ

　自動販売機を新規設置する際は原則公募を行なうこととしているが、自動販売機が必要な施設や売
上が見込める施設には既に概ね設置されており、新規設置が進みにくい状況である。

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ｂ
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進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
３
四
半
期

0千円0千円

0千円 0千円

課題の抽出及び整理
取組方針の検討

平成２２年度に取組み
方針を決定

新たな増収策の推進

指 標

企画財政局

管財課

大和田

平 成 ２ ４ 年 度

所 管 局

担 当 者

所 管 課

　市役所周辺の公共施設駐車場の管理運営に民間活力を活用（貸付）して、土・日・夜
間等空き時間の有効活用などを行うことで増収を図る。

　行政財産の貸付により、貸付料の収入増が図られるとともに、管理運営経費の節減
が図られる。

　平成２１年度に実施予定の駐
車場利用状況の調査・検討を踏
まえ、事業の有効性や事業スケ
ジュールも併せて検討する。

予定通り進捗

利用実態調査に基づく取
組み方針の推進

利用実態の分析
事業採算性の検討
　・無料対象者の範囲
　・無料時間
　・対象駐車場

8,583千円

0千円

0人 0人 0人

-

予定通り進捗進捗

第
２
四
半
期

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

歳入の確保と歳出の抑制

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

取組みの基本方向

行政財産の貸付（市役所周辺駐車場）

委61№
　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

平 成 ２ ３ 年 度

取組み方針を決定
アクションプランへの反映

政令市移行後の駐車場
利用実態把握
調査結果に基づく今後の
取組み方針の検討

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

緊急雇用創出事業による
駐車場利用実態調査

民間事業者からの情報
収集

利用実態の分析
取組方針の検討

第
１
四
半
期

利用実態調査に向けた
詳細の準備

具体的導入方法の検討
　・関係機関との協議
　・庁内各課との調整

予定通り進捗 進捗に遅れあり 進捗に遅れあり

具体的導入方法の検討
　・関係機関との協議
　・庁内各課との調整
取組み方針の決定

予定通り進捗 進捗に遅れあり 予定通り進捗

他市及び政令市の実態
把握

調査結果に基づく貸付料
を事業者へ試算依頼
調査結果に基づく今後の
取組み方針の決定

平成２５年度の導入に向
けて庁議に付議する。

進捗 進捗に遅れあり 進捗に遅れあり 予定通り進捗

第
４
四
半
期

削 減 計 画

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度

目標値【中間】 - -
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Ａ

Ａ

評 価

平成２４年度

【所管局の方針】

これまの検討段階から、実施についての方向性を決定したことは評価
できるため、所管課評価のとおりとする。

【取組みに対する評価】

　行政財産の貸付の実施に向けて、関係機関との協議や庁内各課との
調整を行っていく。

平成２２年度 平成２３年度

8,673千円 0千円

実態調査における調
査方法及び調査項
目の決定
実態調査の実施

関係機関との協議
庁内各課との調整
庁議に付議

8,673千円

他市の実態把握
情報収集
課題整理
実態調査予算要求

合　　　計

実 績 0

効 果 額 0千円

削 減 人 員 0人

【課題ほか】

　決定した取組み方針に基づき行政財産の貸付を実施する。

所管課方針のとおり。

　庁議に付議し、行政財産の貸付の実施についての方向性が決まった
ためＡと評価する。

【評価結果を踏まえた対応方針】

【所管局の方針に対する意見】

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

目 標 達 成 度 ■■□□□□□□□□

進 捗 度 ■■■■■□□□□□

0人

0千円

0人

0 0

0千円

【取組みに対する評価】

関係機関との協議や庁内各課との調整に、予定以上の時間を要するな
ど一部進捗遅れがあるが、実施方針を決定しており、A評価とする。

投 入 経 費 0千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

【今後の方針】

0千円

0人

■■■■■■■□□□■■■■■■■■■■

■■■■■□□□□□■■■■■■■■■■

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ａ

局

評 価

経 営 評 価
委 員 会

関係機関との協議や庁内各課との調整を速やかに行い、取組方針に基
づいて早期の実施を図られたい。また、駐車場以外の行政財産の貸付
の検討の際、参考にできるように事例の整理をお願いしたい。
なお、各施設の利用実態分析を行い、受益者負担の在り方の適正化を
図る観点から、実施の拡大についても検討されたい。

【取組みに対する評価】
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0千円

進捗に遅れあり

0千円 0千円

(市営住宅)
・検討、課題整理
・業者へ見積もり依頼
・対象施設の選定

(駐車場等）
・対象施設の選定
・公募基準策定
・業者選定準備

予定通り進捗

進捗

進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期

市営住宅敷地や道路・駐車場施設等への広告・自動販売機の設置などにより増収を図
る。

公有財産の有効活用により、収入増が図られる。

　平成２１～２３年度に対象施設
を選定し、平成２３年度以降順
次実施する。

新たな増収策の推進

進捗に遅れあり

(市営住宅)
・対象施設の選定
・団地管理組合への周知

(駐車場等）
・事業者・広告主募集
・広告設置開始

都市建設局

都市建設総務室

長田

進捗に遅れあり

(市営住宅)
・自動販売機設置開始
(駐車場等）
・事業者・広告主募集
・広告設置開始

(駐車場等）
・検討、課題整理

進捗に遅れあり

所 管 局

担 当 者

所 管 課

(市営住宅)
・自動販売機設置調整
(駐車場等）
・対象施設の選定
・公募基準策定
・業者選定準備

進捗に遅れあり

０千円 300千円 700千円

0人 0人

取
組
み
の
内
容

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

(市営住宅）
・公募基準策定
・業者選定準備
（駐車場等）
・検討、課題整理

取組みの基本方向

局62№

市営住宅敷地、道路・駐車場施設等の有効活用の推進

歳入の確保と歳出の抑制

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

市営住宅敷地、道路・駐車場施設等の有効活用施設数

・自動販売機設置・広告
等の拡大

・検討、課題整理
・対象施設の選定
・事業者・広告主募集
・自動販売機設置・広告
等の開始

指 標

７箇所

(駐車場等）
・検討、課題整理

平成24年度

平 成 ２ ４ 年 度

進捗に遅れあり

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

・検討、課題整理
・対象施設の選定
・事業者・広告主募集

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

(市営住宅)
・検討、課題整理
・自動販売機導入への検
討、及び関係機関との調整

(市営住宅）
・事業者の決定
・自動販売機設置開始
(駐車場等）
・検討、課題整理

予定通り進捗 進捗に遅れあり

進捗に遅れあり

第
３
四
半
期

進捗

第
４
四
半
期

目標値【中間】 ０箇所

0人

３箇所

削 減 計 画

７箇所

進捗に遅れあり
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0箇所

【今後の方針】

0千円

0人

0千円

0人

0箇所

設置業者の選定に
係る公募基準の策
定等

実施事項なし

平成２４年度平成２２年度 平成２３年度 合　　　計

市営住宅敷地内で
の自動販売機設置
に係る調整等

0人

■■■■■□□□□□

０箇所

効 果 額

0千円

【課題ほか】

　　自動販売機の設置については、今後の電力需給状況を踏まえ、好転した場合には、設置に向けた
 検討を進める。
    また、駐車施設等への広告掲出については、景気の低迷やインターネットを活用した情報発信など
 により、広告主による自主的な応募が見込まれにくい状況にあるほか、広告掲出のための施設補強に
 係る経費なども要することから、費用対効果等を勘案する中で、歳入確保に向けた増収策のあり方や
 今後の進め方についての再整理を行う。

　自動販売機の設置については、今後の電力需給状況を踏まえ、好転した場
合には直ちに設置に向け検討を進めたい。また、駐車場施設等への広告掲出
については、課題整理等を引き続き行うとともに社会情勢を鑑み今後の進め
方について再検討を行う。

　自動販売機設置については、平成２３年度中に設置可能な状態まで準備を
行ってきたが、震災による節電対応により設置を見送っており、平成２４年
度も電力需給状況に大きな変化がなかったことなどから、予定通り進めるこ
とができなかった。
　また、駐車場施設等への広告掲出については、課題整理等の検討を行って
きたが、実施まで至らなかった。

【所管局の方針】

　自動販売機設置については、震災の影響による節電対応により、平成２３
年度より設置が見送られ、電力需給状況が好転した場合、直ちに設置可能な
状態まで準備（設置の優先順位、公募基準策定、業者選定基準）を行ってい
る。しかし、平成２４年度も電力需給状況は大きな変更がなかったため、予
定通り進めることができなかった。また、駐車場施設等への広告掲出につい
ても、設置に向けた課題整理等を進めてきたが、設置に至らなかった。

【取組みに対する評価】

　自動販売機設置については、今後の電力需給状況を踏まえ、設置に向けて
検討する。
　駐車場施設等への広告掲出については、引き続き、課題整理の検討や広告
主のニーズを把握するとともに、効率的な広告掲出場所や公募方法等の検討
を行う。

【評価結果を踏まえた対応方針】

Ｄ

【所管局の方針に対する意見】

0千円

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

目 標 達 成 度 ■■■■■■□□□□

進 捗 度 ■■■■■■□□□□

効 果 額 の
積 算 根 拠

0千円

削 減 人 員

経 営 評 価
委 員 会

評 価【取組みに対する評価】

【取組みに対する評価】

0人

局

評 価

投 入 経 費 0千円 0千円

0千円

実 績

　　駐車場施設等への広告掲出については、広告主のニーズや効果的な設置場所、規模の確保、施
 設の補強やその費用負担の調整など、課題整理等を引き続き行うとともに社会情勢を鑑み今後の進め
 方について再検討する必要がある。
　　また、道路上への広告・自動販売機の設置は困難であることから、今後、道路敷地の有効活用方策
 について再検討する必要がある。

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ｄ

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

■■■■■■□□□□
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0千円

進捗

平 成 ２ ３ 年 度

・市税等徴収対策推進本
部会議検討部会での所
掌事務、組織の検討

・「（仮称）収納対策課」設
置
・取組みの実践

目 標 値
【 最 終 】

削 減 計 画

目標値【中間】

進捗に遅れあり 予定通り進捗

63№

取組みの基本方向

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

収納業務の一元化

歳入の確保と歳出の抑制

市税等収納の強化

局

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

達 成 目 標

内 容

・関係課との調整（滞納案件
の移管・システムのあり方等
を整理した上で、体制につ
いての検討を行う。）
・組織、職員定数要求

・市税等徴収対策推進本
部会議検討部会での所
掌事務、組織の検討

・関係課との調整（滞納
案件の移管・システムの
あり方等を整理した上
で、体制についての検討
を行う。）

予定通り進捗

取
組
み
の
内
容

・組織のあり方の検討（対
象債権の抽出、反対給
付・情報共有化の整理
等）

予定通り進捗 予定通り進捗

・組織のあり方の検討（対
象債権の抽出、反対給
付・情報共有化の整理
等）

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗

0千円

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

進捗

進捗

進捗

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

第
４
四
半
期

・市税等徴収対策推進本
部会議検討部会での所
掌事務、組織の検討
・各関係課との調整（滞
納案件の移管等）

0千円 0千円

投入予定経費

予定通り進捗

0千円

0千円

0人 0人0人

H24現年度収納率→市税98.5、
国保89.2、保育料98.3、住宅
98.5、介護98.1

平 成 ２ ４ 年 度

所 管 局

担 当 者

所 管 課

予定通り進捗

・関係課との調整（滞納
案件の移管・システムの
あり方等を整理した上
で、体制についての検討
を行う。）

内示を踏まえた組織設置
に向けた具体的準備

・関係課との調整（滞納
案件の移管・システムの
あり方等を整理した上
で、体制についての検討
を行う。）

予定通り進捗

基 礎 値 アクションプラン数値目標のとおり

アクションプラン数値目標のとおり

企画財政局

債権対策課

大木

・組織のあり方の検討（対
象債権の抽出、反対給
付、情報共有化の整理等）
・組織、職員定数要求

・市税等徴収対策推進本部
会議検討部会での検討
・具体的な所掌事務の検
討、組織の検討等

・関係課との調整（滞納
案件の移管等）

効 果 見 込 額

指 標

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

　諸収入金の徴収強化を中心とした「（仮称）収納対策課」を設置する。

　効率的で効果的な徴収事務が適正に執行され、収納力が強化される。

平成２４年度までに「（仮称）収
納対策課」を設置する。

現年度収納率

見 込 ま れ る
成 果

平 成 ２ ２ 年 度
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【所管局の方針に対する意見】

【課題ほか】

「所管課の方針のとおり。」の評価を受け、取組みを進める。

所管課方針のとおり。

経 営 評 価
委 員 会

　数値目標については、一部の債権において目標を達成できなかったが、平
成２４年度の取組については、当初の予定通り、組織のあり方の検討や設置
準備等をしたうえで、債権所管課において回収困難となった債権の処理など
を担う債権対策課を平成２５年４月に設置したため、予定通りの進捗をして
いるものと評価している。

【今後の方針】

評 価

0人

【取組みに対する評価】

　債権対策課では、再三にわたり催告等をしてもなお納付しない者に対して
は、滞納処分や訴訟等の措置により、債権の回収を図るものとする。また、
収納強化を図るため、債権所管課に対し実務上の指導を行なうことにより、
債権回収に係る人材育成に努めるものとする。

【取組みに対する評価】

■■■■■■■□□□

Ａ

【取組みに対する評価】

0千円

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ａ

局

評 価

【評価結果を踏まえた対応方針】

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

目 標 達 成 度 ■■■■■■□□□□

・市税等徴収対策推進
本部会議及び同検討
部会での所掌事務の
検討、組織の検討等
（H22所管課：税制課）

0千円

削 減 人 員

投 入 経 費

0千円

0人

0 0

0千円

0人

0千円

0人

本取り組みについて
は効果額は設定して
いない。

本取り組みについて
は効果額は設定して
いない。

■■■■■■■■□□■■■■■■■■■■

■■■■■■■□□□

進 捗 度

本取り組みについて
は効果額は設定して
いない。

■■■■■■□□□□

効 果 額 の
積 算 根 拠

平成２３年度

実 績 0

効 果 額

平成２４年度平成２２年度

0千円

合　　　計

0千円

【所管局の方針】

所管課評価のとおりとする。

0千円

・収納対策推進会議
及び検討部会での
基本的な役割・取扱
債権等の検討

・組織のあり方の検
討、内示を踏まえた
組織設置に向けた準
備

126



見 込 ま れ る
成 果

平 成 ２ ２ 年 度

・条例の施行
・条例に基づいた事務を
行なうことにより、債権管
理の適正化を図る。

・市税等徴収対策推進本
部会議検討部会での検
討
・条例案の骨子検討

・条例案の作成

効 果 見 込 額

指 標

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

　諸収入金に係る債権管理条例を制定し、市税以外の諸収入金の徴収を強化する。

　督促、強制執行、債権放棄等について規定した債権管理条例を制定することにより、
諸収入金の徴収が強化されるとともに公平性が確保される。

平成２４年度までに債権管理条
例を制定する。

現年度収納率

基 礎 値 アクションプラン数値目標のとおり

アクションプラン数値目標のとおり

企画財政局

債権対策課

大木

平 成 ２ ４ 年 度

所 管 局

担 当 者

所 管 課

予定通り進捗

・市税等徴収対策推進本
部会議等での検討
・庁議への付議、総務部
会への報告

・条例に基づいた事務を行
なうことにより、債権管理
の適正化を図る。

・パブリックコメントの実施
・３月定例会への議案提
出

予定通り進捗

投入予定経費

予定通り進捗

0千円

0千円

0人 0人0人

H24現年度収納率→住宅
98.5

0千円 0千円

第
３
四
半
期

第
４
四
半
期

・市税等徴収対策推進本
部会議等での検討
・条例案の骨子検討、庁
内調整

0千円

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

進捗

進捗

進捗

第
２
四
半
期

・条例に基づいた事務を行
なうことにより、債権管理
の適正化を図る。

予定通り進捗 予定通り進捗

・条例に基づいた事務を行
なうことにより、債権管理
の適正化を図る。

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

達 成 目 標

内 容

・市税等徴収対策推進本
部会議等での検討
・条例案骨子（規定すべ
き事項整理等）検討、条
例案の作成、庁内調整

・市税等徴収対策推進本
部会議等での検討
・条例案の骨子検討、庁
内調整

・条例案骨子（規定すべ
き事項整理等）検討、条
例案の作成、庁内調整

予定通り進捗

取
組
み
の
内
容

64№

取組みの基本方向

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

諸収入金の徴収強化

歳入の確保と歳出の抑制

市税等収納の強化

局

平 成 ２ ３ 年 度

・市税等徴収対策推進本
部会議等での検討
・条例案の骨子検討、庁
内調整

・条例の制定

目 標 値
【 最 終 】

削 減 計 画

目標値【中間】

予定通り進捗 予定通り進捗

0千円

進捗
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合　　　計

0千円

【所管局の方針】

所管課評価のとおりとする。

■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■

0人

0千円

収納対策推進会議
及び検討部会での
条例案の検討

債権管理の適正化
を図るために債権回
収対策基本方針を
策定

0千円

平成２４年度平成２２年度

進 捗 度 ■■■■■■■■■■

効 果 額 の
積 算 根 拠

平成２３年度

■■■■■■■■■■

実 績 0

効 果 額 0千円 0千円

0人

0 0

0千円

0人

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

目 標 達 成 度 ■■■■■■■■■■

・推進本部会議及び検
討部会での債権管理体
制の検討及び条例案骨
子の検討（H22所管課：
税制課）

0千円

削 減 人 員

投 入 経 費 0千円

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ａ

局

評 価

【評価結果を踏まえた対応方針】

数値目標については達成することができなかったが、債権管理条例の
実効性を高めるために「相模原市債権回収対策基本方針」を策定し、
債権管理の適正化を図ったため、予定通りの進捗をしているものと評
価している。
【今後の方針】

評 価

0人

【取組みに対する評価】

債権管理条例に規定した措置や「相模原市債権回収対策基本方針」に
基づき策定した「債権回収対策等実行計画」における全庁的な取組を
着実に実施することにより、債権管理の適正化を図る。

【取組みに対する評価】

■■■■■■■□□□

【取組みに対する評価】

Ａ

【所管局の方針に対する意見】

【課題ほか】

「所管課の方針のとおり。」の評価を受け、取組みを進める。

所管課方針のとおり。

経 営 評 価
委 員 会
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0千円 0千円効 果 見 込 額

進捗

投入予定経費

第
３
四
半
期

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

目標値【中間】

削 減 計 画

予定通り進捗

・当年度市債発行額の管理・検
討
・翌年度以降発行額及び各種
指標の推計

・当年度市債発行額の管理・検
討（更新）
・翌年度以降発行額及び各種
指標の推計（更新）
・新たな目標数値、指標の検討

年 次 計 画

第
１
四
半
期

進捗

進捗

進捗

平 成 ２ ２ 年 度

予定通り進捗

№

取 組 項 目

見 込 ま れ る
成 果

・当年度市債発行額の管理・検
討
・翌年度以降発行額及び各種
指標の推計
・新たな目標数値、指標の検討

予定通り進捗

第
４
四
半
期

・当年度市債発行額の調整・確
定
・翌年度以降発行額及び各種
指標の推計（更新）
・新たな目標数値、指標の検
討・アクションプランへの反映

・当年度市債発行額の調整・確
定
・翌年度以降発行額及び各種
指標の推計（更新）

・当年度市債発行額の調整・確
定
・翌年度以降発行額及び各種
指標の推計（更新）

・当年度市債発行額の管理・検
討（更新）
・翌年度以降発行額及び各種
指標の推計（更新）

予定通り進捗 予定通り進捗 予定通り進捗

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

取組みの基本方向

内 容

委65
　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

平 成 ２ ３ 年 度

・標準財政規模の積算
・財政健全化指標の検討
・数値目標を設定し、アク
ションプランへ反映

・目標値に基づく市債発
行の管理

　次の世代に過重な負担を残さず、また、弾力的な財政運営を持続できる。

歳入の確保と歳出の抑制

市債発行に関する制限値の設定

市債発行の抑制

企画財政局

取
　
組
　
内
　
容

達 成 目 標

・前年度市債借入
・当年度市債発行準備

0人

320億円

 平成２３年度から平成２５年度
までの３年間での市債発行額：
１，０００億円
 実質公債費比率：８％以内

平 成 ２ ４ 年 度

0人0人
H23～25年度の発行額1,000億円以内。
実質公債費比率8％以下を維持。

H23～25年度の発行額1,000億円以内。
実質公債費比率8％以下を維持。

・当年度市債発行額の管理・検
討（更新）
・翌年度以降発行額及び各種
指標の推計（更新）

0千円

予定通り進捗

・目標値に基づく市債発
行の管理

0千円

予定通り進捗

・当年度市債発行額の管理・検
討
・翌年度以降発行額及び各種
指標の推計

第
２
四
半
期

所 管 局

担 当 者

所 管 課

　建設に係る市債、臨時財政対策債を発行抑制の対象とし、市債の発行限度額と実質
公債費比率による発行抑制を行う。なお、平成23年度以降の発行限度額の設定は平
成22年度に、新・相模原市総合計画の実施計画の内容及び政令指定都市移行後の標
準財政規模等の推移を見極め、設定を行う。

財務課

鈴木

平成22年度市債発行額

H２３からH２５までの３年間で
の市債発行額：１，０００億円
 実質公債費比率：８％以内

指 標

・前年度市債借入
・当年度市債発行準備

0千円 0千円

予定通り進捗

予定通り進捗 予定通り進捗

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】
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実 施 内 容

目 標 達 成 度

■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

予定通りに進捗し目標も達成しており、A評価とする。

・市債発行額320億円
以内→287億円

・実質公債費比率8％
以下→約4.3%

【取組みに対する評価】

【取組みに対する評価】

Ａ

【課題ほか】

今後も適債事業の選択や対象経費の精査など適正な市債発行に努める。

所管課方針のとおり。

Ｈ23～25年度の市債発行額1,000億円以内の目標値に対し、
Ｈ23・24で約713億円の発行となったが、Ｈ25発行見込額は約218億円
であり、繰越分を含めても目標を達成する見込である。実質公債費比
率も、5％以下を維持する見込である。
【今後の方針】

評 価

経 営 評 価
委 員 会 Ａ

0千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

・市債発行額326億円

・実質公債費比率8％
以下→約4.2％

■■■■■■■■■■

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ａ

局

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 績

投 入 経 費

【評価結果を踏まえた対応方針】

【所管局の方針に対する意見】

進 捗 度

市債発行の抑制

0千円

0人0人

■■■■■■■■■■

効 果 額

平成２２年度

0千円

平成２４年度

削 減 人 員

0千円

市債発行の抑制

0千円

0千円 0千円

0人 0人

市債発行の抑制

取り巻く環境の変化への適応を念頭に置きつつ、引き続き、財政の健
全化に取り組んでいただきたい。

評 価

287億円 326億円 387億円

【所管局の方針】

取組実績及び目標を達成していることから、所管課評価のとおりとす
る。

■■■■■■■■■■

合　　　計平成２３年度

【取組みに対する評価】

今後も適債事業の選択や対象経費の精査など適正な市債発行に努め
る。

・市債発行額387億円

・実質公債費比率8％
以下→約4.4％（見込
み）

0千円
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0千円

進捗に遅れあり 進捗に遅れあり 予定通り進捗

「アクションプラン推進幹事会」
の「扶助費ワーキング」におい
て、市単事業の精査、扶助費
見直しの方向性の検討、アク
ションプランの改訂案の作成を
行う。

・予算所管課による見直
し案、スケジュール案等
の最終検討
・見直し可能な事業は、
次年度予算に反映

・事業所管課による見直
し
・見直し可能な事業は、
次年度予算に反映

進捗に遅れあり 予定通り進捗 予定通り進捗

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

・対象事業の検討
・各事業別の作業スケ
ジュール策定
・アクションプランへの反
映

・対象事業の検討

「アクションプラン推進幹事会」
の「扶助費ワーキング」におい
て、市単事業の精査、扶助費
見直しの方向性の検討、アク
ションプランの改訂案の作成を
行う。

・ワーキングにおける検
討結果を幹事会へ報告
・見直し可能な事業は、
次年度予算編成に反映

・アクションプラン推進幹
事会、経営評価委員会へ
検証結果を報告

健康福祉局

健康福祉総務室

髙尾

平 成 ２ ４ 年 度

予定通り進捗進捗に遅れあり

所 管 局

・見直し事業の決定
・事業所管課による見直
し
・次年度予算への反映

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

進捗

第
４
四
半
期

目標値【中間】

削 減 計 画

進捗

進捗

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

市単独事業等の扶助費の見直し

委66№

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

見 込 ま れ る
成 果

歳入の確保と歳出の抑制

取
組
み
の
内
容

取組みの基本方向

・ワーキングにおける対
象事業の検討

「アクションプラン推進幹事会」
の「扶助費ワーキング」におい
て、市単事業の精査、扶助費
見直しの方向性の検討、アク
ションプランの改訂案の作成を
行う。

・ワーキングにおける対
象事業の検討
・各事業別の作業スケ
ジュール策定

・見直し事業及び見直し
方針の決定取

　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

担 当 者

所 管 課

予定通り進捗

予定通り進捗

・事業所管課による見直
し
・見直し可能な事業は、
次年度予算に反映

予定通り進捗

33,380千円

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

各扶助費について、対象者の所得要件や単価設定等、必要に応じた見直しを行う。

扶助費全般を検証することにより、より必要性の高い事業への財源の割り振り等、効果
的な扶助制度が確立される。

平成２３年度から市単独事業等
の扶助費の見直しの取組みを
実施する。

平成22年度対象事業の検討に基づき、
平成23年度から取組みを実施

扶助費の見直し

指 標

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

131



今後も国における制度改正や、少子高齢化の更なる進行等に伴う社会経済情勢の変化に注視し、高
齢者や生活にお困りの方などに真に必要なサービスを提供していく必要がある。

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ａ

経 営 評 価
委 員 会

予定通りに進捗し目標も達成しており、A評価とする。

「当面調査研究を行う２事業」と「当面現状通りとする２事業」につ
いて、調査研究状況の報告、当面の期間の明確化をお願いしたい。ま
た、要見直し完了２事業、平成２５年度見直し６事業についても、適
切な進行管理をお願いしたい。

■■■■■■□□□□

0人

・事業仕分けによる
見直し
・ワーキングの設置

局

評 価

【取組みに対する評価】

■■■■■■■□□□■■■■■■■■■■

■■■■■■■□□□■■■■■■■■■■

【所管課の方針】

【所管局の方針】

　H23年度ワーキング検証結果に基づき、事業所管課において、対象
事業の検証及び見直し、廃止に向けた取り組みを行い、今後のスケ
ジュール等を決定した。

評 価

０人

0千円 ０千円

・ワーキングによる
扶助費全般の検証

実 施 内 容

目 標 達 成 度 ■■■■■■□□□□

【取組みに対する評価】

・幼児養育費支給事
業：33,936千円
・青年(高校生)海外派
遣事業：332千円

0人

進 捗 度

【課題ほか】

「当面調査研究を行う２事業」については、他都市の制度や実績等について調査及び分析を行っている。見直しの
時期については、本市扶助事業全体の抜本的な見直しと合わせて行いたい。
「当面現状通りとする２事業」については、事業所管課において、具体的な扶助事例の検証により現状の整理を
行った結果、現制度が適正であるとの判断に至ったため、現状通りとする。ただし、国による関係制度の改正や社
会経済情勢の変化など事業の見直しを行う必要が生じた場合には、速やかに対応する。
他の事業についても、引き続き適切に進行管理を行っていく。

　引き続き見直し及び廃止に向けた取り組みを推進する。H25年度に
策定を予定している都市経営指針実行計画においても、引き続き市単
独事業の扶助費等の見直しを位置付け、取り組みを継続する。

　H23年度ワーキング検証結果に基づき、事業所管課において、見直
し及び廃止に向けた検討等を行った。
・ワーキング検証結果「廃止」3事業：H25、26、30年度に１事業ずつ
廃止する方針を決定。
・ワーキング検証結果「要見直し」12事業：H24年度見直し検討(H25
年度見直し反映) 2事業、H24、25年度見直し検討(H26年度見直し反
映) 6事業、当面調査研究を行う事業 2事業、当面現状通りとする事
業 2事業の方針を決定した。

【評価結果を踏まえた対応方針】

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

【所管局の方針に対する意見】

0千円34,268千円（再掲）

投 入 経 費 0千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

0千円

実 績

効 果 額 0千円

削 減 人 員

・事業所管課による
検討及び見直し

０千円

平成２４年度

Ａ

【取組みに対する評価】

　引き続き見直し及び廃止に向けた取り組みを推進する。

平成２２年度 平成２３年度 合　　　計

0人

Ａ
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予定通り進捗予定通り進捗 予定通り進捗

＜収納率向上対策＞
　・滞納処分研修の実施
　・給与差押等の実施
　・差押執行通知の発送
　・休日納税相談の実施

＜収納率向上対策＞
　・滞納処分研修の実施
　・給与差押等の実施
　・差押執行通知の発送
　・休日納税相談の実施

＜収納率向上対策＞
　・滞納処分研修の実施
　・給与差押等の実施
　・差押執行通知の発送
　・休日納税相談の実施

予定通り進捗

第
４
四
半
期

＜収納率向上対策＞
　・給与調査等の実施
　・差押執行通知の発送
　・休日納税相談の実施

＜収納率向上対策＞
　・給与調査等の実施
　・差押執行通知の発送
　・休日納税相談の実施

予定通り進捗

＜収納率向上対策＞
　・給与調査等の実施
　・差押執行通知の発送
　・休日納税相談の実施

局

見 込 ま れ る
成 果

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

67

担 当 者特別会計の健全化

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート
№

取組みの基本方向

所 管 局国民健康保険事業特別会計の健全化

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

歳入の確保と歳出の抑制

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

＜収納率向上対策＞
　・差押執行通知の発送
　・休日納税相談の実施

予定通り進捗

予定通り進捗予定通り進捗 予定通り進捗

予定通り進捗

削 減 計 画

目標値【中間】 現年度収納率　88.4％　 現年度収納率　88.8％　 現年度収納率　89.2％　

＜収納率向上対策＞
　・差押執行通知の発送
　・休日納税相談の実施

＜収納率向上対策＞
　・差押執行通知の発送
　・休日納税相談の実施

予定通り進捗予定通り進捗

保険税収納率向上対策の実施
と、隔年で保険税率の見直しを
実施する。

平成26年度

（・保険税率の見直しに向
けた検討）

＜収納率向上対策＞
　・差押執行通知の発送
　・休日納税相談の実施

２４億円

１２億円

平成15年度

（・保険税率の見直しに向
けた検討）

＜収納率向上対策＞
　・差押執行通知の発送
　・休日納税相談の実施

・保険税率の見直し

進捗

・保険税率の見直し

＜収納率向上対策＞
　・差押執行通知の発送
　・休日納税相談の実施

指 標

健康福祉局

国民健康保険課

座間

平 成 ２ ４ 年 度

所 管 課

保険税収納率の向上対策や適切な保険税率の設定に努める。

　保険税収入の確保及び税負担の公平性が図られることにより、一般会計からの繰入
金が抑制され、国民健康保険事業特別会計の健全化が図られる。

進捗

一般会計からの繰入金決算額

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー
ル

第
１
四
半
期

進捗

※今後、大規模な医療制度改革が行われた場合、
改正内容を踏まえ本取組項目の見直しを行う
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　国が進める社会保障・税一体改革の動向等を注視しながら推進していく必要がある。

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ｂ

【取組みに対する評価】

　平成26年度以降の税率の見直しは、医療費動向、消費税増税、社会
保障・税の一体改革を踏まえ適宜検討に入るものとする。なお、収納
率向上対策については、口座振替率の向上対策、収納推進員のより効
果的な活用、債券回収に特化した部門による更なる滞納処分の強化を
目指す。

【評価結果を踏まえた対応方針】

【取組みに対する評価】

【課題ほか】

局

【所管局の方針に対する意見】

評 価

　年次計画に基づき、保険税率の見直しに向けた検討を行い、平成25
年度より新たな税率で課税を行う準備を整えた。また、収納対策につ
いては、生命保険や給与等の調査・処分、不動産差押などに取り組
み、収納率が向上した。

【取組みに対する評価】

目 標 達 成 度 ■■■■■■■■□□

■■■■■■■■■■ ■■■■■■■■■■

■■□□□□□□□□ ■■□□□□□□□□

繰入額：33億円
収納率：86.59％

0千円

繰入額：32億円
収納率：86.23％

670,000千円670,000千円

削 減 人 員

0千円

0人

効 果 額

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

・保険税率の見直し検討
・差押執行通知の発送
・滞納処分研修の実施
・給与差押等の実施
・休日納税相談の実施

効 果 額 の
積 算 根 拠

　国民健康保険事業特別会計の健全化を図るため、引き続き収納対策の強化に努めるとともに、適切な
保険税率の設定による保険税賦課の適正化や、効果的な保健事業の実施等による医療費の適正化に
取り組んでいく。

　平成25年度に国民健康保険課内に特別滞納整理班を設置し、更なる
収納対策に努める。今後の国民健康保険事業特別会計の健全化につい
ては、国が進める社会保障・税一体改革の動向等を注視しながら推進
していく。また、平成25年度に策定を予定している都市経営指針実行
計画においても、適切な保険税率の設定による国民健康保険事業特別
会計の健全化を位置付け、計画的な取り組みを行う。

　平成25年度の税率見直しについて、高齢化や医療の高度化による医
療費の増加等の動向を踏まえ、一般会計からの繰入金が増加しないよ
う税率改定を行った。また、生命保険等の調査・処分を不動産差押と
併行実施し、収納率向上を図るとともに、平成25年度に債券回収に特
化した部門を課内に設置する予定。

【今後の方針】

評 価

【所管局の方針】

Ｂ

経 営 評 価
委 員 会

進 捗 度

22年度の税調定額と
税率見直しを実施し
なかった場合の税調
定額の差を効果額と
した。

■■■■■■■■■■

投 入 経 費

合　　　計

繰入額：19億円
収納率：86.07％

0千円

実 績

実 施 内 容

平成２４年度
・保険税率の見直し
・差押執行通知の発送
・滞納処分研修の実施
・給与差押等の実施
・休日納税相談の実施

・保険税率の見直し検討
・差押執行通知の発送
・滞納処分研修の実施
・給与差押等の実施
・休日納税相談の実施

平成２２年度 平成２３年度
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・関連規則、規定の改正
・職員研修
・打切り決算
・システム稼動
・出納取扱金融機関の指定

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

進捗

0千円 0千円 0千円

0人 0人

・固定資産調査
・システム構築
・条例・規則等の調整
・財政シュミレーション
・会計制度見直し対応

・財政シュミレーションの
見直し
・法適用スケジュール変
更調整

特別会計の健全化 布川

平 成 ２ ４ 年 度

制度導入

・固定資産調査、評価
・システム構築
・条例・規則等の制定、改
正
・会計制度見直し対応

・金融機関協議
・条例及び関連規則、規
定の調整

下水道管理課所 管 課

担 当 者

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

　公共下水道、市設置高度処理型浄化槽、農業集落排水施設の各事業について、企業
会計方式を導入する。

　財務状況の透明化、統一的な経営指標による経営分析、事業評価を通じて、使用料
算定の明確化、内部留保資金の確保が図られるとともに、コスト意識の向上と経営の
改善が推進される。

　平成２５年度から地方公営企
業法の財務規定等を適用し、企
業会計方式を導入する。

平成25年度

指 標

所 管 局下水道事業への地方公営企業法の適用

0人

予定通り進捗

・企業会計予算編成
・特別会計設置条例上程

予定通り進捗

都市建設局

削 減 計 画

目標値【中間】

予定通り進捗

予定通り進捗

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

・課題整理
・固定資産調査
・システム構築

予定通り進捗

取
組
み
の
内
容

43,000千円

進捗

進捗

進捗

投入予定経費

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

・金融機関協議

予定通り進捗

局68№

取組みの基本方向

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点 歳入の確保と歳出の抑制

効 果 見 込 額

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

・固定資産調査委託契約
・システム構築委託契約

・財政シュミレーションの
見直し
・法適用スケジュール変
更

予定通り進捗

・平成23年度打切り決算
を見込んだ予算編成

第
４
四
半
期

58,968千円 36,903千円

・会計設置条例庁議付議
・会計制度見直し対応分
析
・システム機器調達

予定通り進捗

・システム一部稼動（予算
編成）
・職員研修
・部会又は全員協議会に
よる議会説明

予定通り進捗

予定通り進捗

予定通り進捗

・条例、規則関係課調整
・会計制度見直し対応準
備
・平成24年度打切り決算
を見込んだ予算編成
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0人

・課題整理
・固定資産調査
・システム構築

合　　　計

0人0人

実 施 内 容

平成２２年度 平成２４年度

0千円

削 減 人 員

0千円

47,283千円

平成２３年度

0人

36,172千円

・固定資産調査
・システム構築
・例規調整
・スケジュール変更

・固定資産調査
・システム稼働
・企業会計予算編成
・条例等の制定、改正

進 捗 度 ■■■■■■■■■□

投 入 経 費 34,608千円

効 果 額 の
積 算 根 拠

【課題ほか】

　企業会計による経費の明確化、透明化によりコスト意識を高め、経営分析を基に経営改善を図り、市
民への説明責任も果たしていく。

今後、企業会計による更なる経費の明確化、透明化により、経費の効
率化を図るとともに、コスト意識の向上に努める。

　資産調査、システム構築、例規整備、予算編成、出納取扱金融機関
の指定と必要な項目を全て実施し、企業会計への移行が完了した。ま
た、会計制度見直しについても滞りなく対応できた。

【今後の方針】

評 価

【所管局の方針】

固定資産調査、システム稼働、条例等の制定及び改正、企業会計予算
編成など予定していた項目は全て実施し、平成２５年度より企業会計
への移行が完了したため、良好な結果であった。

【所管局の方針に対する意見】

0千円0千円効 果 額

118,063千円

実 績

■■■■■■■■■□■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■□

【取組みに対する評価】

【評価結果を踏まえた対応方針】

【取組みに対する評価】

■■■■■■■■■■

　企業会計への移行による経営分析を基本に、経営計画を策定し経営
改善を図っていく。
　また、企業会計での経営をより強固なものとするため、複式簿記等
の専門知識をもった職員の育成、確保を行っていく。

局

目 標 達 成 度 ■■■■■■■■■□

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

Ａ

　企業会計での事業運営には複式簿記等の専門知識が不可欠であり、専門知識を持った職員の配置
や、下水道関係職員全体の知識の底上げ等による職員の確保及び育成が必要である。

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ａ

経 営 評 価
委 員 会

評 価【取組みに対する評価】
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進捗

進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

0千円 0千円

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

　受益者負担の基準の見直しを通じて、特別会計への一般会計からの負担基準を明確
化するとともに、特別会計全般について健全化に向けた取組みを実施する。

　特別会計としての独立採算でまかなうべき範囲が明らかになり、特別会計の健全化
が図られる。

特別会計の健全化

企画財政局

経営監理課

武田

平 成 ２ ４ 年 度

所 管 課

所 管 局

（平成２２年度目標設定）

平 成 ２ ３ 年 度

歳入の確保と歳出の抑制

一般会計からの負担基準の明確化と特別会計健全化の
推進

0千円

担 当 者

・ワーキンググループで
の検討

平成２２年度に負担基準を明確
化し、各特別会計における健全
化目標を定める。

指 標

予定通り進捗

・取組みの実施

・目標の周知

予定通り進捗

-

実施事項なし

・取組状況の把握

-

- -削 減 計 画

・特別会計健全化の考え
方の整理
・特別会計の健全化に係
るワーキング設置検討

・ワーキンググループで
の検討

0千円

予定通り進捗 実施事項なし

進捗に遅れあり

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

見 込 ま れ る
成 果

平 成 ２ ２ 年 度

基 本 的 な 視 点

取
組
み
の
内
容

取組みの基本方向

№

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

進捗

目標値【中間】

委69

・ワーキングの設置
・受益者負担の基準の明確
化
・各会計別検討の実施
・アクションプランへの反映

・取組みの実施

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

取 組 項 目

進捗に遅れあり

・負担基準の明確化
・特別会計の健全化に係
るワーキング設置

・ワーキンググループの
検討結果を経営評価委
員会に報告

進捗に遅れあり

・基準の策定
・目標設定

・負担基準の明確化
・各会計別の検討
・特別会計の健全化に係
るワーキング設置

進捗に遅れあり 予定通り進捗 予定通り進捗

第
４
四
半
期

0千円 0千円

- -
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Ａ

合　　　計

0人

■■■■■■■■■■

・一般会計から特別
会計への繰出し基準
の明確化

・目標の周知と進行
管理の実施

0千円

平成２４年度平成２２年度 平成２３年度

投 入 経 費 0千円 0千円

進 捗 度 ■■■■■□□□□□■■■■■■■■■■

効 果 額 の
積 算 根 拠

実 績

0人

効 果 額 0千円

削 減 人 員 0人

実施内容と同様

0千円0千円

【今後の方針】

・特別会計の健全化
に係るワーキング設
置検討

0千円 0千円

0人

【取組みに対する評価】

採算性の低い事業の経費を補填するための繰入れ以外の繰入れを原
則、認めないなど、一般会計からの負担基準の明確化が図られ、負担
基準の達成に向けて取組を進めていることからＡ評価とする。

評 価【取組みに対する評価】

評 価

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ａ

【課題ほか】

今後も財政の健全化に向けて各特別会計の目標を達成できるよう、進捗管理を行う。

予定通りに進捗し目標も達成しており、A評価とする。

取り巻く環境の変化への適応を念頭に置きつつ、引き続き、財政の健
全化に取り組んでいただきたい。

【所管局の方針】

【評価結果を踏まえた対応方針】

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

【取組みに対する評価】

今後も各特別会計の目標を達成できるよう、進捗管理を行う。

Ａ

目 標 達 成 度 ■■■■□□□□□□

経 営 評 価
委 員 会

所管課方針のとおり。

【所管局の方針に対する意見】

局

取組実績及び目標を達成していることから、所管課評価のとおりとす
る。
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第
３
四
半
期

0千円 0千円

低未利用資産の活用等

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

進捗

企画財政局

土地利用調整課

担 当 者

所 管 課

「市の財政標準規模」に対する「公社保有
土地の簿価総額」の比率

平 成 ２ ４ 年 度

① 16.8％　 ② 13.1％
③ 5,800万円
① 15.5％　 ② 9.9％
③ 0円

平成22年度

平成19年度

0千円

0人

0千円

0人

（新たな計画で設定予定）

・新たな土地開発公社経
営計画の検討

予定通り進捗

70

削 減 計 画

進捗

進捗

所 管 局土地開発公社保有土地の取得計画の推進

歳入の確保と歳出の抑制

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

・新たな土地開発公社経
営計画案の作成
・取得（買戻し）

局

基 本 的 な 視 点

№

取 組 項 目

取組みの基本方向

予定通り進捗

達 成 目 標

内 容

基 礎 値

目 標 値
【 最 終 】

①市の標準財政規模に対する「保
有土地の簿価総額」の比率を低減
する。②市の標準財政規模に対す
る「保有期間５年保有土地の簿価
総額」の比率を低減する。③供用済
土地の解消を進める。

「相模原市土地開発公社健全化計画」に基づき、①保有土地、②保有期間５年以上の
長期保有土地、③供用済土地の簿価総額を縮減する。

取
組
み
の
内
容

土地開発公社による先行取得用地の解消が図られ、市の債務負担が軽減される。
見 込 ま れ る
成 果

指 標

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

・「経営健全化計画」に基
づく、長期保有事業用地
の買戻しの推進

・新たな土地開発公社経
営計画の決定
・事業用地の買戻しの推
進

予定通り進捗 実施事項なし

第
４
四
半
期

・新たな土地開発公社経
営計画の検討

・新たな土地開発公社経
営計画の決定

予定通り進捗

・新たな土地開発公社経
営計画案の作成
・取得（買戻し）

・取得（買戻し）

目標値【中間】 ① 15.5％、 ② 9.9％、③ 0円

進捗に遅れあり 予定通り進捗
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評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

経 営 評 価
委 員 会

【所管局の方針】

合　　　計

【課題ほか】

【評価結果を踏まえた対応方針】

実 施 内 容

0千円

0人

投 入 経 費 0千円 0千円

・「相模原市土地開発
公社経営計画」の策定
及び新たな取得計画に
よる取得(買戻し)

平成２４年度

削 減 人 員

局

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

■■■■■■■■■■

0人

目 標 達 成 度 ■■■■■■■■■■

進 捗 度

効 果 額 の
積 算 根 拠

・長期保有土地等の
買戻し
・新たな土地開発公
社経営計画の検討

-

■■■■■■■■■■

【取組みに対する評価】

0千円

実 績
① 12.2％、 ② 8.6％、
③ 0円

効 果 額 0千円

【今後の方針】

■■■■■■■■■■

平成２２年度 平成２３年度

評 価

評 価

0千円

0人

【取組みに対する評価】

【取組みに対する評価】

【所管局の方針に対する意見】

完 了
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目標値【中間】 33%
67％

（当初の目標値）
100％

（当初の目標値）

効 果 見 込 額 0千円

削 減 計 画 0人

進捗 進捗に遅れあり 予定通り進捗 進捗に遅れあり

投入予定経費 0千円

進捗 進捗に遅れあり 予定通り進捗 進捗に遅れあり

第
４
四
半
期

・新たな処分計画案の作成
・売却案の公社理事会承認
・募集広報
＊抽選（入札）の実施及び
契約等は次年度

・契約、引渡し
・移転登記

・新たな処分計画に基づ
く売却処分の実施
・契約、引渡し
・移転登記

進捗 進捗に遅れあり 予定通り進捗 進捗に遅れあり

第
３
四
半
期

・新たな処分計画案の検
討
・売却土地の不動産鑑定

・新たな処分計画の決定
・処分案の公社理事会承
認
・処分（公募等）

・新たな処分計画に基づ
く売却土地の処分方針の
決定

予定通り進捗 進捗に遅れあり

第
２
四
半
期

・新たな処分計画案の検
討
・処分継続土地の売却
・売却土地に関する協
議、調整

・売却土地の処分方法の
検討

・新たな処分計画に基づ
く売却土地の処分方法の
検討

売却処分の実施
・新たな処分計画の決定
・売却処分の実施

売却処分の実施

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル

第
１
四
半
期

・新たな処分計画案の作
成
・売却土地の処分条件の
整理

・新たな処分計画に基づ
く売却土地の処分条件の
整理

進捗

8％ 平成20年度

目 標 値
【 最 終 】

100％ 平成24年度

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度 平 成 ２ ４ 年 度

取
組
み
の
内
容

内 容
「相模原市土地開発公社健全化計画」に基づき、代替地の処分計画を推進し、代替地
の積極的な売却処分を行う。

見 込 ま れ る
成 果

未利用地化している資産の有効活用が図られる。

達 成 目 標
平成２４年度までに全用地を処
分する。

指 標 簿価ベースでの代替地処分割合

基 礎 値

基 本 的 な 視 点 歳入の確保と歳出の抑制 所 管 課 土地利用調整課

取組みの基本方向 低未利用資産の活用等 担 当 者 砂川

№ 71 局
　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

取 組 項 目 代替地の処分計画の推進 所 管 局 企画財政局
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【所管局の方針に対する意見】

【評価結果を踏まえた対応方針】

土地開発公社が、保有する代替地ごとに現況や課題等について整理・分析を行い、平成２５年１０月に
策定した今後の処分方針に基づき、市と連携を図りながら売却等を進め、保有代替地の解消に努め
る。

【課題ほか】

土地開発公社は保有代替地の処分を積極的に進めてきたが、残存する代替地については、進入路が
狭い土地や市街化調整区域で利用目的が制限される土地が多いことから、公共用地の代替地としての
処分や民間への売却等が難しい状況にある。

評 価

所管課評価のとおりとする。

【所管局の方針】

所管課方針のとおり。

Ｂ

経 営 評 価
委 員 会

【取組みに対する評価】 評 価

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

【取組みに対する評価】 評 価
土地開発公社が保有する代替地については、進入路が狭い土地や市街化調整
区域で利用目的が制限される土地などが多く、需要も極端に少なくなってい
ることから、平成２４年度までに、目標とする全用地の処分を行うことがで
きなかった。このため、平成２４年１１月に方向性を決定した「土地開発公
社の今後の在り方」等を踏まえ、処分方法を再検討することとした。 Ｂ【今後の方針】

保有する代替地ごとに現況や課題等について整理・分析を行い、個別
の処分方針を策定して縮減に取組む。

局

【取組みに対する評価】

進 捗 度 ■■■■■■■■□□■■■■■■■■■■■■■■■■■□□□

目 標 達 成 度 ■■■■■■■□□□■■■■■□□□□□■■■■□□□□□□

実 績 23% 36% 43%

効 果 額 の
積 算 根 拠

効 果 額 0千円 0千円 0千円 0千円

削 減 人 員 0人 0人 0人 0人

・新たな処分計画案
の検討
・売却入札参加者の
公募

・「相模原市土地開
発公社経営計画」に
基づく新たな処分計
画による売却処分

・「相模原市土地開
発公社経営計画」に
基づく新たな処分計
画による売却処分

投 入 経 費 0千円 0千円 0千円 0千円
取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

実 施 内 容

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 合　　　計
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予定通り進捗 進捗に遅れあり

0千円

・一般公表の実施
・アダプト制度候補地の選
定及び地域住民への依頼
・地域住民による自主的な
管理

進捗に遅れあり

・一般公表の実施
・アダプト制度候補地の選
定及び地域住民への依頼
・地域住民による自主的な
管理

・一般公表の実施
・アダプト制度候補地の
選定及び地域住民への
依頼
・地域住民による自主的
な管理

・一般公表の実施
・アダプト制度候補地の選
定及び地域住民への依頼
・地域住民による自主的な
管理

・一般公表の実施
・アダプト制度候補地の選
定及び地域住民への依頼
・地域住民による自主的な
管理

・一般公表事前準備
・一般公表の周知
　

予定通り進捗 予定通り進捗

　　　　アクションプラン実施計画書兼進行管理シート

・随意契約による売払
 （２件 ：５月１件)
　　　　　６月１件）

局

・一般公表事前準備
・一般公表の周知

・一般公表の実施
・アダプト制度候補地の選
定及び地域住民への依頼
・地域住民による自主的な
管理

四
半
期
毎
の
ス
ケ
ジ

ュ
ー
ル

第
１
四
半
期

・一般公表の実施
・アダプト制度候補地の選
定及び地域住民への依頼
・地域住民による自主的な
管理

・一般公表による売払い
(管財課による執行済み)
（１件 ：平成２２年１０月）

予定通り進捗

歳入の確保と歳出の抑制

取 組 項 目

基 本 的 な 視 点

72

３０％

№

取組みの基本方向

所 管 局低未利用資産の活用 都市建設局

土木政策課/道路用地課
/道路管理課

山口／菅野／新井

・一般公表の実施
・アダプト制度候補地の選
定及び地域住民への依頼
・地域住民による自主的な
管理

予定通り進捗

・随意契約による売払
 （２件 ：平成２３年２月)

・一般公表の実施
・アダプト制度候補地の選
定及び地域住民への依頼
・地域住民による自主的な
管理

予定通り進捗

平 成 ２ ３ 年 度

　道路残地の現況等を把握し、処分・活用方針を確立するとともに、管理体制を一元化す
ることにより、資産の適正管理や有効活用が図られる。アダプト制度を利用した場合に
は、地域の資産として、地域住民の愛着心や責任感が創出できるほか、管理費のコスト
縮減が図られる。

見 込 ま れ る
成 果

取
　
組
　
内
　
容

年 次 計 画

・一般公表事前準備
・一般公表の周知
　（管財課）

取
組
み
の
内
容

達 成 目 標

内 容

第
４
四
半
期

進捗

削 減 計 画

０％

60,820千円

0千円

目標値【中間】

0千円

7,163千円

２０%(７件）

234,379千円

0人0人

平成２２年度から一般公表によ
る売払いと非一般公表地は地
域住民による自主的な管理を
実施する。

平成22年度

指 標
道路残地の処分・活用及びアダプト制度によ
る活用割合

担 当 者

基 礎 値
目 標 値
【 最 終 】

所 管 課

予定通り進捗

平 成 ２ ４ 年 度

進捗に遅れあり

平 成 ２ ２ 年 度

予定通り進捗 進捗に遅れあり

低未利用資産の活用等

平成24年度

　道路残地の管理の一元化及び処分、活用の促進を図り、活用が困難な箇所は、適地を
選びアダプト制度を利用した地域住民による管理を促進する。

進捗

進捗

進捗

効 果 見 込 額

投入予定経費

第
２
四
半
期

第
３
四
半
期

0人

３１%(１１件）１４%(５件）
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  ・土地資産の状況に即した売却方法を検討する必要がある。
　・低未利用地の利活用を促進するため、道路残地の取得・管理・処分等の業務見直しを行う必要が
    ある。

評
　
　
　
　
　
価

所 管 課

評 価

Ｂ

局

【評価結果を踏まえた対応方針】

【課題ほか】

【所管局の方針に対する意見】

■■■■■■■■■■

　平成25年度からは、道路残地の取得・管理・処分についての内部条
件の整備を行い、不良資産の取得の抑制及び保有残地の整理を進める
とともに、公募売却処分の手法の確立と未利用地化の圧縮を図る。

0人

経 営 評 価
委 員 会

【取組みに対する評価】

0人

１４%(５件）

一般公表による売払
い及び随意契約によ
る土地売却価格の
総額

Ｂ

60,820千円

２３%(８件）

評 価【取組みに対する評価】

【所管局の方針】

【取組みに対する評価】

■■■■■■■■■■ ■■■■■■■■□□

随意契約による土地
売却価格の総額
※指標対象件数のほ
か３２件売却したた
め、合計３３件の総額

0千円

・随意契約による売払
い（３３件）

302,362千円

　・今後も継続的な資産の適正管理や有効活用に努める。

今後も継続的な資産の適正管理や有効活用に努める。

　当初予定していた道路残地の処理については、３年間で９件
（25.7％）となり目標値の30％には達することができなかった。
　また、一般公表の売払いについては、大都市の状況の調査・研究を
進めた。

■■■■■■■■■■ ■■■□□□□□□□

【今後の方針】

　平成22年度から平成24年度の３年間における目標値である30％には
達することができなかったが、当初予定していた道路残地以外を含め
53件の処分ができたため、一定の評価を行った。

評 価

■■■■■■■■■■

実 施 内 容

削 減 人 員

進 捗 度

２６%(９件）

効 果 額 の
積 算 根 拠

実 績

効 果 額 7,163千円

0千円投 入 経 費

随意契約による土地
売却価格の総額
※指標対象件数の
ほか１２件売却した
ため、合計１５件の
総額

取
　
　
組
　
　
実
　
　
績

0人

234,379千円

目 標 達 成 度

0人

0千円 0千円

・随意契約による売
払い（１５件）

・一般公表の実施(1
件)
・随意契約による売
払い（４件）

平成２２年度 合　　　計平成２４年度平成２３年度

144


